
９．許可申請書の記載例 

許可申請書は、許可申請者が、建設業法の期待する建設業者であるかどうか、許可

できるかどうかを判断する資料になります。 

この書類の作成に関する重要な事項について虚偽の記載があれば許可を受けられま

せんし、もし虚偽の記載があればたとえ許可を受けた後であっても許可が取り消され

ることになります。 

さらに、不正の手段により許可（更新を含む）を受けた等の理由により許可を取り

消された場合には、許可の取消の日から５年間を経過しなければ新たに許可を受けら

れないことになりますので、十分注意して作成してください。 

なお、記載例は１様式１枚を掲げ、記載上の注意を説明してありますが（誤記や記

入漏れのないよう注意してください）、実際に許可申請書を提出する際には、それぞれ

の様式について各３部（正本１部、副本２部（写し可））提出する必要があります。 

ただし、建設業法に基づく閲覧に供しない書類は各２部（正本１部、副本１部（写

し可））ですのでご注意ください。 

※認可申請書の記載例については、P209～P221をご覧ください。 

※行政書士による代理申請の記載例については、P233以降をご覧ください。 

【一般的注意事項】 

・各証明書類の証明有効期限は、内容に変更がない限り、原則以下のとおり扱います

（証明有効期間は変更届の場合も準用します。なお、閉鎖事項全部証明書及び卒業

証明書に証明有効期限はありません。）。 

証明書類 起算日 証明有効期間【注１】 

登記されていないことの証明書、身

分証明書、住民票、履歴事項全部証

明書、所得証明書、納税証明書、そ

の他証明書類【注２】 

 

発行日 

 

３か月 

取引金融機関の預金残高証明書 基準日（×発行日） ４週間 

取引金融機関の融資証明書 基準日（×残高日） ４週間 

【注１】証明有効期間は、起算日の初日を算入しません。（初日不算入） 

【注２】所得証明書については、内容に変更がない限り３か月以内であることを要しません。  

・数字はすべて算用数字（1,2,3,……）で記入してください。 

・法人の商号の使用文字は、登記事項証明書に記載されている文字を原則とします。 

・法人の代表者名及び個人の場合は、住民票に記載の文字を原則とします。 

なお、新字旧字（例：「栄」と「榮」）や異体字（例：「高」と「髙」）の違いであれ

ば、申請書における使用文字として用いることができます。 

ただし、この場合において各様式にて使用する文字は統一してください。 

・フリガナ欄の濁音、半濁音を表す文字は１文字として扱ってください。 

(例) ガ パ 

・フリガナ欄の小書き文字は、大きくせず、そのまま表示してください。 

(例) シ ュ  テ ィ 

・文字は楷書でていねいに書いてください。 

・記載事項のない用紙には「記載事項なし」あるいは「なし」と書いてください。
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令和３年２月５日 

 

令和３年１月以降での建設業許可申請・届出等及び経営事項審査 

申請における押印の取扱いについてのお知らせ 

  

「押印を求める手続の見直しのための国土交通省関係省令の一部を改正する 

省令（令和２年国土交通省令第９８号）」が令和 3年 1月１日から施行され、 

 併せて、「建設業許可事務ガイドラインについて（平成１３年４月３日国総建 

 第９７号）」の改定がされました。 

これらの改正等を受け、令和３年１月以降での本県を申請（届出）先とする 

建設業許可申請・届出等及び経営事項審査申請における手続きについて、下記 

のとおりとします。 

   

１ 建設業許可申請・届出等及び経営事項審査における押印及び署名について 

  （本人申請の場合） 

  ○法定書類についての押印は不要です。個人名の記載は記名で差し支えあ 

りません。 

  ○従前の法定書類で、「印」の記載があっても、押印せずに提出して頂いて 

差し支えありません。 

  ※法定書類への押印は不要となったもので、禁止ではありません。このため 

   押印されている場合にあっても従来通り、受け付けます。 

   

（代理申請・代行作成の場合） 

○行政書士が書類を作成した場合の行政書士の記名と職印の押印は必要で 

す。 

○本人の記名による法定書類についての押印は不要です。 

※法定書類への押印は不要となったもので、禁止ではありません。このため 

   押印されている場合にあっても従来通り、受け付けます。 

  ○行政書士が代理人として申請・届出を行う際の委任状については押印不要 

   とします。 

   

  ◇三重県が許可行政庁として独自に求めている様式については、次の扱い 

   とします。 

   （建設業許可関係） 

   ・発注証明書、履行証明書については、第３者による証明のため、引き続 

き、証明者の押印が必要です。 

   ・申立書（理由書）を提出される場合においては、押印に代えて、氏名の 

記載は本人の自署によることとします。（この場合も押印によることは 

差し支えありません。） 
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   ・その他、許可行政庁が求める様式においての取扱いは申請（届出）先の 

    建設事務所にご確認ください。 

 

（経営事項審査関係） 

・法定外労災災害補償制度加入証明書及び防災協定加入証明書について 

は第３者による証明のため、引き続き、証明者の押印が必要です。 

 

２ 窓口等における申請（届出）時での申請者確認 

  本人以外によるなりすまし防止の観点から、押印が省略されている申請書 

においては、窓口等における申請（届出）時での申請者確認を行いますので、 

ご協力をお願い申し上げます。 

 

 （窓口における申請（届出）時の確認） 

  ○本人による申請（届出）にあっては、従来から行っております相手方確認 

   をもって、ご本人から申請（届出）がなされたことを確認させて頂きます。 

  ○行政書士が代理人として申請（届出）を行う場合にあっては、委任状の確 

認と行政書士証の提示による相手方確認をもって、代理申請（届出）が 

なされたことを確認させて頂きます。 

※経営事項審査申請については審査会場受付にて申請者確認を行います。 

 

（郵送による場合での申請（届出）における確認） 

 ○本人による申請（届出）にあっては、郵送された申請書（届出書）の到着 

後に、管轄する建設事務所総務課担当者より、申請書の連絡先に記載され 

た担当者の方に向けて電話連絡させて頂き、申請（届出）の事実を確認さ 

せて頂きます。 

  ○行政書士が代理人として申請（届出）にあっては、郵送された申請書（届 

出書）に委任状と行政書士証の写しが同封されていることの確認をもっ 

   て、代理申請（届出）の事実を確認させて頂きます。 
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行政庁側記入欄
許可年月日

１．す　る
般・特新規＋業種追加 般・特新規＋業種追加＋更新 ２．しない

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

旧許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第2号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。

連絡先

）

許 可 番 号

申 請 の 区 分

申 請 年 月 日

と す る 建 設 業
許 可 を 受 け よ う

3 5 10
申請時において 既に
許可を受けている建設

業

2１

１．一般
２．特定

郎

3 15

イ

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

郵 便 番 号

都道府県名

商 号 又 は 名 称

代 表 者 又 は 個 人
の 氏 名 の フ リ ガ ナ

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

0

重

20

6 02 2 4 ー 2 6

許 可 換 え の 区 分

5 6

0 0 0

兼 業 の 有 無

１ ５

ファックス番号    059-224-3290

市区町村名

0

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

5 1 －

13

1

3 5

大臣

3

コード

知事

5 10

太

3

三

3

23

2 4

25

号 令和

所属等       総　務　課 氏名           三　重　　一　郎

電 話 番 号3

国土交通大臣
許可 （

5

第 月

10

0

10

不動産業

2

15

15

4

電話番号       059-224-2660

日
知事 特

般
－

11 13

大臣 コード
知事

3

年１ ６ ）旧 許 可 番 号

3

（１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

１ ３ 1

１ ４

3 建設業以外に行つている営業の種類

１ ２ 5 9 ー

30 35 40

3 4

10

－

5

１ １

3

桜

０

支配人の氏名

０ ９

3 5 10

20

ミ エ タ ロ ウ

10 15

０ ８

5

23 25 30 35 40

０ ７ 木 （ 株 ）

20

エ ム ・ ア イ ・ ー 土

23 25 30 35 40

ド ボ クム ア イ イ

10 15 20

０ ６

０

ー

3

エ

15 20 25

5

５

タ 鋼 筋

2

塗 防 内 機 具舗 板しゆ ガ 清絶 通 園 井 水 消

30

０ ４

０ ２

０

般 ・ 特 新 規 ６．

令和

０

３

４．業 種 追 加

５．

１．新 規

日

３．

０

（用紙Ａ４）

建　設　業　許　可　申　請　書

この申請書により、建設業の許可を申請します。

１０００

様式第一号（第二条関係）

2 2

建 大

日令和 月年

三重県　知事 申請者殿

１

5

特
第

般
－

令和○○年△△月□□日

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社北海道開発局長

地方整備局長

      代表取締役　三重太郎

15

知事

国土交通大臣
（

10

号

11

3

許可

4

２．許 可 換 え 新 規

3

月

と

）

更 新

期間の調整
８．

年

3 7

９．

5

1 （ ）

1

左 管土 石 屋 電

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

業 種 追 加 ＋ 更 新 許可の有効
７．般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新 4

項 番

（ ）

フ ァ ッ ク ス 番 号

15 20

橋 3 － 4 4 6

5

解

059-224-3290

三　重　県　

（

10 13 15

津　市

20 25

法 人 又 は 個 人 の 別 （ ） 2 0 0 0 0 （千円） 5 0 0 0 12 0 4 0 0 0

許可を受けて営業しようとする
建設業を一般「１」、特定「２」で記入。

濁音、半濁音は１文字

現在有効な許可業種について書きます。

更新の場合は上段の項番０４と一致します。

法人の場合の略号
株式会社 （株）
特例有限会社 （有）
合資会社 （資）
合名会社 （名）
合同会社 （合）
協同組合 （同）
協業組合 （業）

個人の場合で支配人を選任し
法務局に登録してある場合
のみ書きます。

姓と名の間を１マス空けます。

市町コード（P165参照）を記入します。

主たる営業所の所在地で

市町に続く町名以下を記入します。

「丁目」、「番」、「号」等は

－（ハイフン）で記入します。

市外局番、局番、番号を
それぞれ－（ハイフン）で区切り、
左詰で記入します。

申請時の資本金を右詰めで記入します。

個人事業主の方は書く必要がありません。

兼業がある場合は「１」と記入し、その内容を書

きます。
ない場合は「２」と記入します。（種類欄は空白）

申請しようとする行政庁以外で現在有効な

許可を受けている場合は記入します。

この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請書の内容に係る
質問等に応答できるものの氏名、連絡先を記載すること。

主たる営業所の所在地、商号又は名称及び氏名を記入。

この申請書により既に許可
を受けている建設業の全部
を一本化する場合は「１」を
記入し、そうでない場合は
「２」を記入します。
新規の場合は空欄にします。

国税庁から指定・通知された１３桁の法人番号
を書きます。
なお、個人事業主の方は書く必要がありません。

不要の文字を消
します。

太枠内は記入しな
いでください。

カラムに数字を記入するに当たって空位の
カラムに「0」を記入すること

氏名がマス内に収まらない場合は、最後のマスに※印を記載してください。
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相談役

株主等

１　法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の５以上に相当する出資をしている者（個人である
　ものに限る。以下「株主等」という。）について記載すること。
２　「株主等」については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「常勤・非常勤の別」の欄に記載することを要しない。

氏
フリ

役　　名　　等

（用紙Ａ４）

役員等の氏名及び役名等

取締役

名
ガナ

ヤマ　ダ　　イチロウ
山　田　　一　郎

カワ　ダ　　ジ　ロウ
川　田　　二　郎

常勤・非常勤の別

取締役

役　員　等　の　一　覧　表
   別紙一

代表取締役

取締役

ミ　　エ　　タロウ
三　重　　太　郎

令和○○年△△月□□日

ウミ　タ　　サブロウ
海　田　　三　郎

イ　セ　タロウ
伊　勢　太　郎

シ　マ　ジロウ
志　摩　次　郎

常勤

常勤

常勤

非常勤

常勤

「常勤の役員」とは、原則として本社、本店等において休日その他勤務を要しない日を
除き、一定の計画のもとに常時所定の時間中その職務に従事している方をいいます。

申請者が法人の場合は、下記の者を全員記載してください。

（※）役員等とは次の者をいいます（法第５条第３号）

（１）業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずるもの

・「業務を執行する社員」・・持分会社の業務を執行する社員

・「取締役」・・株式会社の取締役

・「執行役」・・指名委員会等設置会社の執行役

・「これらに準ずる者」・・法人格のある各種の組合等の理事、執行役員等（許可を受けようとする建設業の経営業務の執行
に関し、取締役会の決議を経て取締役会又は代表取締役から具体的な権限委譲を受けた者のみ記入）。
なお、監査役、会計参与、監事及び事務局長等は本欄の役員等には含まれません。

（２）法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役若しくはこれらに準ずる者と同等以上の支配力を有するものと
認められる者

・「相談役」

・「顧問」

・「総株主の議決権の100分の5以上を有する株主」・・法人が株主の場合は記載不要

・「出資の総額の100分の5以上に相当する出資をしている個人」・・法人が出資者の場合は記載不要

法人の役員等（※）についてすべて記載してください。

なお、個人事業主の方は本様式の作成は不要です。

総株主の総議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額

の100分の５以上に相当する出資をしている個人の場合のみ記載してく

ださい。

法人の役員、顧問、相談役が、「役員等の一覧表（別紙一）」に記載すべ

き株主等を兼ねている場合は、株主等としての記載を省略可。

例えば、取締役が株主等も兼ねている場合は「取締役」としてのみ記入。

株主等の場合は、
この欄は記入しません。
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別紙二（１）

行政庁側記入欄

許可年月日

  〒５１４－８５７０
津市広明町１３番地
０５９－２２３－５２００

フリガナ

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

5

該　当　な　し

変更前

203 10

鋼 筋

（主たる営業所）

15

管

主たる営業所の
名 称

大 左 と 石 タ屋 電土 建
営 業 し よ う

8 3
と す る 建 設 業

15

20

25

20

30

消水

30

清

土 建

3

3

変更前

3 15 20

営 業 し よ う
8 8

と す る 建 設 業
10

筋 舗管

土 大

ガ大 左 と 石 屋 電

8 8

3 1510 2520

25

35

20

7 －

23

3 5 6 10 15

電 話 番 号

23 25 30 35 40

8 6

5

20

市区町村名

1510

8 5

25

3

都道府県名

消板 塗 防 内 水具機 絶 通

3 5

舗 園 井しゆ ガ

203 5 10 15

8 4

30 40

（用紙Ａ４）

項 番 3

営業所一覧表（新規許可等）

清

建 しゆ屋 電 管左 と 舗石

5 10 15

タ 鋼 筋 防 内 井 具通機 絶 園塗板 ガ

8

5

変更前

と す る 建 設 業

従たる営業所の
名 称

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

郵 便 番 号

内
　
　
容

営 業 し よ う

従たる営業所の
所 在 地

4
名 称
従たる営業所の

8

23 25 30 35 40

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

23

都道府県名 市区町村名

5 10 15

従たる営業所の
所 在 地

8 6

25 30 35 40

5 6 10 20

郵 便 番 号 8 7 －

3

機 絶 通

電 話 番 号

タ 板しゆ鋼 消 清塗 防 井内 園 具 水

305

区 分 8 1

項 番 3 5

許 可 番 号

コード

1

大臣
知事

許可（
般

－

10 11 13 15

8 2
国土交通大臣

令和号 日
知事 特

年 月）第

         

解

（
１．一般
２．特定

）

解

（
１．一般
２．特定

）

解

（
１．一般
２．特定

）

例１ 従たる営業所がない場合

余白に「該当なし」と記載してください。

主たる営業所の所在地が登記上と事実上で異なる場合は、
登記上の所在地を枠外にかっこ書きで記載してください。

従たる営業所がない場合であっても提出してください。

従たる営業所がない場合、
主たる営業所に係る情報については記載不要です。

太枠内は記入しな
いでください。
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別紙二（１）

行政庁側記入欄

許可年月日

  〒５１４－８５７０
津市広明町１３番地
０５９－２２３－５２００

フリガナ ホ　ン　シ　ャ

（従たる営業所）

フリガナ                             イ ガ エ イ ギ ョ ウ シ ョ 

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

）（

解

１．一般
２．特定

　　　本　　　社

日
知事 特

年 月令和号－ ） 第
般

10 11 13 15

8 2

3 5

許 可 番 号

コード

1

大臣
知事

許可 （

区 分 8 1

項 番

筋

国土交通大臣

5 30

清内 機 絶 通 園 消舗 板しゆ 塗 防 井 具 水

電 話 番 号

20

郵 便 番 号 8 7 －

3 5 6 10

23 25 30 35 40

従 た る 営 業 所 の
所 在 地

8 6

5 10 15 20

都道府県名 市区町村名

内
　
　
容

従 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

8 5

23 25 30 35 40

8

4
名 称
従 た る 営 業 所 の

8

と す る 建 設 業

従 た る 営 業 所 の
名 称

従 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

郵 便 番 号

内
　
　
容

営 業 し よ う

1510

塗板

2

井 具通機 絶 園

5 10 15

タ 鋼 筋 防 内建 しゆ ガ屋 電 管左 と 舗石

30

都道府県名

所

（用紙Ａ４）

項 番 3

営業所一覧表（新規許可等）

機

40

伊 賀 営 業
3 5 10 15

8 4

20

消板 塗 防 内 清園 井 具 水筋 舗 絶 通しゆ ガ

4 2

3 5

5

1 6

28 0

三重県 市区町村名

10 15

35

8 5 2

23 25

3

20

従 た る 営 業 所 の
所 在 地

8 6 四 十 九 町 2
23 25 30 35 40

3

3 5 6 10 15 20

7 5 1 8 － 8 5 3 9 55電 話 番 号 0

25

42 - 8-

伊賀市

00

消水 清

2520

8 8 2

5

変更前

2

3

土 大

ガ大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼
営 業 し よ う

8 8
と す る 建 設 業

変更前

3 15 2010

土 建

3

3

30

30

2

20

15

25

20

営 業 し よ う
8 3

と す る 建 設 業
22

3 10

屋 電土 建

変更前

2 1

タと 石

5

（主たる営業所）

15

管

主 た る 営 業 所 の
名 称

大 左 鋼

解

（
１．一般
２．特定

）

解

（
１．一般
２．特定

）

従たる営業所の所在地で

市町村に続く町名以下を記入します。

「丁目」、「番」、「号」等は－（ハイフン）

で記入します。

市町コード（P165参照）を記入します。

主たる営業所とは、建設業を営む営業所を統轄し、

指揮監督する権限を有する一ヶ所の営業所をいい、

通常は本社、本店等であるものの、名目上の本社、

本店等であって、その実態を有していないものは

該当しません。

建設業を営む営業所の名称を書きます。
営業所とは、常時建設工事の請負契約を締結している
本店、又は支店若しくは出張所などをいい、単に商業登
記上の本社または支店等で請負契約の見積り、入札、
狭義の契約締結等請負契約の締結に係る実体的な行
為を行わないところは営業所に含まれません。

業種追加、般特新規の場合において、当該営業所において
営業しようとする業種が変更になった場合は、変更がない業
種も含め、当該営業所において営業する建設業全ての業種
を記載します。

業種追加、般特新規の場合において、営業しようとする建設
業が変更にならない営業所については、記載不要です。

例２ 従たる営業所がある場合太枠内は記入し
ないでください。

主たる営業所の所在地が登記上と事実上で異なる場合は、
登記上の所在地を枠外にかっこ書きで記載します。
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別紙二（２）

一般と特定に分けて記載すること。

締結する事務所のうち該当するものについて記載すること。

所在地（郵便番号・電話番号）営業所の名称
特定

主
た
る

営
業
所

２

１

従
　
た
　
る
　
営
　
業
　
所

「主たる営業所」及び「従たる営業所」の欄は、それぞれ本店、支店又は常時建設工事の請負契約を

営　業　所　一　覧　表　（　更　新　）

営業しようとする建設業

一般

において営業しようとする建設業を、許可申請書の記載要領６の表の（ ）内に示された略号により、

（用紙Ａ４）

「営業しようとする建設業」の欄は、許可を受けている建設業のうち左欄に記載した営業所

該　当　な　し

　

    津市広明町１３番地
　　〒５１４－８５７０
　　０５９－２２３－５２００

例１ 従たる営業所がない場合

余白に「該当なし」と記載してください。

従たる営業所がない場合であっても提出してください。

主たる営業所の所在地が登
記上と事実上で異なる場合
は、登記上の所在地をかっ
こ書きで記載してください。

主たる営業所に係る情報に
ついては記載不要です。
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別紙二（２）

「主たる営業所」及び「従たる営業所」の欄は、それぞれ本店、支店又は常時建設工事の請負契約を

締結する事務所のうち該当するものについて記載すること。

一般と特定に分けて記載すること。

所在地（郵便番号・電話番号）営業所の名称

土　と　舗

特定

建
主
た
る

営
業
所

本   社

２

１

従
　
た
　
る
　
営
　
業
　
所

土　と　舗

営　業　所　一　覧　表　（　更　新　）

営業しようとする建設業

一般

において営業しようとする建設業を、許可申請書の記載要領６の表の（ ）内に示された略号により、

（用紙Ａ４）

「営業しようとする建設業」の欄は、許可を受けている建設業のうち左欄に記載した営業所

伊賀営業所
　　伊賀市四十九町２８０２
　　〒５１８－８５３３
　　０５９５－２４－８２００

　　津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　〒５１４－０００３
　　０５９－２２４－２６６０

    津市広明町１３番地
　　〒５１４－８５７０
　　０５９－２２３－５２００

主たる営業所の所在地が登記
上と事実上で異なる場合は、２
段書き（下段に登記上の所在
地をかっこ書き)で記載します。

例２ 従たる営業所がある場合
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営 業 所 の 名 称

営業所技術者等一覧表

別紙四

令和○○年△△月□□日

建 設 工 事 の 種 類
フ　　　　リ　　　　ガ　　　　ナ

有 資 格 区 分

本　　社

本　　社

伊賀営業所

土－９、と－９、舗－９

建－７

土－９、と－９、舗－９

１３

２０　　３８

１３

営 業 所 技 術 者 等 の 氏 名

イセ　サブロウ

伊勢　三郎

スズカ　シロウ

鈴鹿　四郎

イガ　ゴロウ

伊賀　五郎

従たる営業所がある場合、Ｐ
127又はＰ129の「営業所一覧
表（様式第一号別紙二）」に
記載した営業所の順番に名称
を記載します。

営業所技術者等として該当する資格や

実務経験等のコードをＰ33～37の「技

術者の資格表」またはＰ165の「コード

表」に従い記入します。

法人、個人の営業所技術者等全員につい
て記載してください。

営業所技術者等が担当する業種について、
業種の略号に続けて工事種類のコードを
下表のとおり記入します。

許可業種の略表
土木一式工事（土） 鋼構造物工事（鋼） 熱絶縁工事（絶）
建築一式工事（建） 鉄筋工事（筋） 電気通信工事（通）
大工工事（大） 舗装工事（舗） 造園工事（園）
左官工事（左） しゆんせつ工事（しゆ） さく井工事（井）
とび・土工・コンクリート工事（と） 板金工事（板） 建具工事（具）
石工事（石） ガラス工事（ガ） 水道施設工事（水）
屋根工事（屋） 塗装工事（塗） 消防施設工事（消）
電気工事（電） 防水工事（防） 清掃施設工事（清）
管工事（管） 内装仕上工事（内） 解体工事（解）
タイル・れんが・ブロツク（タ） 機械器具設置工事（機）

専任技術者　工事種類・有資格区分コード表
工事種類
項番６４

有資格区分
項番６５

イ 1 ０１

ロ 4 ０２

ハ 7
P33～37技術者

の資格表

イ 9
P33～37技術者

の資格表

＋ 法第7条第2号イ
　　　　　【指定学科卒業　＋　実務経験】

2 ０１

＋ 法第7条第2号ロ
　　　　　【実務経験　10年以上】

5 ０２

＋ 法第7条第2号ハ
　　　　　【国家資格者等】

8
P33～37技術者

の資格表

3 ０３

6 ０４

記載コード

指定学科卒業　＋　実務経験
　　　　　　　　　　　　【大学・高専卒3年／高校卒5年】

実務経験　　１０年経験

法律条文

ハ
国土交通大臣特別認定（同号ロと同等以上）

国家資格者　・建設業法及び建築士法による技術者（１級）
　　　　　　　　 ・技術士法による資格者

ロ

国家資格者等

建設業法
第15条第2号

指導監督的
実務経験
2年以上

国土交通大臣特別認定（同号イと同等以上）

要　　　　　件

一
般

建設業法
第7条第2号

特
定
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工事経歴書（第２号様式）の記載フロー図
【経営事項審査を受審する場合】

　

【経営事項審査を受審しない場合】

概ね、１ページに収まる程
度に記載してください。

①

②

① 元請工事に係る完成工事について、元請工事の請負金額の合計額の７割を超えるところ

まで、請負金額の大きい順に記載します。

② ①に続けて、①で記載した以外の元請工事と下請工事に係る完成工事について、全体の

請負金額の合計額の７割を超えるところまで、請負金額の額の大きい順に記載します。

①、②において、記載しなかった残りの工事については、「その他元請工事○件○○千円」、

「その他下請工事○件○○千円」とまとめて記載してください。

③ ②に続けて主な未成工事を記載します。

元請工事がありますか。

元請工事は７割を超えていませんが、

軽微な工事の件数が１０件に達した。

記載した工事の金額が

元請工事の７割を超えた。

元請工事７割部分にかかる記載は終了です。

元請工事の残りの部分及び下請工事について、請負金額の大きい順に記載してください。

元請工事がない場合は、下請工事のみ記載してください。

全体の７割を超えていませんが、

元請工事で計上した軽微な工事を合わせ

て、軽微な工事の件数が１０件に達した。

記載した工事が

全体の７割を超えた。

全ての完成工事にかかる記載は終了です。

主な未成工事を記載します。 ③

①及び②において、「税込みで」５００万円未満（建築一式「税込みで」１，５００万円未満）の軽微な工事

の記載が１０件に達した場合には、全体の請負金額の合計額の７割を超えていなくても、それ以上の記載は

要しません。つまり、「税込みで」５００万円未満（建築一式「税込みで」１，５００万円未満）の軽微な工事にあっ

ては、１業種につき全体で１０件を超えて記載する必要はありません。

ただし、①の元請工事において軽微な工事の記載が１０件に達しても、②において、「税込みで」５００万円以

上（建築一式「税込みで」１，５００万円以上）の下請工事がある場合は、記載が必要です。

完 了

ＮＯ

ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ ＹＥＳ

ＮＯ

ＹＥＳ ＹＥＳ

注意

元請工事について請負金額の大きい順に記載してください。

主な未成工事を記載します。（請負金額の大きい順）

主な完成工事を記載します。（請負金額の大きい順）
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（
経

営
事

項
審

査
を

受
審

す
る

場
合

）

（
用
紙
Ａ
４
）

（
建

設
工

事
の
種
類
）

　
　
舗
　
　
装
　
　
　
工
事

　
　
（
　
税
込
　
・
　
税
抜
　
）

注
　
文
　

者
元

請
J
V

工
　

事
　

名
工
事
現
場
の
あ
る

又
は

の
都
道
府
県
及
び

氏
　
　
名

う
ち

、
着

 
工

 
年

 
月

完
 
成

 
又

 
は

下
請

別
市
区
町
村
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・

P
C

完
成

予
定

年
月

の
別
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任
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術
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監
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技
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面
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鋼
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24
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千
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24
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41
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00
0

千 円
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0
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千
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ち

　
元
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令
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年
　

　
月

令
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年
　

　
月

 
合

　
計

 
小

　
計

う
ち

　
元

請
工

事

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

元
年

１
２

月
平

成
３

０
年

１
１

月

令
和

　
　

年
　

　
月

津
市

元
請

○
○
線
舗
装
整
備
工
事

三
重
県
津
市

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

　
　

年
　

　
月

主
な

未
成

工
事

令
和

　
　

年
　

　
月

そ
の
他
下
請
工
事
１
２
件

三
重
県
津
市

○
○
　
○
○

レ
令

和
２

年
　

５
月

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

　
　

年
　

　
月

○
○

土
建

下
請

令
和

２
年

８
月

そ
の
他
元
請
工
事
 ４

 件

○
○
○
工
場
舗
装
改
良
工
事

令
和

２
年

１
１

月

○
○
　
○
○

レ
令

和
元

年
１

１
月

令
和

２
年

　
３

月

○
○
　
○
○

レ
Ａ

元
請

令
和

２
年

　
８

月
三
重
県
松
阪
市

三
重
県
津
市

Ａ
邸
新
築
に
伴
う
舗
装
工
事

○
○

建
設

下
請

○
○

建
設

○
○
線
道
路
改
良
に
伴
う
舗
装
工
事

令
和

２
年

　
４

月

○
○
　
○
○

レ
令

和
２

年
　

１
月

令
和

２
年

　
５

月

レ
令

和
元

年
１

０
月

○
○

組
下
請

○
○
公
園
整
備
に
伴
う
駐
車
場
舗
装

工
事

○
○
　
○
○

下
請

○
○
線
道
路
改
良
に
伴
う
舗
装
工
事

三
重
県
菰
野
町

三
重
県
松
阪
市

完
成
工
事

高
全
体
の

7割
超

三
重

県
元
請

JV
○
○
線
舗
装
整
備
工
事

令
和

２
年

１
０

月

○
○
　
○
○

レ
令

和
元

年
　

７
月

令
和

２
年

　
８

月

令
和

２
年

　
６

月

○
○
　
○
○

レ

津
市

元
請

○
○
線
舗
装
補
修
工
事

三
重
県
津
市

配
  

置
  

技
  

術
  

者

三
重
県
津
市

○
○
　
○
○

レ

請
負
代
金
の

額
工

  
  
 期

主
任
技
術
者
又
は
監
理
技
術
者

 の
別
（
該
当
箇
所
に
ﾚ印

を
記
載
）

【
事

業
年

度
期

間
：

令
和

元
年

1
2
月

1
日

～
令

和
2
年

1
1
月

3
0
日

】

工
　
事
　
経
　
歴
　
書

 様
式
第
二
号
（
第
二
条
、
第

十
三

条
の

二
、

第
十

三
条

の
三

、
第

十
九

条
の
八
関
係
）

令
和

２
年

　
３

月
令

和
３

年
１

０
月

津
市

元
請

○
○
線
舗
装
補
修
工
事

三
重
県
津
市

平
成
２
２
年
４
月
１
日
か
ら
、
工
事
契
約
の
認
識
に
つ
い
て
、

①
工
事
収
益
総
額

②
工
事
原
価
総
額

③
決
算
日
に
お
け
る
工
事
進
捗
度

を
合
理
的
に
見
積
も
る
こ
と
が
で
き
る
工
事
に
つ
い
て
は
工
事
進
行
基
準
を
、

「
小
計
」
「
合
計
」
欄
に
つ
い
て

円
単
位
で
合
計
し
た
後
、
千
円
単
位
(端
数
切
捨
)で
表

示
し
ま
す
。
（
千
円
単
位
で
表
示
さ
れ
た
も
の
を
合
計
す

る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
千
円
単
位
で
の
合
計

と
は
一
致
し
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
）ま
た
、
工
事
進

行
基
準
を
採
用
し
て
い
る
場
合
は
、
（
）
書
き
部
分
を
足

し
て
く
だ
さ
い
。

許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
建
設
工

事
の
種
類
を
書
き
ま
す
。

種
類
が
複
数
あ
る
場
合
は
、
そ
れ

ぞ
れ
別
用
紙
に
書
き
ま
す
。

複
数
の
業
種
で
、
い
ず
れ
も
工
事

実
績
が
な
い
場
合
、
ま
と
め
て
１
枚

に
記
載
し
て
も
構
い
ま
せ
ん
。

請
け
負
っ
た
一
つ
の
契
約
ご
と

に
、
請
負
契
約
の
相
手
方
の
商

号
又
は
名
称
を
書
き
ま
す
。

１
工
事
は
、
提
出
す
る
事
業
年
度
の
期
間
分
を
書
き
ま
す
。
（保
守
点
検
や
維
持
管
理
業
務

（
例
：
樹
木
の
剪
定
）な
ど
、
役
務
の
提
供
に
あ
た
る
業
務
は
工
事
に
は
該
当
し
ま
せ
ん
）

２
１
件
の
請
負
契
約
を
分
割
し
て
、
複
数
の
建
設
工
事
の
経
歴
と
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

３
工
事
実
績
が
な
い
場
合
は
、
「該
当
工
事
な
し
」と
書
き
ま
す
。

課
税
事
業
者
は
「税
抜
」、

免
税
事
業
者
は
「税
込
」で
記
入
し

ま
す
。

請
負
代
金
の
額
を
千
円
単
位
（端
数
切
捨
）で

書
き
ま
す
。

な
お
、
変
更
契
約
が
あ
る
場
合
は
、
変
更
後

の
金
額
を
書
き
ま
す
。

①
元
請
工
事
に
つ
い
て
、
金
額
の

大
き
い
順
に
元
請
工
事
合
計
額
の

７
割
を
超
え
る
と
こ
ろ
ま
で
記
載
し
ま

す
。

た
だ
し
、
５
０
０
万
円
未
満
（
建
築
一

式
１
，
５
０
０
万
円
未
満
）
の
軽
微
な

工
事
に
あ
っ
て
は
、
１
０
件
を
超
え
て

記
載
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。

合
計
の
金
額
は
、
P
1
3
4の
「直
前
３
年
の
各
事

業
年
度
に
お
け
る
施
工
金
額
（様
式
第
３
号
）」

の
合
計
金
額
と
そ
れ
ぞ
れ
一
致
し
ま
す
。

Ｊ
Ｖ
（甲
型
）の
場
合
は
、

請
負
金
額
に
出
資
割

合
を
乗
じ
て
得
た
額
を

記
載
し
ま
す
。

工
事
進
行
基
準
を
採
用
し
て

い
る
場
合
に
は
、
当
該
工
事

進
行
基
準
が
適
用
さ
れ
る
完

成
工
事
に
つ
い
て
、
そ
の
完

成
工
事
高
を
（

）で
記
入

し
ま
す
。

左
欄
の
着
工
年
月
は
、
実
際
に
工
事
に
着
手
し
た
年
月
を
、

右
欄
の
完
成
年
月
は
、
実
際
に
完
成
し
引
き
渡
し
た
年
月
を
、

当
該
工
事
が
未
完
成
で
あ
る
場
合
は
、
完
成
予
定
の
年
月
を
記
入
し
ま
す
。

請
け
負
っ
た
工
事
の
内
容
が
分
か
る
よ
う
に
具
体
的
な

工
事
の
名
称
を
請
負
契
約
書
の
工
事
名
等
に
よ
り
記
載

す
る
。

「注
文
者
」と
「工
事
名
」の
記
入
に
あ
た
っ
て
は
、
個
人

名
が
特
定
さ
れ
な
い
よ
う
に
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

特
定
建
設
業
の
許
可
を
有
す
る
元

請
業
者
が
、
総
額
で
5,
00
0
万
円
（建

築
一
式
は
8,
00
0
万
円
）以
上
の
下

請
契
約
を
締
結
し
た
場
合
の
み
該

当
し
ま
す
。

【記
載
方
法
】

①
元
請
工
事
に
係
る
完
成
工
事
に
つ
い
て
、
元
請
工
事
の
請
負
金
額
の
合
計

額
の
７
割
を
超
え
る
と
こ
ろ
ま
で
、
請
負
金
額
の
大
き
い
順
に
記
載
し
ま
す
。

※
①
を
記
載
し
た
段
階
で
、
完
成
工
事
高
全
体
の
７
割
を
超
え
た
場
合
は
記
載
終
了
（
②
は
記
載
不
要
）

②
①
に
続
け
て
、
①
で
記
載
し
た
以
外
の
元
請
工
事
と
下
請
工
事
に
係
る
完
成

工
事
に
つ
い
て
、
全
体
の
請
負
金
額
の
合
計
額
の
７
割
を
超
え
る
と
こ
ろ
ま
で
、

請
負
金
額
の
大
き
い
順
に
記
載
し
ま
す
。

③
②
に
続
け
て
主
な
未
成
工
事
を
記
載
し
ま
す
。

※
①
及
び
②
に
お
い
て
、
５
０
０
万
円
未
満
（建
築
一
式
１
，
５
０
０
万
円
未
満
）の
軽
微
な
工
事
の
記
載
が
１
０

件
に
達
し
た
場
合
に
は
、
全
体
の
請
負
金
額
の
合
計
額
の
７
割
を
超
え
て
い
な
く
て
も
、
そ
れ
以
上
の
記
載

は
要
し
ま
せ
ん
。

た
だ
し
、
①
の
元
請
工
事
に
お
い
て
、
軽
微
な
工
事
の
記
載
が
１
０
件
に
達
し
て
も
、
②
に
お
い
て
５
０
０
万
円

以
上
（建
築
一
式
１
，
５
０
０
万
円
以
上
）の
下
請
工
事
が
あ
る
場
合
は
、
引
き
続
き
記
載
が
必
要
で
す
。

①
、
②
に
お
い
て
、
記
載
し
な

か
っ
た
残
り
の
工
事
に
つ
い
て

は
、
そ
の
他
元
請
工
事
、
そ
の

他
下
請
工
事
と
し
て
ま
と
め
て

記
載
し
ま
す
。

１
ペ
ー
ジ
に
書
き
切
れ
な
い
場
合
は
、
複
数
ペ
ー
ジ
に

渡
っ
て
記
載
し
ま
す
。

②
上
記
に
続
け
て
、
残
り
の
工

事
（上
で
記
載
し
な
か
っ
た
残
り

の
元
請
工
事
と
全
て
の
下
請
工

事
）
に
つ
い
て
、
金
額
の
大
き
い

順
に
全
体
の
完
成
工
事
高
の
７

割
を
超
え
る
と
こ
ろ
ま
で
記
載
し

ま
す
。

た
だ
し
、
５
０
０
万
円
未
満
（
建
築

一
式
１
，
５
０
０
万
円
未
満
）
の
軽

微
な
工
事
に
あ
っ
て
は
、
上
記

①
の
元
請
工
事
と
合
わ
せ
て
全

体
の
１
０
件
を
超
え
て
記
載
す
る

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
５
０
０

万
円
以
上
（
建
築
一
式
１
，
５
０
０

万
円
以
上
）
の
下
請
工
事
が
あ

る
場
合
は
、
引
き
続
き
記
載
が

必
要
で
す
。

③
主
な
未
成
工
事
に
つ
い
て

記
載
し
ま
す
。

三
重
県
○
○
郡
△
△
町
の
場
合
は
、

「三
重
県
△
△
町
」と
記
載
く
だ
さ
い
。

上
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
工
事
も
含
め
て
、
全
て
の
完
成
工
事
の
合
計
件

数
、
金
額
を
記
載
し
ま
す
。
（用
紙
が
複
数
枚
に
わ
た
る
と
き
は
、
最
終

ペ
ー
ジ
に
の
み
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
）

元
請

の
７

割
超
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（
経

営
事

項
審

査
を

受
審

し
な

い
場

合
）

（
用

紙
Ａ

４
）

（
建

設
工

事
の

種
類

）
と

び
・

土
工

・
コ

ン
ク

リ
ー

ト
工

事
　

　
（

　
税

込
　

・
　

税
抜

　
）

注
　

文
　

者
元

請
J
V

工
　

事
　

名
工

事
現

場
の

あ
る

又
は

の
都

道
府

県
及

び
氏

　
　

名
う

ち
、

着
 
工

 
年

 
月

完
 
成

 
又

 
は

下
請

別
市

区
町

村
名

　
 
・

P
C

完
成

予
定

年
月

の
別

主
任

技
術

者
監

理
技

術
者

 
　

・
法

面
処

理

 
　

・
鋼

橋
上

部

76
0

千
円

千
円

75
0

千
円

千
円

55
6

千
円

千
円

50
0

千
円

千
円

10
0

千
円

千
円

80
千

円
千

円

80
千

円
千

円

70
千

円
千

円

千
円

千
円

千
円

千
円
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50
0

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

8
件

2
,
9
9
6

千
円

千
円
1
,
0
1
0

千
円

1
8
 
件
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,
1
1
2

千
円

千
円
1
,
2
0
0

千
円

う
ち

　
元

請
工

事

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

　
　

年
　

　
月

 合
　
計

 小
　
計

う
ち

　
元

請
工

事

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

元
年

１
２

月
平

成
３

０
年

１
１

月

令
和

　
　

年
　

　
月

津
市

元
請

○
○

○
○

○
線

舗
装

整
備

工
事

三
重

県
津

市

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

　
　

年
　

　
月

主
な

未
成

工
事

令
和

　
　

年
　

　
月

令
和

２
年

 
 
２

月
○

○
　

○
○

レ
令

和
２

年
　

２
月

ブ
ロ

ッ
ク

塀
補

修
工

事
三

重
県

津
市

○
○

　
○

○
レ

令
和

２
年

　
２

月
○

○
高

校
元

請
令

和
２

年
 
 
２

月

Ｂ
元

請
Ｂ

邸
外

構
修

繕
工

事
三

重
県

菰
野

町

令
和

２
年

 
 
４

月

○
○

　
○

○
レ

令
和

２
年

　
２

月
令

和
２

年
 
 
３

月

○
○

　
○

○
レ

令
和

２
年

　
２

月

○
○

高
校

元
請

令
和

２
年

　
４

月
三

重
県

津
市

三
重

県
津

市

ブ
ロ

ッ
ク

塀
補

修
工

事

○
○

商
店

元
請

○
○

営
業

所
フ

ェ
ン

ス
設

置
工

事

令
和

２
年

 
 
３

月

○
○

　
○

○
レ

令
和

２
年

　
５

月
令

和
２

年
　

６
月

三
重

県
松

阪
市

○
○

　
○

○
レ

○
○

建
設

下
請

○
○

○
邸

外
構

工
事

○
○

　
○

○
レ

○
○

組
下

請
○

○
邸

盛
土

・
土

留
工

事
三

重
県

鈴
鹿

市

三
重

県
津

市

令
和

２
年

 
 
７

月

○
○

　
○

○
レ

令
和

２
年

　
７

月
令

和
２

年
　

９
月

令
和

２
年

　
１

月

津
市

元
請

交
通

安
全

対
策

ガ
ー

ド
レ

ー
ル

設
置

工
事

○
○

建
設

下
請

○
○

○
邸

外
構

工
事

様
式
第
二
号

（
第

二
条

、
第

十
三

条
の

二
、

第
十

三
条

の
三

、
第

十
九

条
の

八
関

係
）

三
重

県
津

市工
　

事
　

経
　

歴
　

書

配
 
 
置

 
 
技

 
 
術

 
 
者

請
負

代
金

の
額

工
 
 
 
 
 
期

主
任

技
術

者
又

は
監

理
技

術
者

 の
別

（
該

当
箇

所
に

ﾚ印
を

記
載

）

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

千
円

平
成
２
２
年
４
月
１
日
か
ら
、
工
事
契
約
の
認
識
に
つ
い
て
、

①
工
事
収
益
総
額

②
工
事
原
価
総
額

③
決
算
日
に
お
け
る
工
事
進
捗
度

を
合
理
的
に
見
積
も
る
こ
と
が
で
き
る
工
事
に
つ
い
て
は
工
事
進
行
基
準
を
、

そ
れ
以
外
の
工
事
に
は
工
事
完
成
基
準
を
適
用
す
る
こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

「小
計
」「
合
計
」欄
に
つ
い
て

円
単
位
で
合
計
し
た
後
、
千
円
単
位
(端
数
切
捨
)で
表
示
し

ま
す
。
（千
円
単
位
で
表
示
さ
れ
た
も
の
を
合
計
す
る
も
の
で

は
あ
り
ま
せ
ん
の
で
、
千
円
単
位
で
の
合
計
と
は
一
致
し
な

い
場
合
が
あ
り
ま
す
。
）ま
た
、
工
事
進
行
基
準
を
採
用
し
て

い
る
場
合
は
、
（）
書
き
部
分
を
足
し
て
く
だ
さ
い
。

許
可
を
受
け
よ
う
と
す
る
建
設

工
事
の
種
類
を
書
き
ま
す
。

種
類
が
複
数
あ
る
場
合
は
、

そ
れ
ぞ
れ
別
用
紙
に
書
き
ま

す
。

請
け
負
っ
た
一
つ
の
契
約
ご

と
に
、
請
負
契
約
の
相
手
方

の
商
号
又
は
名
称
を
書
き
ま

す
。

１
工
事
は
、
提
出
す
る
事
業
年
度
の
期
間
分
を
書
き
ま
す
。
（保
守
点
検
や
維
持
管
理
業
務

（
例
：
樹
木
の
剪
定
）な
ど
、
役
務
の
提
供
に
あ
た
る
業
務
は
工
事
に
は
該
当
し
ま
せ
ん
）

２
１
件
の
請
負
契
約
を
分
割
し
て
、
複
数
の
建
設
工
事
の
経
歴
と

す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

３
工
事
実
績
が
な
い
場
合
は
、
「該
当
工
事
な
し
」
と
書
き
ま
す
。

該
当
す
る
方
に
○
を
し
ま
す
。

請
負
代
金
の
額
を
千
円
単
位
（端
数

切
捨
）で
書
き
ま
す
。

な
お
、
変
更
契
約
が
あ
る
場
合
は
、

変
更
後
の
金
額
を
書
き
ま
す
。

千
円

千
円

合
計
の
金
額
は
、
Ｐ
１
３
４
の
「直
前
３
年
の
各
事
業
年
度
に

お
け
る
施
工
金
額
（様
式
第
３
号
）」
の
合
計
金
額
と
そ
れ
ぞ
れ

一
致
し
ま
す
。

左
欄
の
着
工
年
月
は
、
実
際
に
工
事
に
着
手
し
た
年
月
を
、

右
欄
の
完
成
年
月
は
、
実
際
に
完
成
し
引
き
渡
し
た
年
月
を
、

当
該
工
事
が
未
完
成
で
あ
る
場
合
は
、
完
成
予
定
の
年
月
を
記
入
し
ま
す
。

③
主
な
未
成
工
事
に
つ
い
て
、
請

負
金
額
の
大
き
い
順
に
記
載
し
ま

す
。

特
定
建
設
業
の
許
可
を
有
す
る

元
請
業
者
が
、
総
額
で
5,
0
00
万

円
（建
築
一
式
は
8,
00
0
万
円
）

以
上
の
下
請
契
約
を
締
結
し
た

場
合
の
み
該
当
し
ま
す
。

【記
載
方
法
】

①
元
請
工
事
、
下
請
工
事
に
か
か
わ
ら
ず
請
負
金
額
の
大
き
い
順
に
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

②
概
ね
、
１
ペ
ー
ジ
に
収
ま
る
程
度
に
工
事
を
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

③
②
に
続
け
て
主
な
未
成
工
事
を
記
載
し
ま
す
。

在
籍
出
向
者
又
は
派
遣
社
員
を
主
任
技

術
者
等
と
し
て
配
置
す
る
こ
と
が
で
き
ま

せ
ん
の
で
注
意
し
て
く
だ
さ
い
。

未
成
工
事
及
び
そ
の
他
工
事
に
つ
い
て

は
記
載
不
要
で
す
。

請
け
負
っ
た
工
事
の
内
容
が
分
か
る
よ
う

に
具
体
的
な
工
事
の
名
称
を
請
負
契
約
書

の
工
事
名
等
に
よ
り
記
載
す
る
。

「
注
文
者
」と
「工
事
名
」
の
記
入
に
あ
た
っ

て
は
、
個
人
名
が
特
定
さ
れ
な
い
よ
う
に
注

意
し
て
く
だ
さ
い
。

①
元
請
、
下
請
に
か
か
わ
ら
ず
、
請
負

金
額
の
大
き
い
順
に
記
載
し
て
く
だ
さ

い
。

②
概
ね
、
１
ペ
ー
ジ
に
収
ま
る
程
度
に

記
載
し
て
く
だ
さ
い
。

三
重
県
○
○
郡
△
△
町
の
場
合
は
、

「三
重
県
△
△
町
」と
記
載
く
だ
さ
い
。

こ
の
ペ
ー
ジ
に
記
載
し
た
完
成
工
事

の
合
計
件
数
、
金
額
を
記
載
し
ま
す
。

上
に
記
載
さ
れ
て
い
な
い
工
事
も
含
め
て
、
全
て
の
完
成
工
事
の
合
計

件
数
、
金
額
を
記
載
し
ま
す
。
（用
紙
が
複
数
枚
に
わ
た
る
と
き
は
、
最

終
ペ
ー
ジ
に
の
み
記
載
し
て
く
だ
さ
い
。
）
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（用紙Ａ４）

直前３年の各事業年度における工事施工金額

記載要領

  １　この表には、申請又は届出をする日の直前３年の各事業年度に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。

  ２　「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。

  ４　記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。

  ７　当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「０」と記載すること。

平成

第

許可に係る建設工事の施工金額

様式第三号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

  ６　「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が５業種以上にわたるため、用紙が２枚以上になる場
      合は、「その他の建設工事の施工金額」及び「合計」の欄は、最終ページにのみ記載すること。

  ３　「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載し、「その他の建設工事
      の施工金額」の欄は、許可を受けていない建設工事について記載すること。

    　ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円単位をもつて表示する
      ことができる。この場合、「（単位：千円）」とあるのは「（単位：百万円）」として記載すること。

  ５　「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法（昭和40年法律第34号）別表第一に掲げる公共法人（地方公共団体を
      除く。）及び第18条に規定する法人が注文者である施設又は工作物に関する建設工事の合計額を記載すること。

29

平成 1

期 398,556 2,400

年 日から

（税込・税抜／単位：千円）

注　文　者
の　区　分

事　業　年　度

元
請

公　共

工事

その他の建
設工事の施
工金額

63,355 4,285 5,655 0

土木
一式

工事
建築
一式

合　　計
とび・土工・
コンクリート 工事 舗装 工事

2,380

30 日まで

0 512,859

85,23229

下　 請

計30 年 0 978,986

0

11 月

12 月 民　間 158,527

272,000

378,945

0 35,600

109,523

0 307,600

483,788 101,355 6,665 387,178

公　共 358,507 5,200 0

45,200 1,699民　間 55,264

第 30 期 元
請

15,238 0

平成 30 年 12 102,163

下　 請 0 55,623 1,211 176,190 0 233,024

令和 元 年 11 月 30

月

0

0 0

413,771 106,023日まで 計

1 日から

第 31 期 元
請

公　共 920

12 月 1

267,083 0

714,132

186,500 0 454,503

2,910 191,428

114,669

下　 請 0 29,250 1,912 230,500 0 261,662

民　間 45,489

令和 2 年 11

0

98,150

日から令和 元 年 068,900 280

3,112 417,000月 30 日まで 計 312,572 0 830,834

第 期 元
請

公　共

平成 年 月 日から

下　 請

民　間

平成 年 月 日まで 計

第 期 元
請

公　共

平成 年 月 日から

下　 請

民　間

令和 年 月 日まで 計

第 期 元
請

公　共

日から 民　間令和 年 月

下　 請

月 日まで 計令和 年

許可を受けていない
業種に係る建設工事

の額を書きます。
(製造・販売・雇傭

・委任等の兼業売
上は除く。）

該当するもの
に○を付ける

通常は、損益計算書の

完成工事高と一致します。

工事経歴書（様式第二号）

の合計欄と一致します。

申請時の直前３年間を、
１年毎に３年分書きます。
決算期を変更した場合は、
３年分となるように注意してく
ださい。
個人の事業年度は１月１日か
ら１２月３１日までです。
（期は、記入しません。）

実績がない場合でも

「０」と書きます。

（例１） 通常の許可申請の場合

業種が５業種以上ある場合は、用紙が２枚以上にな
ります。その際、「その他の建設工事の施工金額」
及び「合計」は最終ページのみに記載してください。

それぞれの項目については、千円単位(端数切捨)で
表示します。｢計｣｢合計｣欄については、円単位で合
計した後、千円単位(端数切捨)で表示します。
つまり、千円単位で表示されたものを合計するもの
ではありませんので、「計」と「合計」が一致しな
くても差し支えありません。

許可を受けようとする（既に

受けている）建設工事の種類

をすべて書きます。

元請負とは施主から直接受注したも
のをいいます。
その中で施主が官公庁、公共法人等
の場合は公共に（下記記載要領
「５」参照）、それ以外のものは民
間として書きます。

業種追加申請の場合は、追加する業種は「その他の
建設工事の施工金額」欄ではなく、その業種追加の
業種として新たに項目を追加して記載してください。
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（用紙Ａ４）

直前３年の各事業年度における工事施工金額

（税込）

（税込）

（税抜）

記載要領

  １　この表には、申請又は届出をする日の直前３年の各事業年度に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。

  ２　「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。

  ４　記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。

  ７　当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「０」と記載すること。

（税込・税抜／単位：千円）

事　業　年　度
注　文　者
の　区　分

認可に係る建設工事の施工金額 その他の建
設工事の施
工金額

合　　計建築
一式 工事 大工 工事

期 元
請

公　共 0

1 日から 民　間 1,575

とび・土工・
コンクリート 工事 工事

0 546

平成 29 年 12 月

第 29

0 892

0 546

0 2,467

下　 請 0 420 7,980 0 8,400

月 30 日まで 計 0 11,4139,418平成 30 年 11 1,575 420

第 30 期 元
請

公　共 2,940

1 日から

0 0 0 2,940

平成 30 年 12 月 0 315 0 2,310

下　 請 0 0 6,300 0 6,300

民　間 1,995

月 30 日まで 計 0 11,550令和 元 年 11 4,935 0 6,615

第 31 期 元
請

公　共 0 0 1,142 0 1,142

令和 元 年 12 月 1 日から 0 3,809 0 7,428

下　 請 0 4,285 4,222 0 8,507

民　間 3,619

月 30 日まで 計 0 17,077令和 2 年 11 3,619 4,285 9,173

第 期 元
請

公　共

平成 年 月 日から

下　 請

民　間

月 日まで 計平成 年

第 期 元
請

公　共

平成 年 月 日から

下　 請

民　間

月 日まで 計平成 年

第 期 元
請

公　共

令和 年 月 日から

下　 請

令和

民　間

年 月

様式第三号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

日まで 計

  ５　「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法（昭和40年法律第34号）別表第一に掲げる公共法人（地方公共団体を
      除く。）及び第18条に規定する法人が注文者である施設又は工作物に関する建設工事の合計額を記載すること。

  ６　「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が５業種以上にわたるため、用紙が２枚以上になる場
      合は、「その他の建設工事の施工金額」及び「合計」の欄は、最終ページにのみ記載すること。

  ３　「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載し、「その他の建設工事
      の施工金額」の欄は、許可を受けていない建設工事について記載すること。

    　ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円単位をもつて表示する
      ことができる。この場合、「（単位：千円）」とあるのは「（単位：百万円）」として記載すること。

（例２） 直前３年の間で、課税事業者に該当する決算
期と免税事業者に該当する決算期がある場合

申請時の直前３年間を１年毎
に３年分書きます。
決算期を変更した場合は、３
年分となるように注意してく
ださい。
個人の事業年度は１月１日か
ら１２月３１日までです。
（期は、記入しません。）

工事経歴書（様式第二号）

の合計欄と一致します。

実績がない場合でも

「０」と書きます。

通常は、損益計算書

の完成工事高と一致

します。

決算期ごとに括弧
書きで税込、税抜
を追加記載してく
ださい。

許可を受けていない

業種に係る建設工事

の額を書きます。
(製造・販売・雇傭・委任
等の兼業売上は除く。）

両方に○を
付ける

許可を受けようとする（既
に受けている）建設工事の
種類をすべて書きます。

それぞれの項目については、千円単位(端数切捨)で
表示します。｢計｣｢合計｣欄については、円単位で合
計した後、千円単位(端数切捨)で表示します。
つまり、千円単位で表示されたものを合計するもの
ではありませんので、「計」と「合計」が一致しな
くても差し支えありません。

業種が５業種以上ある場合は、用紙が２枚以上にな
ります。その際、「その他の建設工事の施工金額」
及び「合計」は最終ページのみに記載してください。

元請負とは施主から直接受注したも
のをいいます。
その中で施主が官公庁、公共法人等
の場合は公共に（下記記載要領
「５」参照）、それ以外のものは民
間として書きます。
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様式第三号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係） （用紙Ａ４）

直前３年の各事業年度における工事施工金額

記載要領

  １　この表には、申請又は届出をする日の直前３年の各事業年度に完成した建設工事の請負代金の額を記載すること。

  ２　「税込・税抜」については、該当するものに丸を付すこと。

  ４　記載すべき金額は、千円単位をもつて表示すること。

  ７　当該工事に係る実績が無い場合においては、欄に「０」と記載すること。

日まで 計

  ５　「公共」の欄は、国、地方公共団体、法人税法（昭和40年法律第34号）別表第一に掲げる公共法人（地方公共団体を
      除く。）及び第18条に規定する法人が注文者である施設又は工作物に関する建設工事の合計額を記載すること。

  ６　「許可に係る建設工事の施工金額」に記載する建設工事の種類が５業種以上にわたるため、用紙が２枚以上になる場
      合は、「その他の建設工事の施工金額」及び「合計」の欄は、最終ページにのみ記載すること。

  ３　「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載し、「その他の建設工事
      の施工金額」の欄は、許可を受けていない建設工事について記載すること。

    　ただし、会社法（平成17年法律第86号）第２条第６号に規定する大会社にあつては、百万円単位をもつて表示する
      ことができる。この場合、「（単位：千円）」とあるのは「（単位：百万円）」として記載すること。

令和

民　間

年 月

下　 請

令和 年 月 日から

第 期 元
請

公　共

令和 年

民　間

月 日まで 計

下　 請

令和 年 月 日から

第 期 元
請

公　共

令和 年

民　間

月 日まで 計

下　 請

令和 年 月 日から

第 期 元
請

公　共

令和 年

民　間

月 日まで 計

下　 請

令和 年 月 日から

第 期 元
請

公　共

令和 年

民　間

月 日まで 計

下　 請

令和 年 月

第 期 元
請

公　共

日から

令和 年 月 日まで 計

下　 請

令和 年 月

第

工事 工事

期 元
請

公　共

日から 民　間

（税込・税抜／単位：千円）

事　業　年　度
注　文　者
の　区　分

認可に係る建設工事の施工金額 その他の建
設工事の施
工金額

合　　計
工事 工事

（例３） 法人設立又は事業開始してから一度も決算を迎え
ていない場合等（決算未到来、決算未確定の場合）

該当するもの
に○を付ける

法人設立又は事業開始してから一度も決
算を迎えていない場合、余白に「決算未
到来」と記入してください。

また、第１期目の決算期は到来している
ものの決算が確定していない場合は「決
算未確定」と記入してください。

決算未到来
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●経営事項審査を申請される方の工事経歴書の記載について（補足説明） 

事例１）元請工事で７割、全体工事で７割を超える場合 

＜とび・土工・コンクリート工事＞（単位：千円）（税抜：課税事業者） 

 

年間完成工事  工事経歴書に記

載する工事 元請工事 下請工事 

元① 90,000 

元② 42,000 

元③ 24,000 

元④ 12,000 

元⑤ 9,000 

元⑥ 6,000 

元⑦ 3,500 

下① 52,000 

下② 45,000 

下③ 27,500 

下④ 22,000 

下⑤ 16,500 

下⑥ 14,000 

下⑦ 11,000  

下⑧ 10,000 

下⑨ 8,500 

下⑩ 7,000 

下⑪ 4,500 

下⑫ 3,800 

下⑬ 2,800 

下⑭ 2,300 

下⑮ 2,000 

元① 90,000 

元② 42,000 

下① 52,000 

下② 45,000 

下③ 27,500 

元③ 24,000 

下④ 22,000 

 

小計 186,500 小計 228,900  

 合計 415,400  

 

元 請 の 7 割 

130,550 

全 体 の 7 割 

290,780 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元請工事の 7 割（この場合 130,550 千円）を超

えるまで記載する。 

元請工事の残りの部分と下請工事について、全

体の 7 割（この場合 290,780 千円）を超えるま

で記載する。 
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事例２）元請工事で軽微な工事が 10 件に達した場合 

＜とび・土工・コンクリート工事＞（単位：千円） 

年間完成工事  工事経歴書に記

載する工事 元請工事 下請工事 

元① 1,590 

元② 1,580 

元③ 1,570 

元④ 1,560 

元⑤ 1,550 

元⑥ 1,540 

元⑦ 1,530 

元⑧ 1,520 

元⑨ 1,510 

元⑩ 1,500 

元⑪ 1,490 

元⑫ 1,480 

元⑬ 1,470 

元⑭ 1,460 

元⑮ 1,450 

下① 10,000 

下② 6,000 

下③ 4,500 

下④ 4,000 

下⑤ 3,500 

下⑥ 3,000 

下⑦ 2,500 

下⑧ 2,000 

下⑨ 1,500 

 

元① 1,590 

元② 1,580 

元③ 1,570 

元④ 1,560 

元⑤ 1,550 

元⑥ 1,540 

元⑦ 1,530 

元⑧ 1,520 

元⑨ 1,510 

元⑩ 1,500 

下① 10,000 

下② 6,000 

 

小計 22,800 小計 37,000  

 合計 59,800  

 

元 請 の 7 割 

15,960 

全体の 7 割  

41,860 

 

     ・・・ 工事経歴書に記載する軽微な工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元請工事の 7 割（この場合 15,960 千円）を超

えるまで記載する。 

ただし、この場合、元請工事は全て軽微な工事

であるため、10 件まで記載すればよい。 

元請工事の残りの部分と下請工事について、全

体の 7 割（この場合 41,860 千円）を超えるま

で記載する。 

ただし、この場合、上段で軽微な工事を 10 件

記載しているので、下段で軽微な工事を記載す

る必要はない。 

※元請工事において、軽微な工事の記載が 10 

件に達しても、下請工事で 500 万円以上（建

築一式工事 1,500 万円以上）の下請工事がある

場合は記載が必要。 
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例３）全体で軽微な工事が 10 件に達した場合 

＜とび・土工・コンクリート工事＞（単位：千円） 

年間完成工事  工事経歴書に記

載する工事 元請工事 下請工事 

元① 15,000 

元② 10,000 

元③ 9,500 

元④ 9,000 

元⑤ 4,500 

元⑥ 3,900 

元⑦ 3,800 

元⑧ 3,300 

元⑨ 3,200 

元⑩ 3,100 

元⑪ 3,000 

元⑫ 2,900 

元⑬ 2,800 

元⑭ 2,700 

元⑮ 2,600 

下① 5,100 

下② 3,600 

下③ 3,500 

下④ 3,400 

下⑤ 3,300 

下⑥ 3,150 

下⑦ 3,100 

下⑧ 3,000 

下⑨ 2,900 

下⑩ 2,800 

下⑪ 2,700 

下⑫ 2,600 

下⑬ 2,500 

下⑭ 2,400 

下⑮ 2,300 

下⑯ 2,200 

下⑰ 2,100 

下⑱ 2,000 

下⑲ 1,900 

下⑳ 1,800 

元① 15,000 

元② 10,000 

元③ 9,500 

元④ 9,000 

元⑤ 4,500 

元⑥ 3,900 

元⑦ 3,800 

下① 5,100 

下② 3,600 

下③ 3,500 

下④ 3,400 

元⑧ 3,300 

下⑤ 3,300 

元⑨ 3,200 

下⑥ 3,150 

 

小計 79,300 小計 56,350  

 合計 135,650  

 

元請の 7 割  

55,510 

全体の 7 割  

94,955 

 

     ・・・ 工事経歴書に記載する軽微な工事 

 

元請工事の 7 割（この場合 55,510 千円）を超

えるまで記載する。 

 

元請工事の残りの部分と下請工事について、全

体の 7 割（この場合 94,955 千円）を超えるま

で記載する。 

ただし、この場合、上段で軽微な工事を 3 件記

載しているので、下段では軽微な工事は 7 件

（＝10 件－3 件）まで記載すればよい。 
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●毎事業年度（決算期）終了時の工事経歴書への計上に係る留意事項 

１ 税込、税抜の選択について  

経営事項審査を申請する場合、工事経歴書については、必ず免税業者は税込、課税業者は

税抜で記載してください。 

また、課税事業者は、財務諸表も消費税抜方式により作成してください。  

２ 完成工事高の計上について  

建設工事の種類は、建設業法第２条別表において、29業種が定められています。 

また、その具体的な内容・例示については、建設省告示「建設業法第２条第１項の別表の

上欄に掲げる建設工事の内容」及び国土交通省通知「建設業許可事務ガイドラインについて」

に示されています。完成工事高の分類は、これらに基づき行ってください。  

なお、剪定、検査、調査、点検、部品交換、清掃等は、建設工事に該当しないため、完成

工事高に計上することはできません。 

誤って計上した場合は、売り上げを完成工事高から除き、兼業売上高への訂正が必要とな

り、決算変更届の修正をする必要があります。 

３ 個人との請負契約について  

個人との請負契約を記載する場合は、「注文者」の記入にあたっては、個人名が特定され

ないように注意してください。フルネームが記載されている場合、修正したものの提出を求

めます。 

４ 工事進行基準での記載について  

工事進行基準の適用により請負代金の一部を当該事業年度の完成工事高に計上した工事

にあっては、金額は二段書きとし、全体の請負額を下段に、完成工事高計上額を括弧書きで

上段に記載します。 

例） (65,000)←工事進行基準による額  

88,000←全体の契約額 

 工事進行基準の適用により請負代金の一部を完成工事高に計上した工事にあっては、契

約全体の工期について記載します。 

 

なお、工事進行基準を適用している場合で、工事全体の金額が 500 万円以上の場合は、

当該事業年度の金額が 500 万円未満であっても、軽微な工事の件数には含みませんのでご

注意ください。 
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（用紙Ａ４）

令和○○年△△月□□日

建設業法第７条第２号
イ、ロ若しくはハ又は
同法第15条第２号イ若
しくはハに該当する者

その他の技術関係使用人

合　　　計 ７　人 １　人 ３　人 １１　人

２　人 ０　人 １　人

様式第四号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

使　　用　　人　　数

営 業 所 の 名 称

技　術　関　係　使　用　人

事務関係使用人 合　　　計

３　人

本　社 ５　人 １　人 ２　人 ８　人

伊賀営業所

記載要領
  １　この表には、法第５条の規定（法第17条において準用する場合を含む。）に基づく許可の申請の場合
　　は、当該申請をする日、法第11条第３項（法第17条において準用する場合を含む。）の規定に基づく届
　　出の場合は、当該事業年度の終了の日において建設業に従事している使用人数を、法第17条の２の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割をした後に、法第17条の３の規定
　　に基づく認可の申請の場合は、相続の認可を受けた後に建設業に従事する予定である使用人数を、営業
    所ごとに記載すること。
  ２　「使用人」は、役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用された者（申請者が法人の
　　場合は常勤の役員を、個人の場合はその事業主を含む。）をいう。
  ３　「その他の技術関係使用人」の欄は、法第７条第２号イ、ロ若しくはハ又は法第15条第２号イ若しく
　　はハに該当する者ではないが、技術関係の業務に従事している者の数を記載すること。

全ての営業所（主たる
営業所及びその他の営
業所）を書きます。
様式第１号別紙二に記
載した順に記載してくだ
さい。
兼業のみを営業してい
る支店は記載する必要
はありません。

許可申請の場合は、申請日における建設業に従事している使用人
の数を、変更届の場合は、事業年度終了の日（決算日）における
建設業に従事している使用人の数を書きます。

建設業許可における
営業所技術者等の
要件を有していない
技術関係の使用人
の数を書きます。

建設業に従事する

事務関係の使用人

の数を書きます。

○建設業に従事している使用人の数を記入します。
・役員又は個人事業主の方も含めた使用人の数を書
いてください。（法人の監査役は除く）

・兼業部門に従事する方は除きます。
・日々雇用等雇用期間が限定されている方は除きます。

建設業許可における営
業所技術者等となり得
る要件を有している技
術関係の使用人の数
を書きます。
（建設業許可とは直接
関係ないものの、営業
所技術者等になり得る
要件を有している人も
こちらに記載してくださ
い。）

技術関係使用人及び事務関係使用
人のいずれにも該当する方は、主
となる方に記載してください。
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様式第六号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

殿

記載要領

　「 　「

、 、 　については不要なものを消すこと

　　　   　　   」 」

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

            　　、                の役員等及び建設業法施行令第３条に規定する使

用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等は、建設業法第８条各号（同法第17条にお
いて準用される場合を含む。）に規定されている欠格要件に該当しないことを誓約しま
す。

令和○○年△△月□□日

　　　　　　　　　　　　

地方整備局長

北海道開発局長

三重県知事

申請者、申請者の役員等及び令第３条に規定する使用人並びに

法定代理人及び法定代理人の役員等が建設業法第８条各号に該

当しないという誓約書であるため、P39（五）②の欠格事由

に該当する項目がないか確認してください。

申 請 者
譲 受 人

合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者 三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
譲 受 人 エム・アイ・イー土木株式会社
合併存続法人 代表取締役 三重太郎
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

地方整備局長

北海道開発局長

知事

不要の文字を消します。

不要の文字を消します。
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〇常勤役員等証明書（様式第７号）における場合分け 

 申請者 証明者 関係 
期間確認の書

類 

建設業の経営業務管

理経験（常勤） 

建設業法施

行規則第７

条第１号 

記載例 

例１ 法人 法人 役員 法人登記簿 
法人役員で 5年以上 イ（１） 

該当 

Ｐ１４４ 

例２ 個人 個人 本人 確定申告 
個人事業主で 5 年以

上 

イ（１） 

該当 

Ｐ１４５ 

 

 

例３ 

 

 

個人 

 

法人 元役員 
年数に応じ法

人登記簿 

 

法人役員後、個人事

業主での経験を合算

して 5 年以上（証明

期間より証明書は２

枚に分かれる。） 

イ（１） 

該当 

Ｐ１４６ 

個人 本人 
年数に応じ 

確定申告 

イ（１） 

該当 

Ｐ１４７ 

例４ 法人 法人 役員 
年数に応じ 

確定申告＋ 

法人登記簿 

個人事業主後に法人

成り。法人役員経験

と合算して 5 年以上

（証明書は１枚で

可、備考欄に法人成

り記載要） 

イ（１） 

該当 

Ｐ１４８ 

例５ 個人 元事業主 
元事業

主補佐 

確定申告（元

事業主） 

事業主補佐で 6 年以

上 

 

イ（３） 

該当 

Ｐ１４９ 

 

 

〇常勤役員等及び補佐する者の証明書（様式第７号の２）における場合分け 

 申請者 証明者 関係 
期間確認の書類 建設業の経営業

務管理経験（常

勤） 

建設業法施

行規則第７

条第１号 

記載例 

例６ 法人 法人 役員 法人登記簿 
法人役員（自社）

で建設業に関し、

2年以上の経験及

び、役員に次ぐ職

制上の立場で建

設業に関し、3年

以上の経験によ

る 

ロ（１） 

該当 

Ｐ１５１ 

例７ 法人 法人 役員 
法人登記簿 

（以前の会社と

自社） 

法人役員（以前の

会社と自社）で 5

年以上の経験か

つ建設業に関し 2

年以上の経験に

よる 

ロ（２） 

該当 

Ｐ１５３ 

Ｐ１５４ 

 法人 法人 
役員等 

を補佐

する者 

（＊） 

・組織図 

・期間中での業務 

にかかる稟議 

書等 

建設業に関する

財務管理、労務管

理、業務運営は兼

務により、各 5年

以上 

  

 － 

Ｐ１５５ 

Ｐ１５６ 

Ｐ１５７ 

 

＊役員等を直接補佐する者の要件については、例６と例７で共通。 

 

○上記のほか、経営業務の管理責任者等を変更する場合の記載例については、Ｐ１５９を 

参照ください。 
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

代　表　取　締　役

平成 ２２年 ７月 から　令和 ２年 １２月 まで　満 １０ 年 ５月

の常勤の役員
（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　常勤役員等の略歴については、別紙による。

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

経 験 年 数

役 職 名 等

０ ０

証明者

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社
      代表取締役　三重太郎

０ ０

令和○○年△△月□□日

役　員

備 考

北海道開発局長
地方整備局長

令和○○年△△月□□日

申請者 エム・アイ・イー土木株式会社

本 人
の 支 配 人

(1)
(2)
(3)

       代表取締役　三重太郎届出者

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

1

3

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

コード
知事

三重県　知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

項 番

７

10 11 13 15

変 更 又 は 追
加 の 年 月 日

3 5

令和　　　年　　　月　　　日

大臣

許可
国土交通大臣

許 可 番 号 １ ８ 第（
般

－ ） 令和 年号

１ ９

日
知事 特

月

3

ミ エ

氏 名 ２ ０

3

氏 名 の フ リ ガ ナ

5 10

三 重 太 郎 22 4 年 0生 年 月 日 S

13 14 16 18

4 月 1

氏 名 ２ １

記

16 1813 14

住 所

3 5 10

日

日生 年 月 日 月年

津市広明町１３番地

例１ 法人の役員で経験がある場合

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人

の代表者、個人の場合は当該本人）の証明が必要です。

なお、使用者がいない場合には被証明者と同等以上の役職にある者

又は役職にあった者の証明が必要です。また、証明者が複数になる

場合は、証明者別に作成してください。

なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人

の解散等）があり、やむを得ず自己証明をする者については、

「備考」欄にその理由を記載してください。

許可申請者と常勤役員等との関係

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

新規申請は「１」、更新申請は

「３」を記入します。

業種追加申請等で従前の経営業務

の管理責任者に変更がない場合も

「３」を記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

申請の区分「１」新規
「３」更新その他
の場合は記入不要です｡

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

現住所を書きます。

太枠内が常勤役員等（経営業務の管理責任者等）として証明される者です。

該当しないものを消します｡

原則、片端落しで計算してください。
新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

経験時の役職名を書きます｡

経営業務管理１名のみ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

事　業　主

平成 ２４年 １月 から　令和 ２年 ４月 まで　満 ８ 年 ３ 月

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
常勤役員等の略歴については、別紙による。

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

経 験 年 数

役 職 名 等

０ ０ ０ ０

津市広明町１３番地

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
申請者 三重土木工業

　     三重太郎届出者

1

3

備 考

令和○○年△△月□□日

本　人

証明者

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　三重土木工業
    　三重太郎

地方整備局長

令和○○年△△月□□日

の常勤の役員
本 人
の 支 配 人

(1)
(2)
(3)

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

北海道開発局長

コード
知事

三重県　知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

項 番

７

10 11 13 15

変 更 又 は 追
加 の 年 月 日

3 5

令和　　　年　　　月　　　日

大臣

許可
国土交通大臣

許 可 番 号 １ ８ 第（
般

－ ） 年号 日
知事 特

月令和

氏 名 ２ ０

氏 名 の フ リ ガ ナ １ ９

3

ミ エ

三 重
3

太 郎
13 18

4 月 12 4 年

14 16

生 年 月 日 S

5 10

２ １

3

記

16 1813 1410

住 所

氏 名

日

年

20

5

日生 年 月 日 月

経験時の役職名を書きます｡

証明者の立場から見た被証明者との関
係を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人

個人の場合は当該本人）の証明が必要です。なお、使用者がいな

い場合には被証明者と同等以上の役職にある者又は役職にあった

者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証明者

別に作成してください。

なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人

の解散等）があり、やむを得ず自己証明をする者については、

「備考」欄にその理由を記載してください。

許可申請者と常勤役

員等との関係

新規申請は「１」、更新申請「３」
を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業

務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

申請の区分「１」新規

「３」更新その他

の場合は記入不要です｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

例２ 個人事業主の場合

現住所を書きます。

太枠内が常勤役員等（経営業務の管理責任者等）として証明される者です。

該当しないものを消します｡

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。

原則、片端落しで計算してください。
新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

　取　締　役

平成 ２５年 ９月 から　平成 ２７年 １０月 まで　満 ２ 年 １ 月

の常勤の役員
（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
常勤役員等の略歴については、別紙による。

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

経 験 年 数

役 職 名 等

０ ０ ０ ０

津市広明町１３番地

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

備 考

令和○○年△△月□□日

元　役　員

証明者

　　　三重県松阪市高町１３８番
　　　三重松阪建設株式会社
      代表取締役　高町一郎

地方整備局長

本 人
の 支 配 人

令和○○年△△月□□日

(1)
(2)
(3)

申請者 三重土木工業
　     三重太郎届出者

1

3

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

北海道開発局長

三重県　知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

項 番

７

13 15

変 更 又 は 追
加 の 年 月 日

3 5

令和　　　年　　　月　　　日

大臣 コード
知事

許 可 番 号 １ ８

10 11

（
般

－ ）許可
国土交通大臣

号 年第

１ ９

3

ミ エ
3

日
知事 特

令和 月

２ ０ 太 郎
13

記

1

氏 名 の フ リ ガ ナ

4

5 10

三 重

生 年 月 日

氏 名

18

2生 年 月 日 S 2

氏 名 ２ １

13 14

住 所

3 5 10

年

14 16

4年

16

0

月 日

日

18

月

証明者の立場から見た被証明者との関
係を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人

個人の場合は当該本人）の証明が必要です。なお、使用者がいな

い場合には被証明者と同等以上の役職にある者又は役職にあった

者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証明者

別に作成してください。

なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人

の解散等）があり、やむを得ず自己証明をする者については、

「備考」欄にその理由を記載してください。

許可申請者と経営業務
の管理責任者との関係

新規申請は「１」、更新申請は「３」

を記入します。

業種追加申請等で従前の経営業

務の管理責任者に変更がない場合

も「３」を記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

申請の区分「１」新規

「３」更新その他

の場合は記入不要です｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

例３-１ 法人の役員をした後、個人事業主をしている場合
(例３-２と合わせることで、要件を満たすことになります）

現住所を書きます。

太枠内が常勤役員等（経営業務の管理責任者等）として証明される者です。

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

経験時の役職名を書きます｡ 原則、片端落しで計算してください。
新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

該当しないものを消します｡

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

事　業　主

平成 ２９年 ７月 から 令和 ２年１２月 まで　満 ３ 年 ５ 月

の常勤の役員
（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
常勤役員等の略歴については、別紙による。

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

経 験 年 数

役 職 名 等

０ ０ ０ ０

津市広明町１３番地

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
申請者 三重土木工業

　     三重太郎届出者

令和○○年△△月□□日

備 考

令和○○年△△月□□日

本　人

証明者

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　三重土木工業
    　三重太郎

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

北海道開発局長

1

3

地方整備局長

本 人
の 支 配 人

(1)
(2)
(3)

コード
知事

三重県　知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

項 番

７

10 11 13 15

変 更 又 は 追
加 の 年 月 日

3 5

令和　　　年　　　月　　　日

大臣

許可
国土交通大臣

許 可 番 号 １ ８ 第（
般

－ ） 年号 日
知事 特

月令和

氏 名 ２ ０

氏 名 の フ リ ガ ナ １ ９

3

ミ エ

三 重
3

生 年 月 日 S

5 10

太 郎
13 14 16 18

4 月 12 4 年 20

氏 名 ２ １

記

16 1813 14

住 所

3 5 10

日

年 日生 年 月 日 月

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人

個人の場合は当該本人）の証明が必要です。なお、使用者がいな

い場合には被証明者と同等以上の役職にある者又は役職にあった

者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証明者

別に作成してください。

なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人

の解散等）があり、やむを得ず自己証明をする者については、

「備考」欄にその理由を記載してください。

許可申請者と常勤

役員等との関係

新規申請は「１」、更新申請は

「３」を記入します。

業種追加申請等で従前の経営業

務の管理責任者に変更がない場合

も「３」を記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

申請の区分「１」新規

「３」更新その他

の場合は記入不要です｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

例３-２ 法人の役員をした後、個人事業主をしている場合

現住所を書きます。

太枠内が常勤役員等（経営業務の管理責任者等）として証明される者です。

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

原則、片端落しで計算してください。
新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

経験時の役職名を書きます｡

該当しないものを消します｡

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

事業主、代表取締役

平成 ２３年 １０月 から　令和 ２年　１２月 まで　満 ９年 ３月

 平成２３年１０月１日から平成２５年８月３１日まで三重鈴鹿建設
の事業主、平成２５年９月１日から三重鈴鹿建設株式会社を設立し、
代表取締役として現在に至る。

の常勤の役員
(
1

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
常勤役員等の略歴については、別紙による。

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

経 験 年 数

役 職 名 等

０ ０ ０ ０

備 考

三重県鈴鹿市西条５丁目１１７

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

令和○○年△△月□□日

役　員

証明者

　　　三重県鈴鹿市西条５丁目１１７
　　　三重鈴鹿建設株式会社
      代表取締役　三重太郎

地方整備局長

令和○○年△△月□□日

本 人
(1)
(2)
(3)

申請者 三重鈴鹿建設株式会社
       代表取締役　三重太郎届出者

の 支 配 人

北海道開発局長

コード
知事

三重県　知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

項 番

７

変 更 又 は 追

10 11 13

1

3

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

15

加 の 年 月 日

3 5

令和　　　年　　　月　　　日

大臣

許可
国土交通大臣

許 可 番 号 １ ８ 第（
般

－ ） 令和 年号

１ ９

日
知事 特

月

3

ミ エ

氏 名 ２ ０

3

氏 名 の フ リ ガ ナ

5 10

三 重 太 郎 22 4 年 0 4 月 1生 年 月 日 S

13 14 16 18

氏 名 ２ １

津市広明町１３番地

記

16 1813 14

住 所

3 5 10

日

日生 年 月 日 月年

証明者の立場から見た被証明者との関係を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人
個人の場合は当該本人）の証明が必要です。なお、使用者がいな
い場合には被証明者と同等以上の役職にある者又は役職にあった
者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証明者
別に作成してください。
なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人
の解散等）があり、やむを得ず自己証明をする者については、
「備考」欄にその理由を記載してください。

許可申請者と経営業務
の管理責任者との関係

新規申請は「１」、更新申請は
「３」を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業
務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

申請の区分「１」新規

「３」更新その他

の場合は記入不要です｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

例４ 個人事業主後、法人成をした場合

現住所を書きます。

太枠内が常勤役員等（経営業務の管理責任者等）として証明される者です。

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

経験時の役職名を書きます｡
原則、片端落しで計算してください。
※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。

新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

該当しないものを消します｡

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

事業主補佐　

平成 ２３年 １０月 から　令和 ２年 １２月 まで　満 ９年３月

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
常勤役員等の略歴については、別紙による。

16

14 16

13 14

13 18

4 日

日生 年 月 日 月年

18

住 所

3 5 10

津市広明町１３番地

氏 名 ２ １

生 年 月 日 S

5

24 6 年 0 月 1

10

三 重 太 郎２ ０

3

氏 名 の フ リ ガ ナ １ ９

氏 名

日
知事 特

月号 令和

3

ミ エ

記

８ 年（
般

－ ） 第許可
国土交通大臣

加 の 年 月 日

3 5

令和　　　年　　　月　　　日

大臣

許 可 番 号 １

10 11 13 15

北海道開発局長

コード
知事

三重県　知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

項 番

７

変 更 又 は 追

　     三重太郎届出者

1

3

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

申請者 三重県組

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　三重県組
      元事業主　三重一郎

の常勤の役員
本 人

(1)
(2)
(3)

０ ０ ０

地方整備局長

令和○○年△△月□□日

備 考

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

証明者

令和○○年△△月□□日

の 支 配 人

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

元事業主補佐

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

経 験 年 数

役 職 名 等

０

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人

個人の場合は当該本人）の証明が必要です。なお、使用者がいな

い場合には被証明者と同等以上の役職にある者又は役職にあった

者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証明者

別に作成してください。

なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人

の解散等）があり、やむを得ず自己証明をする者については、

「備考」欄にその理由を記載してください。

許可申請者と経営業務
の管理責任者との関係

新規申請は「１」、更新申請は
「３」を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業
務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

申請の区分「１」新規

「３」更新その他

の場合は記入不要です｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

例５ 事業承継の場合

現住所を書きます。

太枠内が常勤役員等（経営業務の管理責任者等）として証明される者です。

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

経験時の役職名を書きます｡

原則、片端落しで計算してください。
※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。

新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

該当しないものを消します｡

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。
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記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

別紙 （用紙Ａ４）

現 住 所 　津市広明町１３番地

常勤役員等の略歴書

氏 名 　三重　太郎 生 年 月 日 昭和２４年４月１２日生　

職 名 代表取締役

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　昭和６１年　４月　１日
　三重土木（有）入社、土木部勤務、土木工事に従事

至　平成１５年　３月３１日

自　平成１５年　４月　１日
　三重土木（株）土木部工事課長に就任

至　平成１８年　３月３１日

職 自　平成１８年　４月　１日
　エム・アイ・イー土木（株）土木部長に就任

至　平成２０年１２月３１日

自　平成２１年　１月　１日
　三重土木（株）取締役に就任

至　平成２３年　８月３１日

自　平成２３年　９月　１日
　エム・アイ・イー土木（株）代表取締役に就任　現在に至る

至　令和　３年　１月現在日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

な　し
賞

　上記のとおり相違ありません。

罰

　
令和○○年△△月□□日 氏　名　 三　重　太　郎

現在に至るまでの職歴を書きます。

建設業の経営経験が分かるように具体的に記入してください。

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこと、その他の賞

罰についても記載します。

刑罰については罰金刑も記載します。

（例）○○法違反 懲役３年

△△法違反 罰金○万円

（刑罰は、欠格要件に該当しなくなってから５年以内の申請（届

出）において記載してください。なお、刑法第34条の2により刑の

言渡しの効力が失われたものについては記載を要しません）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

現住所が住民票上の住所と異なる場合であっても、

実際に居住している現住所を記載してください。

常勤役員等（経営業務の管理責任者等）証明書

（様式第七号）に記載した住所と同一になります。

申請時の職名を記載してください。

（例：代表取締役、取締役（以上法人）

、事業主（個人））
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（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

土木部長、取締役

平成２７年　９月から　　令和２年１２月まで　満　５　年　４月

　
役　員

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

月 0 1 日Ｓ 4 0 年 1 0

月 日生 年 月 日 年氏 名 ２ １

住 所

3 5 10 13 14

伊勢市勢田町６２８－２

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

16 18

生 年 月 日

18

氏 名 ２ ０ 伊 勢 三 郎
3 5 10 13 14 16

記

3

氏 名 の フ リ ガ ナ １ ９ イ セ 元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

月 日号 令和 年第
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）
知事 特

許 可 番 号 １ ８

3 5 10 11 13 15

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣 コード
知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 1 （１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

三重県　知事 届出者 　　　   　代表取締役　三重太郎

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

項 番 3

       代表取締役　三重太郎

エム・アイ・イー土木株式会社

備 考

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

平成２７年９月１日から平成３０年８月３１日までエム・アイ・
イー土木株式会社土木部長、平成３０年９月１日から令和２年
１２月まで取締役として現在に至る。

０

証明者

の常勤の役員
本 人
の 支 配 人

⑴⑵

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

令和○○年△△月□□日

⑴
⑵

（第一面）

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０

姓と名の間を１マス空けます｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

新規申請は「１」、更新申請は「３」

を記入します。

業種追加申請等で従前の経営業

務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

申請の区分「１」の場

合は、般特新規のみ記
入します。

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

現住所を書きます。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。
申請の区分「１」新規
「３」更新その他
の場合は記入不要です｡

P124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

該当しないものを消します｡

原則、片端落しで計算してください。
※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。

新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

経験時の役職名を書きます｡

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人個人の場合は当該
本人）の証明が必要です。なお、使用者がいない場合には被証明者と同等以上の役職
にある者又は役職にあった者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証
明者別に作成してください。
なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人の解散等）があり、やむ
を得ず自己証明をする者については、「備考」欄にその理由を記載してください。

太枠内が証明される者です。

例６ 証明される者が、自社で役員２年以上、準ずる立場で３年以上の場合経営業務の管理体制２名以上
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記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

別紙一 （用紙Ａ４）

現 住 所 伊勢市勢田町６２８－２

常勤役員等の略歴書

氏 名 伊勢　三郎 生 年 月 日 　　　　　昭和４０年１０月　１日生　

職 名 取締役

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　昭和６３年　４月　１日
　エム・アイ・イー土木（株）入社、土木部勤務、土木工事に従事

至　平成２０年　３月３１日

自　平成２０年　４月　１日
　エム・アイ・イー土木（株）土木部工事課長に就任

職 自　平成２７年　９月　１日
　エム・アイ・イー土木（株）土木部長に就任

至　平成２７年　８月３１日

至　平成３０年　８月３１日

自　平成３０年　９月　１日
　エム・アイ・イー土木（株）取締役に就任　現在に至る

至　令和　３年　１月現在日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

な　し
賞

　上記のとおり相違ありません。

罰

　
令和○○年△△月□□日 氏　名　 伊　勢　三　郎

現在に至るまでの職歴を書きます。

建設業の経営経験が分かるように具体的に

記入してください。

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこと、その他

の賞罰についても記載します。

刑罰については罰金刑も記載します。

（例）○○法違反 懲役３年

△△法違反 罰金○万円

（刑罰は、欠格要件に該当しなくなってから５年以内の申請

（届出）において記載してください。なお、刑法第34条の2に

より刑の言渡しの効力が失われたものについては記載を要

しません）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

例６の場合
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（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

取締役

平成２５年４月から　　平成３０年３月まで　満５年　

　
役　員

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

2 日Ｓ 2

日

16 18

年

上記期間において、志摩運輸株式会社　取締役として勤務。

       代表取締役　志摩　一郎

エム・アイ・イー土木株式会社

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

月 14

18

太

月生 年 月 日

住 所

3 5 10

氏 名 ２ １

13 14

津市広明町１３番地

年 0 4氏 名 ２ ０ 三 重 郎
3 5 10 13

生 年 月 日

14 16

記

3

氏 名 の フ リ ガ ナ １ ９ ミ エ 元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

月 日号 令和 年第
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）
知事 特

許 可 番 号 １ ８

3 5 10 11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣 コード
知事

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 1

備 考

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

三重県　知事 届出者 　　　   　代表取締役　三重太郎

　　　三重県志摩市阿児町鵜方３０９８－１
志摩運輸株式会社

０

証明者

の常勤の役員
本 人
の 支 配 人

⑴⑵

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

令和○○年△△月□□日

⑴
⑵

（第一面）

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０

姓と名の間を１マス空けます｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

新規申請は「１」、更新申請は
「３」を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業
務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

現住所を書きます。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。
申請の区分「１」新規
「３」更新その他
の場合は記入不要です｡

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

該当しないものを消します｡

原則、片端落しで計算してください。
※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。

新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

経験時の役職名を書きます｡

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人個人の場合は当該本
人）の証明が必要です。なお、使用者がいない場合には被証明者と同等以上の役職にある
者又は役職にあった者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証明者別に
作成してください。
なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人の解散等）があり、やむを
得ず自己証明をする者については、「備考」欄にその理由を記載してください。

太枠内が証明される者です。

例７－１ 証明される者が、他の会社での経験５年以上かつ建設業に関し２年以上の場合
（例７－２と合わせることで、常勤役員等としての要件を満たすことになります。）
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（１）　下記の者は、次のとおり第７条第１号ロ に掲げる経験を有することを証明します。

取締役

平成３０年４月から　　令和２年１２月まで　満２年９月　

　
役　員

（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

2 日Ｓ 2

日

16 18

年

上記期間において、志摩土木株式会社　取締役として勤務。

       代表取締役　志摩　次郎

エム・アイ・イー土木株式会社

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

月 14

18

太

月生 年 月 日

住 所

3 5 10

氏 名 ２ １

13 14

津市広明町１３番地

年 0 4氏 名 ２ ０ 三 重 郎
3 5 10 13

生 年 月 日

14 16

記

3

氏 名 の フ リ ガ ナ １ ９ ミ エ 元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

月 日号 令和 年第
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）
知事 特

許 可 番 号 １ ８

3 5 10 11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣 コード
知事

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 1

備 考

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

三重県　知事 届出者 　　　   　代表取締役　三重太郎

　　　三重県志摩市阿児町鵜方３０９８－９
志摩土木株式会社

０

証明者

の常勤の役員
本 人
の 支 配 人

⑴⑵

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

令和○○年△△月□□日

⑴
⑵

（第一面）

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０

姓と名の間を１マス空けます｡

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

新規申請は「１」、更新申請は
「３」を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業
務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

申請の区分「１」の場
合は、般特新規のみ記
入します。

許可申請の場合は記入

の必要はありません。

現住所を書きます。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。
申請の区分「１」新規
「３」更新その他
の場合は記入不要です｡

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

該当しないものを消します｡

原則、片端落しで計算してください。
※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。

新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

経験時の役職名を書きます｡

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人個人の場合は当該本
人）の証明が必要です。なお、使用者がいない場合には被証明者と同等以上の役職にある
者又は役職にあった者の証明が必要です。また、証明者が複数になる場合は、証明者別に
作成してください。
なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人の解散等）があり、やむを
得ず自己証明をする者については、「備考」欄にその理由を記載してください。

太枠内が証明される者です。

例７－２ 証明される者が、他の会社での経験５年以上かつ建設業に関し２年以上の場合
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⑵
（３）　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の財務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

殿

管理本部長

平成２７年４月　から令和２年１２月　まで  満５年９月　

役員補佐

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

三重県　知事 届出者

1813 14

エム・アイ・イー土木株式会社
      代表取締役　三重太郎

月 日生 年 月 日 年氏 名 ２ ６

3 5 10 16

月 1 5 日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

Ｓ 3 5 年 0 9生 年 月 日

18

氏 名 ２ ５ 川 田 二 郎
3 5 10 13 14 16

記

3

氏 名 の フ リ ガ ナ ２ ４ カ ワ 元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和○○年△△月□□日

（第二面）
（用紙Ａ４）

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ２ 1

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証明
者 と の 関 係

備 考

3

大臣 コード
知事

3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ３
国土交通大臣

許可 （
般

－ ） 第 年

桑名市中央町５丁目７１

月 日
知事 特

号 令和

例 常勤役員等を補佐する者（財務管理経験者）がいる場合

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

現住所を書きます。

太枠内が証明される者です。

該当しないものを消します｡

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

新規申請は「１」、更新申請は
「３」を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業
務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

経験時の役職名を書きます｡

申請の区分「１」の場合は、
般特新規のみ記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

原則、片端落しで計算してください。

※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。
新規及び変更の場合は、P58ロ経験の確認及びP54イ常勤性

の確認のための資料を提出してください。

更新の場合は、P54イ常勤性の確認のための資料を提出して

ください。

なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみを営業していた

場合は様式第２号｢工事経歴書｣及び様式第３号「直前３年の

各事業年度における工事施工金額」に記載が必要です。

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡
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⑵
　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の労務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

殿

管理本部長

平成２７年４月から　令和２年１２月まで　満５年９月

役員補佐

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

桑名市中央町５丁目７１

エム・アイ・イー土木株式会社

日
知事 特

年 月号 令和） 第
国土交通大臣

許可 （
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ３

２ ７ 1

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

三重県　知事 届出者       代表取締役　三重太郎

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証明
者 と の 関 係

備 考

申 請 又 は 届
出 の 区 分

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

記

3

大臣 コード
知事

3

氏 名 の フ リ ガ ナ ２ ８ カ ワ 元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 ２ ９ 川 田 5二 郎 0 9 月 1 5生 年 月 日 S 3 日

住 所

3 5 10 13 14 16 18

年

氏 名 ３ ０ 生 年 月 日

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3

日

（用紙Ａ４）

（第三面）

年 月

例 常勤役員等を補佐する者（労務管理経験者）がいる場合

太枠内が証明される者です。

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

経験時の役職名を書きます｡

新規申請は「１」、更新申請は
「３」を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業
務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

申請の区分「１」の場合は、
般特新規のみ記入します。

該当しないものを消します｡

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

現住所を書きます。

原則、片端落しで計算してください。

※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。
新規及び変更の場合は、P58ロ経験の確認及びP54 イ常勤性

の確認のための資料を提出してください。

更新の場合は、P54イ常勤性の確認のための資料を提出してく

ださい。

なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみを営業していた

場合は様式第２号｢工事経歴書｣及び様式第３号「直前３年の各

事業年度における工事施工金額」に記載が必要です。

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡
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⑵
　　　　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の業務運営の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものである

ことに相違ありません。

エム・アイ・イー土木株式会社
殿

管理本部長

平成２７年４月から　令和２年１２月まで　満　５年９月

役員補佐

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

◎【変　　更　　前】

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

桑名市中央町５丁目７１

3

日

（用紙Ａ４）

（第四面）

年 月生 年 月 日氏 名 ３ ４

日

住 所

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

年 0 9 月 1 5生 年 月 日 S 3 5二 郎氏 名 ３ ３ 川 田

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

3 5 10 13 14 16 18

氏 名 の フ リ ガ ナ ３ ２ カ ワ

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

記

3

大臣 コード
知事

3

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証明
者 と の 関 係

備 考

申 請 又 は 届
出 の 区 分

３ １ 1

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者

三重県　知事 届出者       代表取締役　三重太郎

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ３
国土交通大臣

許可 （
般

－ ） 第 号 令和

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

日
知事 特

年 月

例 常勤役員等を補佐する者（業務運営経験者）がいる場合

太枠内が証明される者です。

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

経験時の役職名を書きます｡

新規申請は「１」、更新申請は
「３」を記入します。
業種追加申請等で従前の経営業
務の管理責任者に変更がない場合
も「３」を記入します。

申請の区分「１」の場合は、
般特新規のみ記入します。

許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

原則、片端落しで計算してください。

※証明期間の月初、最後が月末である場合は、
満の月数での算定となります。

新規及び変更の場合は、P58ロ経験の確認及びP54イ常勤性

の確認のための資料を提出してください。

更新の場合は、P54イ常勤性の確認のための資料を提出してく

ださい。

なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみを営業していた場

合は様式第２号｢工事経歴書｣及び様式第３号「直前３年の各事

業年度における工事施工金額」に記載が必要です。

証明者の立場から見た被証明者との関係
を書きます｡

現住所を書きます。

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡
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記載要領

※　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

別紙二 （用紙Ａ４）

常勤役員等を直接に補佐する者の略歴書

現 住 所 桑名市中央町５丁目７１

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　昭和６２年　４月　１日
三重土木（有）入社、総務部勤務

至　平成２０年　３月３１日

氏 名 川田　二郎 生 年 月 日　　　　　昭和３５年　　９月　１５日生　

職 名 管理本部長

自　平成２０年　４月　１日
エム・アイ・イー土木（株）総務課長に就任

至　平成２６年　３月３１日

職 自　平成２６年　４月　１日
エム・アイ・イー土木（株）経理部長に就任

至　平成２７年　３月３１日

自　平成２７年　４月　１日
エム・アイ・イー土木（株）管理本部長に就任　現在に至る

至　令和　３年　１月現在日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

罰

なし
賞

　
令和○○年△△月□□日 氏　名　

　上記のとおり相違ありません。

川田　二郎

現在に至るまでの職歴を書きます。

建設業の経営経験が分かるように具体的に記入してください。

・申請者における財務管理・労務管理・業務管理の業務経験

に関する経歴をすべて記載してください。

・それぞれの経歴が、財務管理・労務管理・業務管理のいず

れかの業務経験であるかわかるように記載してください。

（財務管理・労務管理・業務管理の経験は申請者における建

設業の業務経験でなければなりません。他の建設業者又は

建設業を営む者における経験は使用できません。）

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこと、

その他の賞罰についても記載します。

刑罰については罰金刑も記載します。

（例）○○法違反 懲役３年

△△法違反 罰金○万円

（刑罰は、欠格要件に該当しなくなってから５年以内

の申請（届出）において記載してください。なお、刑法

第34条の2により刑の言渡しの効力が失われたもの

については記載を要しません）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

＜例＞補佐する者がいる場合

158



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑴　
（１）　下記の者は、建設業に関し、次のとおり第７条第１号イ　⑵　　に掲げる経験を有することを証明します。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑶

代　表　取　締　役

平成 ２２年 ７月 から　令和 ２年 １２月 まで　満 １０ 年 ５月

の常勤の役員
（２）　下記の者は、許可申請者 で第７条第１号イ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　常勤役員等の略歴については、別紙による。

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

証明者と被証明
者 と の 関 係

２

常 勤 役 員 等（ 経 営 業 務 の 管 理 責 任 者 等 ）証 明 書

経 験 年 数

役 職 名 等

０ ０

証明者

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社
      代表取締役　三重太郎

０ ０

令和○○年△△月□□日

役　員

備 考

北海道開発局長
地方整備局長

令和○○年△△月□□日

申請者 エム・アイ・イー土木株式会社

本 人
の 支 配 人

(1)
(2)
(3)

       代表取締役　三重太郎届出者

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

2

3

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

コード
知事

三重県　知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１

項 番

７

10 11 13 15

変 更 又 は 追
加 の 年 月 日

3 5

令和　３年　１月　８日

大臣

2 4 許可
国土交通大臣

許 可 番 号 １ ８ 第 0 1 2（
般

－ ） 令和 0 2 年3 4 5 号

１ ９

1 日
三重県知事 特

0 2 月 0

3

ミ エ

氏 名 ２ ０

3

氏 名 の フ リ ガ ナ

5 10

三 重 太 郎 22 4 年 0生 年 月 日 S

13 14 16 18

4 月 1

氏 名 ２ １ 二

記

16 1813 14

住 所

3 5 10

日

1 日生 年 月 日 S 2 月0 71 年

津市広明町１３番地

0郎松 阪

0 1

（例）経営業務の管理責任者等を変更する場合

証明者の立場から見た被証明者との関

原則として、当該経験年数における使用者（法人の場合は当該法人

の代表者、個人の場合は当該本人）の証明が必要です。

なお、使用者がいない場合には被証明者と同等以上の役職にある者

又は役職にあった者の証明が必要です。また、証明者が複数になる

場合は、証明者別に作成してください。

なお、これらの者の証明を得ることができない正当な理由（法人

の解散等）があり、やむを得ず自己証明をする者については、

「備考」欄にその理由を記載してください。

許可申請者と常勤役員等との関係

Ｐ124の「建設業許可申請書（様式第一号）」の申請者と一致します｡

変更の場合は「２」を記入します。
許可年月日が複数ある場合は

最も古いものを記入します。

変更した事実発生日を
記入します。

カタカナで最初から

２文字だけ記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

現住所を書きます。

太枠内が常勤役員等（経営業務の管理責任者等）として証明される者です。

該当しないものを消します｡

原則、片端落しで計算してください。
新規及び変更の場合は、P58 ロ経験の確認及び
P54 イ常勤性の確認のための資料を提出してく
ださい。更新の場合は、P54 イ常勤性の確認の
ための資料を提出してください。
なお、許可を受けなくてもよい軽微な工事のみ
を営業していた場合は様式第２号｢工事経歴書｣
及び様式第３号「直前３年の各事業年度におけ
る工事施工金額」に記載が必要です。

経験時の役職名を書きます｡
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　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　 エム・アイ・イー土木株式会社

殿

許可年月日

（営業所毎の保険加入の有無）

記載上の注意事項について

「保険加入の有無」の欄について

「事業所整理記号等」の欄について

厚生年金保険

雇用保険

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

様式第七号の三（第三条、第七条の二関係） （用紙Ａ４）

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり、健康保険等の加入状況に変更があつたので、届出をします。

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長 申請者
三重県　知事 届出者 　　　代表取締役　三重　太郎　　　　　　　　　　　

許 可 番 号
国土交通大臣

許可 （
般

－ 令和0 3 ） 第 0 9 4 年 0 1 月9 9 9 9 号

営業所の名称 従業員数
保険加入の有無

0 1 日
三重県　知事 特

0

事業所整理記号等
健康保険 厚生年金保険 雇用保険

　　８　人
（　　４　　人）

1 1 1

健康保険 ０１エアイ　０１２３４　

厚生年金保険 ０１エアイ　０１２３４　

雇用保険 ２４３１２３４５６７８９００

　　３　人
（　　　０　人）

3 3 3

健康保険 本店一括

厚生年金保険 本店一括

雇用保険 本店一括

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

厚生年金保険

雇用保険

　　　　人
（　　　　　人）

健康保険

厚生年金保険

雇用保険

合計 　　１１　人
（　　　４　人）

（個人事業主の場合）

本店
　　１　人

（　　　１　人）
2 2 2

健康保険 三重県建設国民健康保険組合

厚生年金保険 －

雇用保険 －

本社

伊賀営業所

営業所一覧表に
記載した順に記
載します。 加入は「１」、適用が除外される場合は「２」を,

一括適用の承認に係る営業所の場合は「３」

を記載します。

なお、年金事務所長の承認を受けて建設国保

等に加入している場合は、適用除外となりま

すので、「２」を記載します。
※詳細は下記の注意事項をご覧ください。

事業所整理記号及び
事業所番号を記載します。

許可申請の場合は（１）に○を、
変更届の場合は、（２）に○を付けます。

従業員数等及び保険加入の有無について、
許可申請の場合は、申請をする時点の状況を、
変更届の場合は、届出をする時点の状況を記載します。

許可を受けた年月日が複数ある場
合は最も古いものを記載します。
新規申請の際は記載不要です。

１４桁の労働保険番号を記載
します。(労働保険番号が複数
ある場合は雇用保険に対する
労働保険番号を記載しま
す。）

「健康保険」の欄については、適用事業所になったことについて日本年金機構(協会けんぽ）又は組合管掌健康保険の健康保険組合に対する届出を行っている場合は「１」を、従
業員が４人以下である個人事業主の場合や、建設業に係る国民健康保険組合に加入している等の健康保険の適用が除外される場合は「２」を、健康保険法（大正11年法律第70
号）第34条第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所（同条第２項の規定により適用事業所でなくなったものとみなされるものに限る。以下同じ。）については「３」を記入し
ます。

「厚生年金保険」の欄については、適用事業所になったことについて日本年金機構に対する届出を行っている場合は「１」を、従業員が４人以下である個人事業主の場合等の厚
生年金保険法の適用が除外される場合は「２」を、厚生年金保険法（昭和29年法律第115号）第８条の２第１項の規定による一括適用の承認に係る営業所（同条第２項の規定によ
り適用事業所でなくなったものとみなされるものに限る。以下同じ。）については「３」を記入します。

「雇用保険」の欄については、適用事業所になったことについて公共職業安定所の長に対する届出を行っている場合は「１」を、従業員が１人も雇用されていない場合等の雇用保
険の適用が除外される場合は「２」を、労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）第９条の規定による継続事業の一括の認可に係る営業所については
「３」を記入してください。

一括適用の承認に係る営業所につい
ては、「本店一括」と記載します。

「健康保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号（健康保険組合にあっては健康保険組合名）を記載してください。

「厚生年金保険」の欄については、事業所整理記号及び事業所番号を記載してください。

※建設業に係る国民健康保険組合（三重県建設国民健康保険組合、全国建設工事業国民健康保険組合、全国土木建築国民健康保険組合等）に加入している場合は、

健康保険組合名を記載してください。

※協会けんぽと建設業に係る国民健康保険組合の両方に加入している場合は、協会けんぽについて記入してください。

※事業所整理記号等について、個人の保険証には記載されていないので、日本年金機構から発行される「保険料納入告知額・領収済額通知書」「適用通知書」「納入告知書」等

で確認してください。

※協会けんぽの場合で、健康保険と厚生年金に共に加入している場合は、「健康保険」「厚生年金保険」の欄に同一の事業所整理記号及び事業所番号を記載することになります。

「雇用保険」の欄については、労働保険番号を記載してください。

※労働保険番号について、自社で申告納付している場合、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」「納付書・領収証書」「雇用保険適用事業所設置届事業主控」等で確認

してください。
また、労働保険事務組合に委託している場合、「労働保険料等領収書」「労働保険料等納入通知書」「雇用保険適用事業所設置届事業主控」等で確認してください。

保険加入の有無が適用除外「２」であっても、建設
国保（三重県建設国民健康保険組合）等の健康保
険組合に加入している場合は、健康保険組合名を
記載してください。

法人の場合、役員を含めた全て

の従業員数（建設業以外に従事

する者を含む）を記載します。非

常勤役員、パート従業員等も含

みます。

個人の場合、事業主を含めた全
ての従業員（建設業以外に従事
する者を含む）を記載します。
パート従業員も含みます。

（ ）内には、

法人の場合、役員の人数を

記載します。

個人の場合、事業主及び同
居の親族である従業員の人
数を記載します。

該当しないものを消します｡
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（２）　下記のとおり、営業所技術者等の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．営業所技術者等の担当業種 ３．営業所技術 ４．営業所技術者等の交 ５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者等の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

伊賀市四十九町２８０２
営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3

６ ７ ８
3 5 7 9 15 1711 13

１ ２ ３ ４ ５

現在担当している建設
工 事 の 種 類

25 30

水 消

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４ 9

清
3 5 10 15 20

通 園 井 具

9 9

ガ 塗 機 絶防 内屋 筋 舗 しゆ 板電 管 タ 鋼土 建 大 左 と 石

伊
3 5

郎賀 五氏 名 ６ ３ イ ガ

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

鈴鹿市西条５丁目１１７
営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

3 8有 資 格 区 分 ６ ５ 2 0

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

現在担当している建設
工 事 の 種 類

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４ 7

舗
3 5 10 15

石 屋 電 管

鹿 四 郎

20 25

タ 鋼 筋 絶

６ ３

フリガナ スズ　カ　　　　 シ　ロウ　　
3 5 10

ズ 鈴

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

営業所の名称
（ 旧 所 属 ）

ス

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

伊勢市岩渕１丁目７番２９号
営業所の名称

（ 新 所 属 ）

氏 名

８
17

７
15

６
13

５
11

４
9

３
7

２
53

1有 資 格 区 分 ６ ５ 3

１

現在担当している建設
工 事 の 種 類

303 5 10 15 20 25

舗 しゆ 井 具通

9

電 管 タ石 屋 板 機 絶塗ガ筋 水

月

内

号 令和

消園

氏 名 ６ ３

国土交通大臣
日

知事 特

記

11 13

年第許可 （
般

－

大臣 コード
知事

3 155 10

）許 可 番 号 ６ ２

三重県　知事 届出者
申請者

区 分

項 番 3

６ １ 1

       代表取締役　三重太郎

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する営業所技術者等を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

営業所技術者等証明書（新規・変更）

セ 伊 勢
5

生年月日

3

イ
建 大 左

項 番 フリガナ

土

項 番 フリガナ  イ　 ガ　　　　ゴ　 ロウ　　

土 建 大 左 と 防 内 井 具

 イ　 セ　　　　サブ ロウ　　

機

10

と

郎
防

三
鋼

10

S 年

消 清通 園

生年月日

水
30

塗しゆ 板 ガ

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

項 番

６ ４ 9 9

20

15

年 月

18 20

S

15 18 20

S 年 月2 0 5 0

月

清

日

15 18

5

本　社

4 4 0 6 0 9

4 日

伊賀営業所

本　社

4 7 1 1 1 1 日生年月日

解

解

解

営業所技術者等は、公共性のある工作物に関する

建設工事で、請負金額が4,500万円（建築一

式工事の場合は9,000万円）以上となる工事

の専任を要する主任技術者等とは原則兼任できま

せんので注意してください。

更新申請の場合は作成不要です。

（１）（２）の該当する方に○を付けます。
許可申請の場合は（１）に○を付け、一般建設業の許可を受け
ようとする場合は「法第15条第２号」を消します。特定建設業
の許可を受けようとする場合は「法第７条第２号」を消します。
今回のように一般建設業も特定建設業もどちらも受ける場合は
いずれも消しません。

許可申請の場合は、

「届出者」を消します。

許可申請の場合は、すべて「１」となります。

新規又は許可換え新規申請の場

合は記入不要です。業種追加等

の場合、「許可番号」欄は記入
してください。

姓と名の間を１マス空けます｡

営業所技術者等として該当する資格、
実務経験等のコードをＰ165の
「コード表」またはP33～37の「技
術者の資格表」に従い記入します。

許可申請の場合は記入不要です｡

現住所を書きます｡

（営業所技術者等証明書に記載されている住所に

誤りがあり、常勤性が確認できない場合は、建設業

許可の取り消しになりますので、ご注意

ください。）

営業所技術者等となる業種についてP165のコード表
に従い数字を記入します。

例１ 通常の許可申請の場合
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（２）　下記のとおり、営業所技術者等の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．営業所技術者等の担当業種 ３．営業所技術 ４．営業所技術者等の交 ５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者等の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５

６ ７ ８
3 5 7 9 15 1711 13

１ ２ ３ ４ ５

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

消

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４

清
3 5 10 15 20

通 園 井 具ガ 塗 機 絶防 内屋 筋 舗 しゆ 板電 管 タ 鋼土 建 大 左 と 石

3 5

氏 名 ６ ３

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

鈴鹿市西条５丁目１１７
営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　３　年　１月　１０日 （旧所属）

3 8有 資 格 区 分 ６ ５ 2 0

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

7

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４ 7

舗
3 5 10 15

石 屋 電 管

鹿 四 郎

20 25

タ 鋼 筋 絶

６ ３

フリガナ スズ　カ　　　　 シ　ロウ　　
3 5 10

ズ 鈴

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日 令和　３　年　１月　１０日

営業所の名称
（ 旧 所 属 ）

ス

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

伊勢市岩渕１丁目７番２９号
営業所の名称

（ 新 所 属 ）

氏 名

８
17

７
15

６
13

５
11

４
9

３
7

２
5

2 9

3

1有 資 格 区 分 ６ ５ 3

１

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

99 9

3 5 10 15 20 25

舗 しゆ 井 具通石 屋

99

塗ガ電 管 タ 内 消園

9

 イ　 セ　　　　サブ ロウ　

（

板 機 絶

氏 名 ６ ３

4
国土交通大臣

記

10 9

11 13

年 09 1号 令和 0
般

－ 9 日
三重県知事 特

9 月 0

コード
知事

3 15

3

5 10

） 第許可許 可 番 号 ６ ２ 2

三重県　知事

大臣

届出者
申請者

区 分

項 番 3

６ １ 2

       代表取締役　三重太郎

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する営業所技術者等を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

営業所技術者等証明書（新規・変更）

セ 伊 勢
5

生年月日

3

イ
建 大 左

項 番 フリガナ

土

項 番 フリガナ

土 建 大 左 と 防 内 機

10

と

郎
防

三
鋼 筋

塗

10

年

通 園

生年月日

水井 具しゆ 板 ガ

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

項 番

６ ４ 9 9

月

18 20

S

消 清
30

18 20

S 年 月2 0 5 0

清

15

15

水
30

日

15 18

5

本　社

4 4 0 6 0 9

4 日

本　社

日生年月日

解

月

20

25 30

水

解

解

年

本　社

本　社

0 2

例２ 営業所技術者等の担当業種又は有資格区分を変更する場合

届出の場合は、

「申請者」を消します。

新規申請以外の場合は記入します。

変更した年月日を記入します｡

項番６４について、上段は今後担当する業種について、
下段は現在担当している業種について、P165のコード
表に従い記入します。

営業所技術者等を担当業種又は有資格区分を変更する場合は、
（１）に○を付け、一般建設業の許可を受けている場合は、「法第
15条第２号」を消します。特定建設業の許可を受けている場合は
「法第７条第２号」を消します。

両方申請する場合にはいずれも消しません。

担当業種又は有資格区分の変更は、「２」となります。

業種追加等により、
担当業種が変更になる場合

有資格区分が変更になる場合

変更した年月日を記入します｡

項番６５について、変更となっ
た有資格区分をP165のコード表
に従って、記入します。

更新申請の場合は作成不要です。

現住所を書きます｡

（営業所技術者等証明書に記載されている住所に
誤りがあり、常勤性が確認できない場合は、
建設業許可の取り消しになりますので、ご注意

ください。）
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（２）　下記のとおり、営業所技術者等の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．営業所技術者等の担当業種 ３．営業所技術 ４．営業所技術者等の交 ５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者等の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５

６ ７ ８
3 5 7 9 15 1711 13

１ ２ ３ ４ ５

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

25 30

水 消

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４

清
3 5 10 15 20

通 園 井 具ガ 塗 機 絶防 内屋 筋 舗 しゆ 板電 管 タ 鋼土 建 大 左 と 石

3 5

氏 名 ６ ３

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４

舗
3 5 10 15

石 屋 電 管
20 25

タ 鋼 筋 絶

６ ３

フリガナ
3 5 10

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日 令和　３　年　１月　１０日

営業所の名称
（ 旧 所 属 ）

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

名張市鴻之台1番町1番地
営業所の名称

（ 新 所 属 ）

氏 名

８
17

７
15

６
13

５
11

４
9

３
7

２
53

1有 資 格 区 分 ６ ５ 3

１

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

303 5 10 15 20 25

舗 しゆ 井 具通

9

電 管 タ石 屋 板 機 絶塗ガ筋 水

月 0

内

号 令和 0

消園

10 9

氏 名 ６ ３

4
国土交通大臣

9 日
三重県知事 特

記

1

11 13

年 09第許可 （
般

－ 9 9

大臣 コード
知事

3 15

3

5 10

）許 可 番 号 ６ ２ 2

三重県　知事 届出者
申請者

区 分

項 番 3

６ １ 3

       代表取締役　三重太郎

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する営業所技術者等を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

営業所技術者等証明書（新規・変更）

バ 名 張
5

生年月日

3

ナ
建 大 左

項 番 フリガナ

土

項 番 フリガナ

土 建 大 左 と 防 内 井 具

 ナ　 バリ　　　ロク ロウ　　

機

10

と

郎
防

六
鋼

10

年

消 清通 園

生年月日

水
30

塗しゆ 板 ガ

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

項 番

６ ４ 9 9

20

15

年 月

18 20

15 18 20

S 年 月2 1 2 2

月

清

日

15 18

5

本　社

6 日

日生年月日

解

解

解

0 2

例３ 営業所技術者等の交替に伴い、技術者を追加する場合

届出の場合は、

「申請者」を消します。

新規申請以外の場合は記入します。

追加の年月日を記入します｡

項番６４について、上段は今後担当する業種について、P165
のコード表に従い記入します。

営業所技術者等の追加の場合は（１）に○を付け、一般建設
業の許可を受けようとする場合は「法第15条第２号」を消し
ます。特定建設業の許可を受けようとする場合は「法第７条
第２号」を消します。

交替に伴う追加の場合は、「３」となります。

営業所技術者等の交替の
場合は、営業所技術者等
証明書が追加と削除の２枚
提出する必要があります。

更新申請の場合は作成不要です。

現住所を書きます｡

（営業所技術者等証明書に記載されている住所に
誤りがあり、常勤性が確認できない場合は、
建設業許可の取り消しになりますので、ご注意
ください。）
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（２）　下記のとおり、営業所技術者等の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．営業所技術者等の担当業種 ３．営業所技術 ４．営業所技術者等の交 ５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者等の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

解

解

解

日生年月日

54 日

月

清

本　社

日

15 18

15 18 20

S 年 月2 0 5 0

20

15

年 月

18 20

６ ４

塗しゆ 板 ガ

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

項 番

消 清通 園

生年月日

水
30

10

年

井 具

 イ　 セ　　　　サブ ロウ　　

機

10

と

郎
防

三
鋼

項 番 フリガナ

土 建 大 左 と 防 内

3

イ
建 大 左

項 番 フリガナ

土

営業所技術者等証明書（新規・変更）

セ 伊 勢
5

生年月日

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

       代表取締役　三重太郎

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する営業所技術者等を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和○○年△△月□□日

地方整備局長
北海道開発局長

届出者
申請者

区 分

項 番 3

６ １ 4

許 可 番 号 ６ ２ 2

三重県　知事

9

大臣 コード
知事

3 15

3

5 10

） 第許可 （
般

－ 9 日
三重県知事 特

記

1

11 13

年 09 10 9

氏 名 ６ ３

4
国土交通大臣

9

筋 水

月 0

内

号 令和 0

消園板 機 絶塗ガ電 管 タ石 屋 舗 しゆ 井 具通
3 5 10 15 20 25 30

9 9
現在担当している建設
工 事 の 種 類

9

有 資 格 区 分 ６ ５ 3

１ ２
53

1

４
9

３
7

６
13

５
11

８
17

７
15

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日 令和　３　年　１月　１０日

営業所の名称
（ 旧 所 属 ）

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

伊勢市岩渕１丁目７番２９号
営業所の名称

（ 新 所 属 ）

氏 名 ６ ３

フリガナ
3 5 10

20 25

タ 鋼 筋 絶舗
3 5 10 15

石 屋 電 管

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４

現在担当している建設
工 事 の 種 類

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

有 資 格 区 分 ６ ５

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

氏 名 ６ ３

3 5

土 建 大 左 と 石 屋 筋 舗 しゆ 板電 管 タ 鋼 ガ 塗 機 絶防 内 通 園 井 具 清
3 5 10 15 20 25 30

水 消

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４

現在担当している建設
工 事 の 種 類

11 13

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８
3 5 7 9 15 17

有 資 格 区 分 ６ ５

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

0 2

届出の場合は、

「申請者」を消します。

新規申請以外の場合は記入します。

削除の年月日を記入します｡

項番６４について、上段は今後担当することはないため、
空白になります。
下段は、これまで担当していた業種を記入します。

営業所技術者等の交替に伴い、既存の営業所技術者等を削

除する場合に（２）に○を付けます。
なお、削除する営業所技術者等の担当していた業種すべて
において交替する者がない場合は、本様式ではなく、P230の
届出書（様式第２２号の３）を提出します。

交替に伴う削除の場合は、「４」となります。

例４ 営業所技術者等の交替に伴い、技術者を削除する場合

営業所技術者等の交替の場合
は、営業所技術者等証明書が
追加と削除の２枚提出する必
要があります。

当該技術者が配置されていた

営業所の名称を記入します。

更新申請の場合は作成不要です。
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様式第八号　営業所技術者等証明書（新規・変更）

工事種類
項番６４

有資格区分
項番６５

イ 1 ０１

ロ 4 ０２

ハ 7 P33～37技術者
の資格表

イ 9 P33～37技術者
の資格表

＋ 法第7条第2号イ
　　　　　【指定学科卒業　＋　実務経験】 2 ０１

＋ 法第7条第2号ロ
　　　　　【実務経験　10年以上】 5 ０２

＋ 法第7条第2号ハ
　　　　　【国家資格者等】 8 P33～37技術者

の資格表

3 ０３

6 ０４

国土交通大臣・都道府県知事コード表
コード 大臣・都道府県
０ ０ 国　　土　　交　　通　　大　　臣
２ ４ 三     重     県     知     事

市町コード表
コード 市　　町　　名
２４２０１ 津 市
２４２０２ 四 日 市 市
２４２０３ 伊 勢 市
２４２０４ 松 阪 市
２４２０５ 桑 名 市
２４２０７ 鈴 鹿 市
２４２０８ 名 張 市
２４２０９ 尾 鷲 市
２４２１０ 亀 山 市
２４２１１ 鳥 羽 市
２４２１２ 熊 野 市
２４２１４ い な べ 市
２４２１５ 志 摩 市
２４２１６ 伊 賀 市
２４３０３ 桑 名 郡 木 曽 岬 町
２４３２４ 員 弁 郡 東 員 町
２４３４１ 三 重 郡 菰 野 町
２４３４３ 三 重 郡 朝 日 町
２４３４４ 三 重 郡 川 越 町
２４４４１ 多 気 郡 多 気 町
２４４４２ 多 気 郡 明 和 町
２４４４３ 多 気 郡 大 台 町
２４４６１ 度 会 郡 玉 城 町
２４４７０ 度 会 郡 度 会 町
２４４７１ 度 会 郡 大 紀 町
２４４７２ 度 会 郡 南 伊 勢 町
２４５４３ 北 牟 婁 郡 紀 北 町
２４５６１ 南 牟 婁 郡 御 浜 町
２４５６２ 南 牟 婁 郡 紀 宝 町

建設業法
第15条第2

号

指導監督的
実務経験
2年以上

国土交通大臣特別認定（同号イと同等以上）

要　　　　　件

一
般

建設業法
第7条第2号

特
定

営業所技術者等　工事種類・有資格区分コード表

記載コード

指定学科卒業　＋　実務経験
　　　　　　　　　　　　【大学・高専卒3年／高校卒5年】

実務経験　　１０年経験

法律条文

ハ
国土交通大臣特別認定（同号ロと同等以上）

国家資格者　・建設業法及び建築士法による技術者（１級）
　　　　　　　　 ・技術士法による資格者

ロ

国家資格者等
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様式第九号（第三条関係）

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

エム・アイ・イー土木株式会社

代表取締役　三重太郎

　従　業　員

記載要領

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成すること。

　２　「職名」の欄は、被証明者が所属していた部課名等を記載すること。

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数※の合計を記載すること。

平成３０年１月から平成３０年１２月まで

町道１３号道路地盤改良工事 施工監督　　他１２件　

美杉町地内地すべり防止対策工事 施工監督　　他１１件　

平成２８年１月から平成２８年１２月まで

※「実務経験年数」の欄には、「実務経験の内容」の欄に記載された建設工事に係る経験期間を記載し、それらの期間を積み上げて、その合計期間を「合
計」欄に記載し、当該合計年数が必要年数を満たしていることが必要となります。

　　年　　月から　　年　　月まで

使 用 者 の 証 明 を 得 る こ と が
で き な い 場 合 は そ の 理 由

工事部長

技術主任

課長

　　年　　月から　　年　　月まで

平成２９年１月から平成２９年１２月まで

令和２年１月から令和２年１２月まで

課長

　　年　　月から　　年　　月まで

平成２４年１月から平成２４年１２月まで

白山町地内コンクリート打設工事 施工監督補助　　他９件　 平成２７年１月から平成２７年１２月まで

技術主任

安濃町地内掘削工事 施行監督補助　　他１５件　

山田邸宅地造成工事 施工監督補助　　他１０件　

平成２５年１月から平成２５年１２月まで

平成２６年１月から平成２６年１２月まで

係長

技術主任

（用紙Ａ４）

記

実　　務　　経　　験　　証　　明　　書

下記の者は、とび・土工・コンクリート　工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

使 用 さ れ た
期 間

技 術 者 の 氏 名

使用者の商号 又
は 名 称

被 証 明 者 と の 関 係

令和○○年△△月□□日

証 明 者

昭和６２年　１０月から

令和２年　 １２月までエム・アイ・イー土木株式会社

生年月日

職 名 実　 務　 経　 験　 年　 数

山田　太郎

実 務 経 験 の 内 容

中村邸外構工事 現場作業員　　他１４件　

高橋邸基礎工事 現場作業員　　他１０件　

昭和35年12月7日

技術主任 平成２２年７月から平成２２年１２月まで

平成２３年１月から平成２３年１２月まで

三重商店新築足場設置工事 現場作業員　　他１２件　

美里地区急傾斜地崩壊対策工事 施工監督　　他８件

町道２５号道路標識設置工事 施工監督　　他１３件　

町道２５号道路交通安全対策工事 施工監督　　他１０件　

技術主任

係長

合計　　　満　１０　年　６　月

　　年　　月から　　年　　月まで

工事部長

平成３１年１月から令和元年１２月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

この証明書は、建設工事の種類（業種）、技術者、証明者ごとに各々別葉に作成します。
なお、国家資格等のみで営業所技術者等の要件を満たし、実務経験が不要とされる方は、

この証明書は必要ありません。

許可を受けようとする
建設工事の書類を書き
ます。

建設工事の実務を経験した時の

使用者の商号又は名称を書きます｡

原則として使用者が証明者となります。
それ以外の場合は、使用者の証明を得ることが
できない理由を下記欄に明記してください。

証明者の立場から見た技術者との関係を書きま
す。

被証明者が所属していた部署名を書きます。
小規模事業者などで明確な職名が存在しない場合は、「取締
役」「事業主」「現場監督」「作業員」などの名称を書きます。

従事した工事の内容が具体的に明らかになるよ
う書きます。

なお、通年にわたって建設工事が続く場合にはそ

の年の代表的な工事の件名を記入し、その他の

工事は「他○件」として、原則１年分を１行にまと

めて書きます。
※他〇件が少なく、1年の積み上げに満たない場
合は、認められないこともあります。

「使用者の証明を得ることができない場合」とは、「使用者の商号又は名称」の欄に記載された使用者と「証明

者」の欄に記載された証明者が異なる場合をいいます。

使用者の証明を得ることができず、使用者と証明者が異なる場合にその理由を書きます。

（記入例）

使用者が倒産等のため証明が得られない場合

倒産により使用者が行方不明のため など

一人が複数の業種をいずれも実務経験で担当する場

合、担当する期間の重複は認められません。

（例えば資格を有しない者が２業種を担当する場合、

10年ごと計20年の経験を証明する必要があります。）

合計年数は、記載した工事の

経験期間を合計して書きます。

なお、所定の用紙内に記載し

きれないときは、用紙を追加

して必要な実務経験年数に達
するまで書きます。

工事施工期間は重複しないこと。
施工期間については、例えば１年間のうちに２月・４月・６月・８
月しか工事をしていなければ、４カ月の積み上げとなり、１年間
の積み上げとは認められません。

「使用された期間」の欄には、「使用者の商号又は名称」の欄に
記載された使用者に雇用されていた期間を記載すること。

記載した工事について、
契約書、発注証明書、
注文書、工事履行証明書
等の工事請負の実態が
わかるもの【写】
の提出が必要です(P70)
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様式第十号（第十三条関係）

 三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号

エム・アイ・イー土木株式会社

  代表取締役　三重太郎

記載要領

　２　「職名」の欄は、被証明者が従事した工事現場において就いていた地位を記載すること。

　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した元請工事名等を具体的に記載すること。

　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

記

技 術 者 の 氏 名

使用者の商号 又
は 名 称

平成20年8月から平成20年12月まで

山本　一男 生 年 月 日

エム・アイ・イー土木株式会社 令和２年　１２月まで

使 用 さ れ た昭和37年8月15日

　　年　　月から　　年　　月まで

昭和６２年　４月から

（用紙Ａ４）

被 証 明 者 と の 関 係

指 導 監 督 的 実 務 経 験 証 明 書

下記の者は、　電気通信　工事に関し、下記の元請工事について指導監督的な実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和○○年△△月□□日

証 明 者

　　　使　　用　　人

期 間

平成21年9月から平成21年12月まで

平成23年5月から平成23年10月まで

平成23年12月から平成24年3月まで

実　 務 　経　 験　 年　 数

平成18年5月から平成18年11月まで

発 注 者 名

三重県 65,000千円

三重県

請負代金の額

三重放送設備(株)

津市

52,000千円

46,000千円

48,000千円

千円

（株）中部電器 47,000千円

千円

工事部長

平成24年11月から平成25年4月まで三重県 50,000千円

　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円

千円

　　以上の建設工事（平成６年12月28日前の建設工事にあつては3,000万円以上のもの、昭和59年10月１日前の建設工事にあつては1,500万円以上のもの）

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

　　１件ごとに記載すること。

使用者の証明を得ることができ
な い 場 合 は そ の 理 由

合計　　　満　　2　年　　８　月

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成し、請負代金の額が4,500万円

三重工場電気通信設備工事

工事部長 雨量観測所設備工事

職　　　　名 実　務　経　験　の　内　容

工事課長 県庁舎無線電機設備改修工事

監視装置システム改修工事

本庁舎非常放送設備工事

ショッピングモール緊急放送設備整備工事工事部長

工事部長

工事部長

千円

千円

平成6年12月28日以降 45,000千円以上

請負代金の額

昭和59年9月30日以前 15,000千円以上

昭和59年10月1日以降
30,000千円以上

平成6年12月27日以前

工事に従事した時

許可を受けようとする建設工事の種
類を書きます。

証明者の立場から見た技術者

との関係を書きます。

原則として使用者が証明者に

なります。

建設工事の実務の経験をした時の

使用者の商号又は名称を書きます｡

請負契約の相手方の

名称を書きます。

元請工事について、請負契約書の請負代金額、工事
内容、経験年数を確認します。
なお、記載した工事について、契約書、発注証明書、
注文書、工事履行証明書等の工事請負の実態がわか
るもの【写】の提出が必要です。

経験年数を合計して
満２年以上になる
ことが必要です。

１この証明書は、特定建設業の許可を受けようとする場合で

法第１５条第２号の該当区分が（ロ）に該当した方につい

て作成します。

２建設工事の種類（業種）、技術者、証明書ごとに各々別葉

に作成しますが、ここでの工事は元請工事で請負代金の額

（消費税込み）が右表のものに限られます。

工事施工期間は重複しないこと。

「工事種類」、「証明者」、「被証明者との関係」、「使用さ
れた期間」、「職名」及び「使用者の証明を得ることがで
きない場合はその理由」の欄は、実務経験証明書（様
式第９号）の記載上の注意により記載すること。

指定建設業（土、建、電、管、鋼、舗、園）については、指導監督的
実務経験は認められません。
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（用紙Ａ４）

建　設　業　法　施　行　令　第　３　条　に　規　定　す　る　使　用　人　の　一　覧　表

様式第十一号（第四条関係）

氏
フリ

名
ガナ

営業所の名称 職　　　　　名

伊賀営業所 営業所長

令和○○年△△月□□日

　ウエノ イチロウ

上野　一郎

P127「営業所一覧表（様式第一号
の別紙二」に書いた「従たる営業
所」の名称を書きます。

従たる営業所がない場合、

本様式は提出不要です。

役員等を兼ねている場合は、「取締
役○○営業所長」等と記入する。

別紙二に従たる営業所を記載した場合、又は個人で支配人を置いた
場合に該当する営業所長、支配人等を記載する。
令第３条に規定する使用人は、当該営業所への常勤を要するため、
他の営業所と兼務できない。
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記載要領

３　株主等については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄及び確認欄への記載を要しない。

４　顧問及び相談役については、「賞罰」の欄及び確認欄への記載を要しない。

（用紙Ａ４）

住 所　津市栄町１－９５４

許可申請者 の住所、生年月日等に関する調書

法 人 の 役 員 等

本 人

なし
賞

氏 名　山田　一郎 生 年 月 日 昭和　３４年　５月　１５日生　

役 名 等　取締役

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

罰

　上記のとおり相違ありません。

　については、不要のものを消すこと。

２　法人である場合においては、法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の
　100分の５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。以下「株主等」という。）について記載すること。

　

５　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

１

山　田　一　郎

「

６　様式第７号別紙又は様式第７号の２別紙に記載のある者については、本様式の作成を要しない。

法 定 代 理 人

法定代理人の役員等

」

令和○○年△△月□□日 氏　名　

法定代理人の役員
等

法 定 代 理 人

本 人

法 人 の 役 員 等

様式第十二号（第四条関係）

法人の場合は、Ｐ125の「役員等の一覧表（別紙一）」に記載した役員等全員（常勤

役員等（経営業務の管理責任者等）を除く）について、この調書を作成します。

※未成年者の場合は、その法定代理人の分も必要です。

個人の場合は、事業主が「常勤役員（経営業務の管理責任者）」であることが多い

ため原則作成は不要ですが、支配人を置いているなど事業主が「常勤役員等（経

営業務の管理責任者等）」に配置されていない場合は作成が必要となります。

不要のものを消します。

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこと、その他

の賞罰についても記載します。

刑罰については罰金刑も記載します。

（例）○○法違反 懲役３年

△△法違反 罰金○万円

（刑罰は、欠格要件に該当しなくなってから５年以内の申請

（届出）において記載してください。なお、刑法第34条の2に

より刑の言渡しの効力が失われたものについては記載を要

しません）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

※株主等（株主又は出資者）、顧問、相談役については記
載不要です。

住民票上の住所と居住地（現住所）が異なる

場合は、居住地（現住所）を記載してください。

様式第７号別紙（Ｐ150）及び様式第７号の２別紙（Ｐ152、Ｐ158）に記載した「常勤
役員等（経営業務の管理責任者等）」については、本様式の作成は不要です。

申請時の役名等を記載＜例：代表取締役・取締
役（以上法人）・事業主（個人）・株主等＞

「顧問」「相談役」「株主等」の場合は、確認欄への
記載は不要です。
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記載要領

賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

営 業 所 名

　伊賀市四十九町３１８４

なし
賞

（用紙Ａ４）

　上　野　一　郎

　伊賀営業所

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

職 名

上野　一郎

様式第十三号（第四条関係）

住 所

罰

氏　名　
　

「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　上記のとおり相違ありません。

令和○○年△△月□□日

氏 名 生 年 月 日 昭和　５０年　４月　１２日生　

年　　　月　　　日

　伊賀営業所長

所属する営業所の名称、申請時点

での職名を書きます。

個人事業主で支配人（令第３条の規定する使用人）を「常勤役員等（経営
業務管理責任者等）」にする場合は、その支配人について、常勤役員等
の略歴書（様式第７号別紙）及び常勤役員等を直接に補佐する者の略歴
書（様式第７号の２別紙）を作成するので、本様式の作成は不要です。
また、役員等を兼ねている者についても、本様式の作成は不要です。

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこと、その他の賞罰につ
いても記載します。
刑罰については罰金刑も記載します。
（例）○○法違反 懲役３年

△△法違反 罰金○万円
（刑罰は、欠格要件に該当しなくなってから５年以内の申請（届出）にお
いて記載してください。なお、刑法第34条の2により刑の言渡しの効力が
失われたものについては記載を要しません）

賞罰がなければ「なし」と書きます。
※株主等（株主又は出資者）、顧問、相談役については記載不要です。

住民票上の住所と居住地（現住所）が異なる

場合は、居住地（現住所）を記載してください。

建設業法施行令第 3 条に規定する使用人が不在の場合は、
提出を省略することができます。
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５０株   

様式第十四号（第四条関係）

松阪市高町１３８ ５０株   

株　　　主　　　（出　　　資　　　者）　　　調　　　書

海　　田　　三　　郎

（用紙Ａ４）

株主（出資者）名 住　　　　　　　所 所有株数又は出資の価額

三　　重　　太　　郎 津市桜橋３丁目４４６番３４号 ２００株   

山　　田　　一　　郎 津市広明町１３番地 １００株   

川　　田　　二　　郎 津市西丸之内２３－１ １００株   

志　　摩　　次　　郎 志摩市阿児町鵜方３０９８－９

総株主の議決権、出資総額５／１００以上の

株主、出資者の氏名全員を書きます。

法人の場合

商号又は名称

個人の場合
その者の氏名

株数の場合は「○○株」、

出資の価格の場合は「○○円」と書きます。

許可申請者が法人である場合に作成します｡
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様式第十五号

様式第十六号

様式第十七号

様式第十七号の二

（ 様式第十七号の三 ）

自　　令和　３　年１０月　　１日

事業年度

至　　令和　４　年　９月　３０日

(会社名) 　エム・アイ・イー土木株式会社

完 成 工 事 原 価 報 告 書

株主資本等変動計算書

注 記 表

附 属 明 細 表

財　務　諸　表
（法　人　用）

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

財務諸表を提出する場合、

本様式も作成してください。
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（作成にあたっては、国土交通省告示第1660号に定める勘定科目の説明を参照してください。） 

様式第十五号（第四条、第十条、第十九条の四関係）                          （用紙Ａ４） 

              貸   借   対   照   表 

  決算日を書きます。        令  和 ４ 年 ９ 月 ３０ 日  現  在 

                     （会社名） エム・アイ・イー土木株式会社     

資     産     の     部 

 

Ⅰ 流  動  資  産                                  千円 

現金預金                                                          ６７９，６２３ 

受取手形                 完成工事高に計上した請負代金                 １４，７０５ 

完成工事未収入金         の未収額を計上します。                       １５４，００５ 

有価証券        （売掛金は含みません）                           

未成工事支出金                                                   １２９，１８３ 

材料貯蔵品                                                          

短期貸付金                                                            ８１，２２２ 

前払費用                                                                  

その他                                            ７１，８５３ 

  貸倒引当金                                       △  １，０８５ 

          流動資産合計                                       １，１２９，５０９① 

Ⅱ 固 定 資 産 

(1) 有形固定資産 各合計金額欄は、円単位の金額でそれぞれ合計した後、千円未満切り捨て（千円単位）で表記します。 

建物・構築物    取得価額を書きます。        ３５，５５０     

        減価償却累計額                        △  １，８２８           ３３，７２２ 

機械・運搬具                               １３，２３５     残存価額を書きます。 

       減価償却累計額                 △  ４，３２４           ８，９１１ 

工具器具・備品                             ３，５０１ 

       減価償却累計額                        △    ４９９           ３，００２ 

土 地                                                              ４１，７７０ 

リース資産                        

       減価償却累計額            △                         

建設仮勘定                                                                

その他                                      

       減価償却累計額                        △                      

        有形固定資産合計                                                 ８７，４０５② 

(2) 無形固定資産    

特許権                                                                    

借地権                                                                    

のれん                                                                    

リース資産                                    

その他                                                          ２２５ 

       無形固定資産合計                                                    ２２５③ 

資産合計の５％以下の科目のみ合算の上、そ 

の他流動資産として計上できます。５％を超 

える科目については、それぞれ独立して勘定 

科目を設定します。（固定資産、負債の部も同様） 

 

 

・各勘定科目の金額は、千円未満切り捨て（千円単位）で表記。 

・端数処理により「０」となった場合は、「０」と記載 

勘定科目についてはＰ１８８～を参照。 
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(3) 投資その他の資産 

投資有価証券                                                        ３，１０２ 

関係会社株式・関係会社出資金                                        ２，７００ 

長期貸付金                                                                

破産更生債権等          決算期後１年を超えた後処分することになる債権等              

長期前払費用               を計上します｡(保証金､役員保険積立金等)                  

      繰延税金資産                                                              

      その他                         各合計金額欄は、円単位の金額          ８，３７８ 

       貸倒引当金                   それぞれ合計し、千円単位で          △        

       投資その他の資産合計         表示します。(千円単位で表示した          １４，１８０④ 

        固定資産合計               ものを合計するものではありません        １０１，８１０⑤ 

Ⅲ 繰 延 資 産                   ので通常は千円単位での合計とは          ⑤＝②＋③＋④ 

創立費                       一致しません。）                              

開業費                                                                  

株式交付費                                                             

社債発行費                                                              

開発費                                                             

           繰延資産合計                                                     ⑥ 

            資産合計                            ⑦＝①＋⑤＋⑥   １，２３１，３１９⑦ 

負     債     の     部 

Ⅰ 流 動 負 債                  未払消費税はここへ計上します｡ 

        支払手形     買掛金は含みません｡                   １１９，８２５ 

        工事未払金                             １０７，０３４ 

        短期借入金       決済期後１年以内に返済することとなる額を計上             ５，０００ 

    リース債務       します。１年以内に完済するか否かを問いません。                 

    未払金                                                                        

    未払費用                                                   

        未払法人税等                                           ９０ 

       未成工事受入金                                                 １５１，３２０ 

        預り金           完成工事補償､製品保証､修繕等の引当金を記載､その設定       ２，３７９ 

        前受収益         目的を示す名称を付した科目をもって記載します｡ 

                 引当金                                                  

その他               許可要件の流動比率                         

            流動負債合計      特定建設業７５％≦ ①／⑧×100％       ３８５，６５０⑧ 

Ⅱ 固 定 負 債 

        社債            決算期後１年を超えた後に返済する額を計上します｡             

        長期借入金      分割返済の定めがあるものについては､決済期後１年   １５７，７８５ 

    リース債務      以内の分割返済予定額を算定し､これを流動負債               

    （短期借入金）に振り替えなければなりません｡   

     

 

 

当期分として課税される法人税､住民税及び事業

税のうち未払額を計上します。 
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繰延税金負債                                                              

        退職給付 引当金    退職給付引当金等の引当金を記載､その設定目的を示        ２，４０９  

        負ののれん           す名称を付した科目をもって記載します｡                     

        その他                                                            ９，０００  

           固定負債合計                                                １６９，１９５⑨ 

            負債合計                ⑩＝⑧＋⑨         ５５４，８４５⑩ 

 

純   資   産   の   部 

Ⅰ 株 主 資 本                                              

 (1) 資本金                            許可要件の資本金額               ２０，０００⑪ 

 (2) 新株式申込証拠金               特定建設業≧ 20,000千円                     ⑫ 

 (3) 資本剰余金                                                               

    資本準備金                                                               ⑬ 

    その他資本剰余金                                                         ⑭ 

     資本剰余金合計                                 ⑮＝⑬＋⑭             ⑮ 

 (4) 利益剰余金 

    利益準備金                                                          ５，０００⑯ 

    その他利益剰余金 

           準備金                                                      ⑰ 

     別途    積立金                                              ６１５，０００⑱     

繰越利益剰余金     許可要件の欠損比率                            ３６，４７４⑲ 

     利益剰余金合計   特定建設業で(△)がある時  ⑳＝⑯＋⑰＋⑱＋⑲  ６５６，４７４⑳ 

  (5) 自己株式        （｜⑲｜－（⑮＋⑯＋⑰＋                  △        ㉑ 

  (6) 自己株式申込証拠金  ⑱））／⑪×100％≦20％                             ㉒ 

       株主資本合計                    ㉓＝⑪＋⑫＋⑮＋⑳＋㉑＋㉒   ６７６，４７４㉓ 

Ⅱ 評価・換算差額等                                                           

 (1) その他有価証券評価差額金                                                    

 (2) 繰延ヘッジ損益                                                             

 (3) 土地再評価差額金                                                            

      評価・換算差額等合計                                                ㉔ 

Ⅲ 新 株 予 約 権                                                              ㉕ 

       純資産合計                         ㉖＝㉓＋㉔＋㉕          ６７６，４７４㉖ 

       負債純資産合計                     ㉗＝⑩＋㉖＝⑦       １，２３１，３１９㉗ 

 

                                  許可要件の自己資本の額 

                 特定建設業≧40,000千円 

                 一般建設業≧ 5,000千円 

                 5,000千円未満の場合は、5,000千円以上の預金残高証明書等が 

必要となります。 

株主総会又は取締役会の決議により設定さ 

れたものを、その名称を付して計上 
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様式第十六号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

（用紙Ａ４）

損 書益 計 算 　

自 令和元年１０月　１日

至 令和２年　９月３０日

兼業事業における売上高が総売上高の

1/10を超えるときは兼業事業の売上高

及び売上原価を区分して計上します。

↓ （会社名） エム・アイ・イー土木株式会社

Ⅰ 売 上 高 通常は様式第三号の直前３年の各事業年度における工事施工金額と一致します｡ 千円

完成工事高 ８３０，８３４28

兼業事業売上高 建設業以外の売上高を 29 ８３０，８３４30

Ⅱ 売 上 原 価 計上します｡ 30＝28＋29

完成工事原価 ６９５，８６２31

兼業事業売上原価 32 ６９５，８６２33

売上総利益（売上総損失） 33＝31＋32

完成工事総利益（完成工事総損失） １３４，９７２34

兼業事業総利益（兼業事業総損失） 35 １３４，９７２36

Ⅲ 販売費及び一般管理費 36＝34＋35

役員報酬 ３６，０００ ＝30－33

従業員給料手当 工事現場に関与しない職員 ２６，４２６

退職金 等に支払う給与等を計上し

法定福利費 ます｡賞与引当金繰入額は ８，５８４

福利厚生費 ここに計上します｡ １，６８１

修繕維持費 １，２３４

事務用品費 退職給付引当金繰入額は ２，４０４

通信交通費 ここに計上します｡ ２，５０６

動力用水光熱費 ３，４３３

調査研究費

広告宣伝費 １２６

貸倒引当金繰入額

貸倒損失

交際費 ２，１８０

寄付金 １３９

地代家賃 １０，９１０

減価償却費 １５０

開発費償却

租税公課 ７１２

保険料 ６，０１３

雑 費 ６，１３３ １０８，６３８37

営業利益（営業損失） 38＝36－37 ２６，３３４38

損失の場合は△表示

で計上します。
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Ⅳ 営 業 外 収 益

受取利息及び配当金 ４，６１７

その他 １，２６７ ５，８８５39

Ⅴ 営 業 外 費 用

支払利息 １２０

貸倒引当金繰入額

貸倒損失

その他 ９，６４１ ９，７６２40

経常利益（経常損失） ２２，４５７41

Ⅵ 特 別 利 益 41＝38＋39－40

前期損益修正益

その他 固定資産売却益はここに計上します ５１９ ５１９42

Ⅶ 特 別 損 失

前期損益修正損

その他 固定資産売却損はここに計上します ５，５１１ ５，５１１43

税引前当期純利益（税引前当期純損失） 44＝41＋42－43 １７，４６５44

法人税、住民税及び事業税 １８０45

法人税等調整額 46 １８０47

当期純利益（当期純損失） 48＝44－47 １７，２８５48

当期分として課税される法人税、

住民税及び事業税を計上します。

損失の場合は△表示

で計上します。
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＝ 31 

（用紙Ａ４） 

 

完成工事原価報告書 

自令和 ３年 １０月  １日 

至令和 ４年  ９月 ３０日 

 

（会 社 名） エム・アイ・イー土木株式会社       

                                                                              

千円 

Ⅰ 材料費                                                               ９１，８０２ 

Ⅱ 労務費                                                              １０３，３４２  

（うち労務外注費                        ） 

Ⅲ 外注費                                                              ４０６，６３７ 

Ⅳ 経費                                                                 ９４，０７９ 

（うち人件費                    ４５，６１０）         

完成工事原価                                                 ６９５，８６２  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事に従事した直接雇用

の作業員に対する賃金、

給料手当等を計上します。 

・完成工事について発生した材料

費、労務費及び外注費以外の費用 

・完成工事補償引当金繰入額はこ

こに計上します。 

経費のうち工事に要した従業員（工事現場に

おける管理業務に従事した技術、事務職員

等）の給料手当等、退職金（繰入額含む）、法

定福利費等を計上します。 

工事のために直接購入した材料費等 

下請工事契約額を計上（労務費に含め

たものは除く） 

 

工種・工程等の工事の完成を約する契約によ

る支払額であって、その大部分が労務費であ

るものに基づく支払額は、労務費に含めて記

載することができる。 

（※労務費もしくは外注費のいずれかの処理

が可能。労務費に含めた場合には、これらの

支出を区分集計した上で、労務外注費として

労務費の内書表示をする。） 

千円未満の金額表記について 

・各勘定科目の金額は、千円未満切捨て（千円単位）で表記する。 

・各合計金額欄は、円単位までの金額で計算した後、千円未満を切捨て（千円単位）で表記する。 
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会
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法
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２
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第
６

号
に
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定
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大
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社
の
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合
は

、
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万
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単
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を
も

っ
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す
る

こ
と

が
で

き
ま

す
。

こ
の

場
合

、
「（

単
位

・千
円

）」
を

「（
単

位
・百

万
円

）」
と

修
正

し
て

く
だ

さ
い

。
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様式第十七号の二（第四条、第十条、第十九条の四関係）　　　　　　　　　　　

（用紙Ａ４）

（会社名） エム・アイ・イー土木株式会社

注

　１　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　２　重要な会計方針

　 (1)　資産の評価基準及び評価方法 最終仕入原価法

　 (2)　固定資産の減価償却の方法 建物については定額法、その他の資産は定率法

　 (3)　引当金の計上基準

貸倒引当金の計上基準

　一般債権については法人税法の規定による法定繰入率、その他の債権については個々の

債権の回収可能性を勘案して計上している。

　 (4)　収益及び費用の計上基準

工事収益の計上基準

　工期２年以上かつ請負金額１億円以上の工事については工事進行基準、その他の工事

については工事完成基準を適用している。

　 (5)　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 税抜方式

 　(6)　その他貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、注記表作成のための基本となる

　　　重要な事項 該当なし

　３　会計方針の変更 該当なし

　４　表示方法の変更 該当なし

　４－２　会計上の見積り

　５　会計上の見積りの変更

　６　誤謬の訂正 該当なし

　７　貸借対照表関係

   (1)　担保に供している資産及び担保付債務

　　　①担保に供している資産の内容及びその金額

　　　②担保に係る債務の金額

 　(2)　保証債務、手形遡求債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額

 　(3)　関係会社に対する短期金銭債権及び長期金銭債権並びに短期金銭債務及び長期金銭債務

 　(4)　取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対する金銭債権

　　　及び金銭債務

 　(5)　親会社株式の各表示区分別の金額

 　(6)　工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額

　８　損益計算書関係

 　(1)　売上高のうち関係会社に対する部分

 　(2)　売上原価のうち関係会社からの仕入高

 　(3)　売上原価のうち工事損失引当金繰入額

 　(4)　関係会社との営業取引以外の取引高

 　(5)　研究開発費の総額（会計監査人を設置している会社に限る。）

注　　　記　　　表

自　令和　３年１０月　１日

至　令和　４年　９月３０日
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　９　株主資本等変動計算書関係

 　(1)　事業年度末日における発行済株式の種類及び数 普通株式○○○○株

 　(2)　事業年度末日における自己株式の種類及び数 該当なし

 　(3)　剰余金の配当

令和○年○月○日定時株主総会決議　配当総額○○○千円

一株あたり○○○円　利益剰余金を原資とする

 　(4)　事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数　該当なし

　10　税効果会計

　11　リースにより使用する固定資産

　12　金融商品関係

 　(1)　金融商品の状況

 　(2)　金融商品の時価等

　13　賃貸等不動産関係

 　(1)　賃貸等不動産の状況

 　(2)　賃貸等不動産の時価

　14　関連当事者との取引

   取引の内容

種類
会社等の名
称又は氏名

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容 科目
期末残高
（千円）

　　ただし、会計監査人を設置している会社は以下の様式により記載する。

   (1)取引の内容

種類
会社等の名
称又は氏名

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容 取引の内容 取引金額 科目
期末残高
（千円）

 　(2)　取引条件及び取引条件の決定方針

 　(3)　取引条件の変更の内容及び変更が貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容

　15　一株当たり情報

   (1)　一株当たりの純資産額

   (2)　一株当たりの当期純利益又は当期純損失

　16　重要な後発事象

　17　連結配当規制適用の有無

　17－２　収益認識関係

　17－３　国際最低課税額に対する法人税等 該当なし

　18　その他 該当なし

（注意）
この記載例は、株式会社のうち会計
監査人なしで、かつ株式譲渡制限会
社の例です。
（会社の形態によって記載する箇所
が異なりますので、次ページの記載
要領をご確認ください。）
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記載要領

　１　記載を要する注記は、以下のとおりとする。

株式譲渡
制限会社

○ × × ×

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

○ × × ×

○ × × ×

○ ○ ○ ○

○ ○ × ×

○ ○ × ×

○ ○ ○ ×

○ ○ × ×

○ ○ × ×

○ ○ × ×

○ ○ × ×

○ ○ × ×

○ ○ × ×

○ ○ × ×

○ × × ×

○ × × ×

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ ○

【凡例】○･･･記載要、×･･･記載不要

◇　上記記載事項で該当事項がない場合においては、「該当なし」と記載してください。

５　会計上の見積りの変更

６　誤謬の訂正

９　株主資本等変動計算書関係

持分会社

１　継続企業の前提に重要な疑義を生じ
　させるような事象又は状況

２　重要な会計方針

７　貸借対照表関係

会計監査人なし
公開会社

10　税効果会計

４　表示方法の変更

８　損益計算書関係

３　会計方針の変更

４－２　会計上の見積り

株　式　会　社
会計監査
人設置会
社

13　賃貸等不動産関係

17　連結配当規制適用の有無

11　リースにより使用する固定資産

14　関連当事者との取引

15　一株当たり情報

16　重要な後発事象

17-3　国際最低課税額に対する法人税等

12　金融商品関係

17-2　収益認識関係

18　その他
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様式第十八号

様式第十九号

令和　４年　１２月　３１日

（商号または名称） 三重土木工業

損 益 計 算 書

財　務　諸　表
（個　人　用）

貸 借 対 照 表

財務諸表を提出する場合、

本様式も作成してください。
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（個人の場合） 
様式第十八号（第四条、第十条、第十九条の四関係）               （用紙Ａ４） 

貸 借 対 照 表 

令和 ４年１２月３１日現在 

 

（商号又は名称）  三重土木工業        

 

資 産 の 部 

Ⅰ 流動資産                                千円 

現金預金                                               １５，３８４ 

受取手形                                                １，０２０ 

完成工事未収入金                                        ２、４３０ 

有価証券                               

未成工事支出金                      １，６３５ 

材料貯蔵品                                              ３，３００ 

その他                                                    

 貸倒引当金                                        △        

  流動資産合計                                       ２３，７７１ ① 

Ⅱ 固定資産 

建物・構築物                                            ２，１５０ 

機械・運搬具                                            ４，３６６ 

工具器具・備品                                          ３，９２０ 

土地                                                    ４，１３３ 

建設仮勘定                                                    

破産更生債権等                                             

その他                                                    

  固定資産合計                    １４，５７１ ② 

    資産合計                                         ３８，３４３ ③＝①＋② 

負 債 の 部 

Ⅰ 流動負債 

支払手形                                                  ３５８ 

工事未払金                                              ５，２５３ 

短期借入金                                              ４，０９５ 

未払金                                                    ５２０ 

未成工事受入金                                          １，６６０ 

預り金                                                    １２０ 

       引当金                                          

その他                                                    

 

  流動負債合計                                       １２，００７ ④ 

 

 

個人の決算日は毎年 12月 31日です。 

・各勘定科目の金額は、千円未満切り捨て（千円単位）で表記。 

・端数処理により「０」となった場合は、「０」と記載 

完成工事高に計上した請負

代金の未収額を計上します

（売掛金は含みません）。 

円単位の金額を合計し、千円単

位をもって表示します。 

千円単位で表示したものを合計し

ても一致しない場合があります。 

残存価格（減価償却後

の額）を計上します。 

各合計金額欄は、円単位の金額を合

計し、千円単位をもって表示します。 

千円単位で表示したものを合計する

ものではありませんので注意してくだ

さい。 

買掛金は含みません。 

決算期後１年以内に返済す

ることになる額を計上します。 

１年以内に完済するか否かを

問いません。 

賞与引当金、製品保証引当

金等はここへ計上します。 

許可要件の流動比率 

特定建設業 75%≦①／④×100% 

③＝⑨ 

資産合計の 5％以下の科目のみ

合算し計上 

5％を超える科目については、そ

れぞれ独立して勘定科目を設定 

（固定資産、負債の部も同様） 

勘定科目についてはＰ188～を参照。 
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Ⅱ 固定負債 

長期借入金                                             １０，８２４ 

その他                                                    

  固定負債合計                                       １０，８２４ ⑤ 

   負債合計                                         ２２，８３２ ⑥＝④＋⑤ 

 

 

 

 

純 資 産 の 部 

期首資本金                       １５，３９５【1】 

事業主借勘定                                              ４５０【2】 

事業主貸勘定                                        △  ２，４５４【3】 

事業主利益                                              ２，１２０ ⑦＝⑰ 

  純資産合計                                         １５，５１１ ⑧ 

  負債純資産合計                                     ３８，３４３ ⑨＝⑥＋⑧ 

                                        ＝③ 

注 消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法  消費税抜処理 

 

 

 

 

 

 

  純資産合計⑧の計算例 

         ⑧＝【1】＋【2】－【3】＋⑦ 

  １５，５１１ ＝１５，３９５＋４５０－２，４５４＋２，１２０ 

消費税の会計処理方法を書い

てください。 

「消費税抜処理」 

「消費税込処理」 

「免税につき税込処理」等 

許可要件の自己資本の額 

特定建設業≧40,000千円 

一般建設業≧5,000千円 

5,000 千円未満の場合は、5,000 千円以上の預金残高証明書

等が必要となります。 

損失又は欠損の

場合は△表示で

計上します。 

許可要件の欠損比率 

特定建設業で損失（△）がある場合 

20%≧（⑦-（【2】+【3】）/【1】×100% 

許可要件の資本金額 

特定建設業≧20,000千円 

決算期後１年を超えた後に返済する

額を計上します。 

分割返済の定めがあるものについて

は、決算期後１年以内の分割返済予

定額を算定し、これを流動負債（短期

借入金）に振り替えなければなりませ

んので注意してください。 

退職給付引当金

はここに計上し

ます。 
前期の資本合計

を計上します。 

資産の譲渡益等

を計上します。 

資産の譲渡損及

び生活費等を計

上します。 
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⑭＝⑫－⑬ 

⑫＝⑩－⑪ 

（個人の場合） 
様式第十九号（第四条、第十条、第十九条の四関係）               （用紙Ａ４） 

損 益 計 算 書 

 

自 令和 ４年  １月  １日 

至 令和 ４年 １２月 ３１日 

 

（商号又は名称）  三重土木工業        

                                         千円 

Ⅰ 完成工事高                             ５８，９５０ ⑩ 

Ⅱ 完成工事原価 

材料費                    ２１，５１７ 

労務費                     ８，９５６ 

 （うち労務外注費            ） 

外注費                    １２，５００ 

経 費                     ７，５３２   ５０，５０５ ⑪ 

 完成工事総利益（完成工事総損失）                              ８，４４５ ⑫ 

 

 

 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 

従業員給料手当                                １，７２０ 

退職金                                              

法定福利費                                      ２２３ 

福利厚生費                                       １５ 

維持修繕費                                       ４８ 

事務用品費                                       ８９ 

通信交通費                                      ４１６ 

動力用水光熱費                                  １９３ 

広告宣伝費                                       ２６ 

交際費                                          ２１８ 

寄付金                                              

地代家賃                                        ３７８ 

減価償却費                                      ８２７ 

租税公課                                        ８１６ 

保険料                                          ８０３ 

雑 費                                          ３００      ６，０７２ ⑬ 

  営業利益（営業損失）                               ２，３７３ ⑭ 

 

 

 

通常は様式第三号の直

前３年の各事業年度にお

ける工事施工金額の合計

欄の金額と一致します｡ 

工事に従事した直接雇用

の作業員に対する賃金、

給料手当等を計上します｡ 

工事に要した従業員（工事現場における管理業務に

従事した技術、事務職員等）の給料手当等はここに

計上します。 

完成工事補償引当金繰入額はここに計上します。 

工事現場に関与しない職

員等に支払う給与等を計

上します。 

賞与引当金繰入額はここ

に計上します。 

退職給付引当金繰入額、

退職年金掛金はここに計

上します。 

貸倒引当金、債権償却

特別勘定の繰入はここ

に計上します。 

損失の場合は△表示

で計上します。 

兼業事業における売上高が

総売上高の 1/10 を超えるとき

は、兼業事業の売上高及び売

上原価を区分して計上します｡ 

・各勘定科目の金額は、千円未満切り捨て（千円

単位）で表記。 

・端数処理により「０」となった場合は、「０」と記載 

186



 

⑰＝⑭＋⑮－⑯ 

  ＝⑦ 

Ⅳ 営業外収益 

受取利息及び配当金                               ７４ 

その他                                      ２６        １００ ⑮ 

Ⅴ 営業外費用 

支払利息                                         １９６ 

その他                                      １５７      ３５３ ⑯ 

  事業主利益（事業主損失）                                     ２，１２０ ⑰ 

 

 

 

 

 

各種の引当金、準備金の

取崩しはここに計上します｡ 

損失の場合は△表示

で計上します。 

営業外費用の総額が１０％を超える

ものについては、それぞれ当該費用

を明示する科目を用いて計上 

千円未満の金額表記について 

・各勘定科目の金額は、千円未満切捨て（千円単位）で表記する。 

・各合計金額欄は、円単位までの金額で計算した後、千円未満を切捨て（千円単位）で表記する。 
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最終改正　令和4年4月11日国土交通省告示第473号

Ⅰ

現　金

預　金

Ⅱ

(1)

次の建物及び構築物をいう。

社屋、倉庫、車庫、工場、住宅その他の建物及びこれらの附属設備
土地に定着する土木設備又は工作物

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 ・ 構 築 物

建 物
構 築 物

そ の 他 完成工事未収入金以外の未収入金及び営業取引以外の取引によつて生
じた未収入金、営業外受取手形その他決算期後１年以内に現金化できると
認められるもので他の流動資産科目に属さないもの。ただし、営業取引以
外の取引によつて生じたものについては、当初の履行期が１年を超え、又
は超えると認められたものは、投資その他の資産に記載することができる。

貸 倒 引 当 金 受取手形、完成工事未収入金等流動資産に属する債権に対する貸倒見込
額を一括して記載する。

材 料 貯 蔵 品 手持ちの工事用材料及び消耗工具器具等並びに事務用消耗品等のうち未
成工事支出金、完成工事原価又は販売費及び一般管理費として処理され
なかつたもの

短 期 貸 付 金 決算期後１年以内に返済されると認められるもの。ただし、当初の返済期
が１年を超え、又は超えると認められたものは、投資その他の資産（長期貸
付金）に記載することができる。

前 払 費 用 未経過保険料、未経過支払利息、前払賃借料等の費用の前払で決算期後
１年以内に費用となるもの。ただし、当初１年を超えた後に費用となるものと
して支出されたものは、投資その他の資産（長期前払費用）に記載すること
ができる。

〇建設業法施行規則別記様式第15号及び第16号の国土交通大臣の定める勘定科目の
分類を定める件（昭和57年建設省告示1660号）

貸　　借　　対　　照　　表

科　　　　　　　目 摘　　　　　　　　　要

完 成 工 事 未 収 入 金 完成工事高に計上した工事に係る請負代金（税抜方式を採用する場合も
取引に係る消費税額及び地方消費税額を含む。以下同じ。）の未収額。た
だし、このうち破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権で
決算期後１年以内に弁済を受けられないことが明らかなものは、投資その
他の資産に記載する。

有 価 証 券 時価の変動により利益を得ることを目的として保有する有価証券及び決算
期後１年以内に満期の到来する有価証券

未 成 工 事 支 出 金 完成工事原価に計上していない工事費並びに材料の購入及び外注のため
の前渡金及び手付金等

〔 資 産 の 部 〕

流 動 資 産

現 金 預 金
現金、小切手、送金小切手、送金為替手形、郵便為替証書、振替貯金
払出証書等

金融機関に対する預金、郵便貯金、郵便振替貯金、金銭信託等で決算
期後１年以内に現金化できると認められるもの。ただし、当初の履行期
が１年を超え、又は超えると認められたものは、投資その他の資産に記
載することができる。

受 取 手 形 営業取引に基づいて発生した手形債権（割引に付した受取手形及び裏書
譲渡した受取手形の金額は、控除して別に注記する。）。ただし、このうち破
産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権で決算期後１年以
内に弁済を受けられないことが明らかなものは、投資その他の資産に記載
する。
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次の機械装置、船舶、航空機及び車両運搬具をいう。
建設機械その他の各種機械及び装置
船舶及び水上運搬具
飛行機及びヘリコプター
鉄道車両、自動車その他の陸上運搬具

次の工具器具及び備品をいう。

自家用の土地

建設中の自家用固定資産の新設又は増設のために要した支出

他の有形固定資産科目に属さないもの

(2)

有償取得又は有償創設したもの

有償取得したもの（地上権を含む。）

有償取得又は有償創設したもので他の無形固定資産科目に属さないもの

(3)

次の関係会社株式及び関係会社出資金をいう。 

流動資産に記載された短期貸付金以外の貸付金

税効果会計の適用により資産として計上されるもの

Ⅲ

定款等の作成費、株式募集のための広告費等の会社設立費用

開 発 費 新技術の採用、市場の開拓等のために支出した費用（ただし、経常費の性
格をもつものは含まれない。）

開 業 費 土地、建物等の賃借料等の会社成立後営業開始までに支出した開業準備
のための費用

株 式 交 付 費 株式募集のための広告費、金融機関の取扱手数料等の新株発行又は自
己株式の処分のために直接支出した費用

社 債 発 行 費 社債募集のための広告費、金融機関の取扱手数料等の社債発行のため
に直接支出した費用（新株予約権の発行等に係る費用を含む。）

そ の 他 長期保証金等１年を超える債権、出資金（関係会社に対するものを除く。）
等他の投資その他の資産科目に属さないもの

貸 倒 引 当 金 長期貸付金等投資等に属する債権に対する貸倒見込額を一括して記載す
る。

繰 延 資 産

創 立 費

破 産 更 生 債 権 等 完成工事未収入金、受取手形等の営業債権及び貸付金、立替金等のその
他の債権のうち破産債権、再生債権、更生債権その他これらに準ずる債権
で決算期後１年以内に弁済を受けられないことが明らかなもの

長 期 前 払 費 用 未経過保険料、未経過支払利息、前払賃借料等の費用の前払で流動資産
に記載された前払費用以外のもの

繰 延 税 金 資 産

関係会社株式・関係
会社出資金

関 係 会 社 株 式 会社計算規則（平成18年法務省令第13号）第2条第3項第23号
に定める関係会社の株式

関係会社出資金 会社計算規則第2条第3項第23号に定める関係会社に対する
出資金

長 期 貸 付 金

合併、事業譲渡等により取得した事業の取得原価が、取得した資産及び引
き受けた負債に配分された純額を上回る場合の超過額

リ ー ス 資 産 ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主である資産。ただし、無
形固定資産に属するものに限る。

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券 流動資産に記載された有価証券以外の有価証券。ただし、関係会社株式
に属するものを除く。

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

特 許 権

借 地 権

の れ ん

各種の工具又は器具で耐用年数が１年以上かつ取得価額が相
当額以上であるもの（移動性仮設建物を含む。）

備 品 各種の備品で耐用年数が１年以上かつ取得価額が相当額以上
であるもの

土 地

リ ー ス 資 産 ファイナンス・リース取引におけるリース物件の借主である資産。ただし、有
形固定資産に属するものに限る。

機 械 装 置
船 舶
航 空 機
車 両 運 搬 具

工 具 器 具 ・ 備 品
工 具 器 具

機 械 ・ 運 搬 具
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Ⅰ

営業取引に基づいて発生した手形債務

決算期後１年以内に返済されると認められる借入金（金融手形を含む。）

法人税、住民税及び事業税の未払額

前受利息、前受賃貸料等 

Ⅱ

流動負債に記載された短期借入金以外の借入金 

税効果会計の適用により負債として計上されるもの 

役員及び従業員の退職給付に対する引当金

長期未払金等１年を超える負債で他の固定負債科目に属さないもの

Ⅰ

資　　　　本　　　　金

新株式申込証拠金 申込期日経過後における新株式の申込証拠金

そ の 他 資 本 剰 余 金 資本剰余金のうち、資本金及び資本準備金の取崩しによつて生ずる剰余
金や自己株式の処分差益など資本準備金以外のもの

そ の 他

〔 純 資 産 の 部 〕

株 主 資 本

会社法第445条第1項及び第2項、第448条並びに第450条の規定によるも
の

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 会社法第445条第3項及び第4項、第447条並びに第451条の規定によるも
の

繰 延 税 金 負 債

・ ・ ・ 引 当 金 退職給付引当金等の引当金（その設定目的を示す名称を付した科目をも
つて記載すること。）

退 職 給 付 引 当 金

負 の の れ ん 合併、事業譲渡等により取得した事業の取得原価が、取得した資産及び引
き受けた負債に配分された純額を下回る場合の不足額

固 定 負 債

社 債 会社法（平成18年法律第86号）第2条第23号の規定によるもの（償還期限
が１年以内に到来するものは、流動負債に記載すること。）

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務 ファイナンス・リース取引におけるもののうち、流動負債に属するもの以外
のもの

完成工事補償引当金

工 事 損 失 引 当 金 工事原価総額等が工事収益総額を上回る場合の超過額から、
他の科目に計上された損益の額を控除した額に対する引当金

役 員 賞 与 引 当 金 決算日後の株主総会において支給が決定される役員賞与に対
する引当金（実質的に確定債務である場合を除く。）

そ の 他 営業外支払手形等決算期後１年以内に支払又は返済されると認められる
もので他の流動負債科目に属さないもの

預 り 金 営業取引に基づいて発生した預り金及び営業外取引に基づいて発生した
預り金で決算期後１年以内に返済されるもの又は返済されると認められる
もの

前 受 収 益

・ ・ ・ 引 当 金 修繕引当金、完成工事補償引当金、工事損失引当金等の引当金（その設
定目的を示す名称を付した科目をもつて記載すること。）

修 繕 引 当 金 完成工事高として計上した工事に係る機械等の修繕に対する
引当金
引渡しを完了した工事に係る契約不適合を理由とした履行の追
完の請求、損害賠償の請求、代金の減額の請求又は契約の解
除に対する引当金

未 払 法 人 税 等

未 成 工 事 受 入 金 請負代金の受入高のうち完成工事高に計上していないもの

短 期 借 入 金

リ ー ス 債 務 ファイナンス・リース取引におけるもので決算期後１年以内に支払われると
認められるもの

未 払 金 固定資産購入代金未払金、未払配当金及びその他の未払金で決算期後１
年以内に支払われると認められるもの

未 払 費 用 未払給料手当、未払利息等継続的な役務の給付を内容とする契約に基づ
いて決算期までに提供された役務に対する未払額

〔 負 債 の 部 〕

流 動 負 債

支 払 手 形

工 事 未 払 金 工事費の未払額（工事原価に算入されるべき材料貯蔵品購入代金等を含
む。）。ただし、税抜方式を採用する場合も取引に係る消費税額及び地方
消費税額を含む。
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会社法第445条第4項及び第451条の規定によるもの

株主総会又は取締役会の決議により設定されるもの

利益剰余金のうち、利益準備金及び・・・積立金（準備金）以外のもの

会社が所有する自社の発行済株式

申込期日経過後における自己株式の申込証拠金

Ⅱ

Ⅲ

時価のあるその他有価証券を期日末時価により評価替えすることにより生
じた差額から税効果相当額を控除した残額

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 繰延ヘッジ処理が適用されるデリバティブ等を評価替えすることにより生じ
た差額から税効果相当額を控除した残額

土 地 再 評 価 差 額 金
土地の再評価に関する法律（平成10年法律第34号）に基づき事業用土地
の再評価を行つたことにより生じた差額から税効果相当額を控除した残額

新 株 予 約 権 会社法第2条第21号の規定によるものから同法第255条第1項に定める自
己新株予約権の額を控除した残額

（ 準 備 金 ）

繰越利益剰余金

自 己 株 式

自 己 株 式 申 込 証 拠 金

評 価 ・ 換 算 差 額

その他有価証券評価差
額金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

・ ・ ・ 積 立 金
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Ⅰ

Ⅱ

完成工事高として計上したものに対応する工事原価

兼業事業売上高として計上したものに対応する兼業事業の売上原価

売上高から売上原価を控除した額

完成工事高から完成工事原価を控除した額

兼業事業売上高から兼業事業売上原価を控除した額

Ⅲ

慰安娯楽、貸与被服、医療、慶弔見舞等福利厚生等に要する費用

建物、機械、装置等の修繕維持費及び倉庫物品の管理費等

通信費、交通費及び旅費

電力、水道、ガス等の費用

技術研究、開発等の費用

広告、公告又は宣伝に要する費用

得意先、来客等の接待費、慶弔見舞及び中元歳暮品代等

社会福祉団体等に対する寄付

事務所、寮、社宅等の借地借家料

減価償却資産に対する償却額

繰延資産に計上した開発費の償却額

火災保険その他の損害保険料

開 発 費 償 却

租 税 公 課 事業税（利益に関連する金額を課税標準として課されるものを除く。）、事業
所税、不動産取得税、固定資産税等の租税及び道路占用料、身体障害者
雇用納付金等の公課

保 険 料

雑 費 社内打合せ等の費用、諸団体会費並びに他の販売費及び一般管理費の
科目に属さない費用

貸 倒 損 失 営業取引に基づいて発生した受取手形、完成工事未収入金等の債権に対
する貸倒損失。ただし、異常なものを除く。

交 際 費

寄 付 金

地 代 家 賃

減 価 償 却 費

通 信 交 通 費

動 力 用 水 光 熱 費

調 査 研 究 費

広 告 宣 伝 費

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 営業取引に基づいて発生した受取手形、完成工事未収入金等の債権に対
する貸倒引当金繰入額。ただし、異常なものを除く。

法 定 福 利 費 健康保険、厚生年金保険、労働保険等の保険料の事業主負担額及び児童
手当拠出金

福 利 厚 生 費

修 繕 維 持 費

事 務 用 品 費 事務用消耗品費、固定資産に計上しない事務用備品費、新聞、参考図書
等の購入費

役 員 報 酬 取締役、執行役、会計参与又は監査役に対する報酬（役員賞与引当金繰
入額を含む。）

従 業 員 給 料 手 当 本店及び支店の従業員等に対する給料、諸手当及び賞与（賞与引当金繰
入額を含む。）

退 職 金 役員及び従業員に対する退職金（退職年金掛金を含む。）。ただし、退職給
付に係る会計基準を適用する場合には、退職金以外の退職給付費用等の
適当な科目により記載すること。なお、いずれの場合においても異常なもの
を除く。

（ 売 上 総 損 失 ）

完 成 工 事 総 利 益
（ 完 成 工 事 総 損 失 ）

兼 業 事 業 総 利 益
（ 兼 業 事 業 総 損 失 ）

販売費及び一般管理費

兼 業 事 業 売 上 高 建設業以外の事業（以下「兼業事業」という。）を併せて営む場合における
当該事業の売上高

売 上 原 価

完 成 工 事 原 価

兼 業 事 業 売 上 原 価

売 上 総 利 益

損　　益　　計　　算　　書

科　　　　　　　目 摘　　　　　　　　　要

売 上 高

完 成 工 事 高 工事進行基準により収益に計上する場合における期中出来高相当額及び
工事完成基準により収益に計上する場合における最終総請負高（請負高
の全部又は一部が確定しないものについては、見積計上による請負高。）
又は会社が顧客との契約の義務の履行の状況に応じて当該契約から生ず
る収益を認識する場合における工事契約に係る収益。ただし、税抜方式を
採用する場合は取引に係る消費税額及び地方消費税額を除く。
なお、共同企業体により施工した工事については、共同企業体全体の完成
工事高に出資の割合を乗じた額又は分担した工事額を計上する。
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売上総利益（売上総損失）から販売費及び一般管理費を控除した額

Ⅳ

次の受取利息、有価証券利息及び受取配当金をいう。 

公社債等の利息及びこれに準ずるもの
株式利益配当金（投資信託収益分配金、みなし配当を含む。）  

受取利息及び配当金以外の営業外収益で次のものをいう。
売買目的の株式、公社債等の売却による利益
他の営業外収益科目に属さないもの  

V　

次の支払利息及び社債利息をいう。 
借入金利息等
社債及び新株予約権付社債の支払利息  

繰延資産に計上した創立費の償却額
繰延資産に計上した開業費の償却額
繰延資産に計上した株式交付費の償却額
繰延資産に計上した社債発行費の償却額
売買目的の株式、公社債等の売却による損失

他の営業外費用科目に属さないもの  

VI　

VII　

法人税、住民税及び事業税 当該事業年度の税引前当期純利益に対する法人税等（法人税、住民税及
び利益に関する金額を課税標準として課される事業税をいう。以下同じ。）
の額並びに法人税等の更正、決定等による納付税額及び還付税額

法 人 税 等 調 整 額
税効果会計の適用により計上される法人税、住民税及び事業税の調整額

当 期 純 利 益 税引前当期純利益（税引前当期純損失）から法人税、住民税及び事業税を
控除し、法人税等調整額を加減した額とする。（ 当 期 純 損 失 ）

前 期 損 益 修 正 損 前期以前に計上された損益の修正による損失。ただし、金額が重要でない
もの又は毎期経常的に発生するものは、経常利益（経常損失）に含めるこ
とができる。

そ の 他 固定資産売却損、減損損失、災害による損失、投資有価証券売却損、固定
資産圧縮記帳損、損害賠償金等異常な損失。ただし、金額が重要でないも
の又は毎期経常的に発生するものは、経常利益（経常損失）に含めること
ができる。

税 引 前 当 期 純 利 益 経常利益（経常損失）に特別利益の合計額と特別損失の合計額を加減した
額（ 税 引 前 当 期 純 損 失 ）

特 別 利 益

前 期 損 益 修 正 益 前期以前に計上された損益の修正による利益。ただし、金額が重要でない
もの又は毎期経常的に発生するものは、経常利益（経常損失）に含めるこ
とができる。

そ の 他 固定資産売却益、投資有価証券売却益、財産受贈益等異常な利益。ただ
し、金額が重要でないもの又は毎期経常的に発生するものは、経常利益
（経常損失）に含めることができる。

特 別 損 失

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損 会社計算規則第5条第3項第1号及び同条第6項の規定により時

価を付した場合に生ずる有価証券の評価損
雑 支 出

経 常 利 益 営業利益（営業損失）に営業外収益の合計額と営業外費用の合計額を加
減した額（ 経 常 損 失 ）

そ の 他 支払利息、貸倒引当金繰入額及び貸倒損失以外の営業外費用で次のもの
をいう。

創 立 費 償 却
開 業 費 償 却
株 式 交 付 費 償 却
社 債 発 行 費 償 却

支 払 利 息
支 払 利 息
社 債 利 息

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 営業取引以外の取引に基づいて発生した貸付金等の債権に対する貸倒引
当金繰入額。ただし、異常なものを除く。

貸 倒 損 失 営業取引以外の取引に基づいて発生した貸付金等の債権に対する貸倒損
失。ただし、異常なものを除く。

有 価 証 券 利 息
受 取 配 当 金

そ の 他
有 価 証 券 売 却 益
雑 収 入

営 業 外 費 用

営 業 利 益
（ 営 業 損 失 ）

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
受 取 利 息 預金利息及び未収入金、貸付金等に対する利息。ただし、有価

証券利息に属するものを除く。

193



経費のうち従業員給料手当、退職金、法定福利費及び福利厚生費 　 （う　 ち　 人　 件　 費）

　 （う ち 労 務 外 注 費） 労務費のうち、工種・工程別等の工事の完成を約する契約でその大部分が
労務費であるものに基づく支払額

外　　　　　　注　　　　　　費 工種・工程別等の工事について素材、半製品、製品等を作業とともに提供
し、これを完成することを約する契約に基づく支払額。ただし、労務費に含
めたものを除く。

経　　　　　　　　　　　　　 費 完成工事について発生し、又は負担すべき材料費、労務費及び外注費以
外の費用で、動力用水光熱費、機械等経費、設計費、労務管理費、租税公
課、地代家賃、保険料、従業員給料手当、退職金、法定福利費、福利厚生
費、事務用品費、通信交通費、交際費、補償費、雑費、出張所等経費配賦
額等

完　成　工　事　原　価　報　告　書

科　　　　　　　目 摘　　　　　　　　　要

材　　　　　　料　　　　　　費 工事のために直接購入した素材、半製品、製品、材料貯蔵品勘定等から振
り替えられた材料費（仮設材料の損耗額等を含む。）

労　　　　　　務　　　　　　費 工事に従事した直接雇用の作業員に対する賃金、給料及び手当等。工種・
工程別等の工事の完成を約する契約でその大部分が労務費であるもの
は、労務費に含めて記載することができる。
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様式第十五号

様式第十六号

様式第十七号

様式第十七号の二

（ 様式第十七号の三 ）

自　　令和　　　年　　月　　日

事業年度

至　　令和　　　年　　月　　日

(会社名) 　エム・アイ・イー土木株式会社

完 成 工 事 原 価 報 告 書

株主資本等変動計算書

注 記 表

附 属 明 細 表

財　務　諸　表
（法　人　用）

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 書

決算未到来

法人設立又は事業開始してから一度も決算期が到来していない場合（決算未到来）、

又は第１期目の決算期は到来しているものの、決算が確定していない場合（決算未確定）

であっても、財務諸表の作成は必要です。

決算期が到来していない場合は、

「決算未到来」と記入してください。

また、決算期は到来しているものの

決算が確定していない場合は「決算

未確定」と記入してください。
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様式第十五号（第四条、第十条、第十九条の四関係）

貸　　　借　　　対　　　照　　　表
現在

（会社名）

資　産　の　部

Ⅰ　流　動　資　産 千円
　    　現金預金 5,000
　    　受取手形

　　　　完成工事未収入金

　　　　有価証券

　　　　未成工事支出金

　　　　材料貯蔵品

　　　　短期貸付金

　　　　前払費用

　　　　その他

　　　　　貸倒引当金　　 △

　　　　　　流動資産合計 5,000

Ⅱ　固　定　資　産

　(1) 有形固定資産

　　　　建物・構築物

　　　　　減価償却累計額　 △

　　　　機械・運搬具

　　　　　減価償却累計額 △

　　　　工具器具・備品

　　　　　減価償却累計額 △

　　　　土　地

　　　　リース資産

　　　　　減価償却累計額 △

　　　　建設仮勘定

　　　　その他

 　　　　 減価償却累計額 △

  　　　　有形固定資産合計

　(2) 無形固定資産

　　　　特許権

　　　　借地権

　　　　のれん

令和　４年　１月　１日

エム・アイ・イー土木株式会社

決算未到来

設立時点の開始貸借

対照表を作成します。
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様式第十六号（第四条、第十条、第十九条の四関係） （用紙Ａ４）

（会社名）

Ⅰ 売上高 千円

完成工事高

兼業事業売上高

Ⅱ 売上原価

完成工事原価

兼業事業売上原価

売上総利益（売上総損失）

完成工事総利益（完成工事総損失）

兼業事業総利益（兼業事業総損失）

Ⅲ 販売費及び一般管理費

役員報酬

従業員給与手当

退職金

法定福利費

福利厚生費

修繕維持費

事務用品費

通信交通費

動力用水光熱費

調査研究費

広告宣伝費

貸倒引当金繰入額

貸倒損失

交際費

寄付金

地代家賃

減価償却費

開発費償却

租税公課

保険料

雑費

営業利益（営業損失）

損　　　益　　　計　　　算　　　書

自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

エム・アイ・イー土木株式会社

決算未到来

決算期が到来していない場合は、

決算未到来と記入してください。
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（用紙Ａ４）

（会社名）

千円

Ⅰ 材料費

Ⅱ 労務費

（うち労務外注費 ）

Ⅲ 外注費

Ⅳ 経費

（うち人件費 ）

完成工事原価

完　成　工　事　原　価　報　告　書

自　令和　　年　　月　　日

至　令和　　年　　月　　日

エム・アイ・イー土木株式会社

決算未到来

決算期が到来していない場合は、

決算未到来と記入してください。
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様式第十七号の二（第四条、第十条、第十九条の四関係）　　　　　　　　　　　
（用紙Ａ４）

（会社名） エム・アイ・イー土木株式会社

注
　１　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況
　２　重要な会計方針
　 (1)　資産の評価基準及び評価方法 該当なし
　 (2)　固定資産の減価償却の方法 該当なし
　 (3)　引当金の計上基準 該当なし
　 (4)　収益及び費用の計上基準 該当なし
　 (5)　消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理の方法 税込方式によっている
 　(6)　その他貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、注記表作成のための基本となる
　　　重要な事項 該当なし
　３　会計方針の変更 該当なし
　４　表示方法の変更 該当なし
　４－２　会計上の見積り
　５　会計上の見積りの変更 該当なし
　６　誤謬の訂正 該当なし
　７　貸借対照表関係
   (1)　担保に供している資産及び担保付債務
　　　①担保に供している資産の内容及びその金額
　　　②担保に係る債務の金額
 　(2)　保証債務、手形遡求債務、重要な係争事件に係る損害賠償義務等の内容及び金額
 　(3)　関係会社に対する短期金銭債権及び長期金銭債権並びに短期金銭債務及び長期金銭債務
 　(4)　取締役、監査役及び執行役との間の取引による取締役、監査役及び執行役に対する金銭債権
　　　及び金銭債務
 　(5)　親会社株式の各表示区分別の金額
 　(6)　工事損失引当金に対応する未成工事支出金の金額
　８　損益計算書関係
 　(1)　売上高のうち関係会社に対する部分
 　(2)　売上原価のうち関係会社からの仕入高
 　(3)　売上原価のうち工事損失引当金繰入額
 　(4)　関係会社との営業取引以外の取引高
 　(5)　研究開発費の総額（会計監査人を設置している会社に限る。）
　９　株主資本等変動計算書関係
 　(1)　事業年度末日における発行済株式の種類及び数
 　(2)　事業年度末日における自己株式の種類及び数
 　(3)　剰余金の配当
 　(4)　事業年度末において発行している新株予約権の目的となる株式の種類及び数
　10　税効果会計
　11　リースにより使用する固定資産
　12　金融商品関係
 　(1)　金融商品の状況
 　(2)　金融商品の時価等
　13　賃貸等不動産関係
 　(1)　賃貸等不動産の状況
 　(2)　賃貸等不動産の時価
　14　関連当事者との取引
   取引の内容

種類
会社等の名
称又は氏名

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容 科目
期末残高
（千円）

　　ただし、会計監査人を設置している会社は以下の様式により記載する。
   (1)取引の内容

種類
会社等の名
称又は氏名

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容 取引の内容 取引金額 科目
期末残高
（千円）

 　(2)　取引条件及び取引条件の決定方針
 　(3)　取引条件の変更の内容及び変更が貸借対照表、損益計算書に与える影響の内容
　15　一株当たり情報
   (1)　一株当たりの純資産額
   (2)　一株当たりの当期純利益又は当期純損失
　16　重要な後発事象
　17　連結配当規制適用の有無
　17－２　収益認識関係
　17－３　国際最低課税額に対する法人税等 該当なし
　18　その他 該当なし

注　　　記　　　表
自　令和　　年　　月　　日
至　令和　　年　　月　　日

決算未到来

決算期が到来していない場合は、

決算未到来と記入してください。
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記載要領

賞
罰

　な  し

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

伊賀営業所設置

三重土木（株）に商号変更　　

エム・アイ・イー土木（株）に商号変更

資本金の増資　資本金20,000千円

営業の再開等を記載すること。

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　な  し

平成　２０年　　９月　１５日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

（用紙Ａ４）

営　　業　　の　　沿　　革

昭和  ５８年　　１月　　１日

様式第二十号（第四条関係）

１

　「建設業の登録及び許可の状況」の欄は、建設業の最初の登録及び許可等（更新を除く。）について記載すること。２

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

建
設
業
の
登
録
及
び
許
可
の
状
況

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

平成　２０年　　９月　　１日

　年  　　月　　　日

３

三重土木（有）設立　資本金10,000千円

創
業
以
後
の
沿
革

平成　　３年　　４月　　１日

平成　２０年　　４月　　１日

　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　「創業以後の沿革」の欄は、創業、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業の休止、

例１ 通常の許可申請の場合

建設業の登録又は許可がある場合は、登録又は
許可番号、業種、年月日を書きます。

申請する以前に一度も登録又は許可がなければ、
書く必要がありません。

新規、般・特新規、業種追加、許可の有効期間の
調整（許可の一本化）、許可の失効及び廃業等に
ついて記入してください。

なお、更新については記入不要ですが、 「業種追
加＋更新」などや一本化の場合は省略できませ
ん。

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこ
と、その他の賞罰についても記載します。
（例）○○法違反 罰金○万円

△△法違反 営業停止３日

公共入札等に係る指名停止等は含みません。
（「等」には、入札参加資格停止も含まれます。）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

事業（建設業以外の業を含む。）を開始し
た年月日を記載する （法人の場合は法人
設立日、個人の場合は開業日）。
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記載要領

平成　１４年　　４月　　１日

　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　「創業以後の沿革」の欄は、創業、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業の休止、１

　「建設業の登録及び許可の状況」の欄は、建設業の最初の登録及び許可等（更新を除く。）について記載すること。２

３

昭和　４８年　１０月　　１日

平成　１９年　　８月　１５日

　年  　　月　　　日

（用紙Ａ４）

営　　業　　の　　沿　　革

昭和  ３４年　　１月　　１日

様式第二十号（第四条関係）

三重土木工業　創業

創
業
以
後
の
沿
革

昭和　５６年　　４月　　１日

平成　１８年　　９月　　１日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

昭和　４６年　１０月　　１日

昭和　５６年　　５月　１０日

昭和　５８年  　６月　２４日

平成　　７年　  ６月　１０日

昭和　５９年　　５月　１０日

　年  　　月　　　日

賞
罰

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

建
設
業
の
登
録
及
び
許
可
の
状
況

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

許可更新・一本化（般－５９）第９９９９９号　土、建、と、管、舗

三重土木（有）設立　本店及び伊賀営業所設置　資本金20,000千円

三重土木（株）に組織変更　　

エム・アイ・イー土木（株）に商号変更

資本金の増資　資本金30,000千円

法人成り新規許可（般－５６）第９９９９９号　土、と、舗

業種追加（般－５８）第９９９９９号　建、管

営業の再開等を記載すること。

一部廃業（般－５）第９９９９９号　管

　な  し

最初の新規許可（般－４８）第９９９９９号　土、と、舗

最初の建設業登録（ヘ）第８８８８８号　土、と、舗

例２ 法人成をした場合

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこと、

その他の賞罰についても記載します。

（例）○○法違反 罰金○万円

△△法違反 営業停止３日

公共入札等に係る指名停止等は含みません。

（「等」には、入札参加資格停止も含まれます。）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

事業（建設業以外の業を含む。）を開始し
た年月日を記載する （法人の場合は法人
設立日、個人の場合は開業日）。

「創業以後の沿革」欄において当該事業主の沿革を記載し、

法人成をした旨の沿革を記載する。

また、「建設業の登録及び許可の状況」欄において当該事
業主の登録及び許可に係る沿革を記載する。

建設業の登録又は許可がある場合は、登録又

は許可番号、業種、年月日を書きます。

新規、般・特新規、業種追加、許可の有効期間

の調整（許可の一本化）、許可の失効及び廃

業等について記入してください。

なお、更新については記入不要ですが、 「業種

追加＋更新」などや一本化の場合は省略でき

ません。
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（用紙Ａ４）

営　　業　　の　　沿　　革

昭和  ３４年　　１月　　１日

様式第二十号（第四条関係）

三重土木工業　創業

創
業
以
後
の
沿
革

平成　１１年　　５月　　１日

平成　１２年　　９月　　１日

　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　「創業以後の沿革」の欄は、創業、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業の休止、１

　「建設業の登録及び許可の状況」の欄は、建設業の最初の登録及び許可等（更新を除く。）について記載すること。２

３

営業の再開等を記載すること。

　　　　年  　　月　　　日

　　　　年  　　月　　　日

昭和　４６年　  ８月　１０日

昭和　４８年　　８月　１０日

平成　１２年　１２月　　３日

　　　　年  　　月　　　日

平成　１４年　　１月　　１日

　　　　年  　　月　　　日

　　　　年  　　月　　　日

　　　　年  　　月　　　日

最初の建設業登録（ヘ）第８８８８８号　土、と

平成　１１年　　５月　１５日

賞
罰

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

建
設
業
の
登
録
及
び
許
可
の
状
況

平成　１４年　　３月　　１日

　　　　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

営業の休止

営業の再開

事業承継

全部廃業（般－９）第９９９９９号　土、と

最初の新規許可（般－４８）第９９９９９号　土、と

新規許可（般－１２）第０００００号　土、と

新規許可（般－１３）第０００００号　土、と

　な  し

例３ 事業承継による場合

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんの

こと、その他の賞罰についても記載します。

（例）○○法違反 罰金○万円

△△法違反 営業停止３日

公共入札等に係る指名停止等は含みません。

（「等」には、入札参加資格停止も含まれます。）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

建設業の登録又は許可がある場合は、登録又は許可番号、

業種、年月日を書きます。
新規、般・特新規、業種追加、許可の有効期間の調整（許可

の一本化）、許可の失効及び廃業等について記入してくださ

い。
なお、更新については記入不要ですが、 「業種追加＋更新」な

どや一本化の場合は省略できません。

事業（建設業以外の業を含む。）を開始
した年月日を記載する （法人の場合は
法人設立日、個人の場合は開業日）。

「事業承継」の場合は、「創業以後の沿革」欄において前事

業主の沿革を記載し、事業承継をした旨の沿革を記載する。

また、「建設業の登録及び許可の状況」欄において前事業主
の登録及び許可に係る沿革を記載する。
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　な  し

新規許可（般－６）第９９９９９号　土、と、舗

資本金の増資　資本金20,000千円

エム・アイ・イー土木（株）に商号変更

建設業許可未更新のため失効

最初の建設業許可（般ー３）第８８８８８号　土、と、舗

賞
罰

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

建
設
業
の
登
録
及
び
許
可
の
状
況

　　　　年  　　月　　　日

　　　　年  　　月　　　日

　　　　年  　　月　　　日

　　　　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

平成　３年　１０月　２０日

平成　６年　１０月　２０日

平成　６年　１２月　１５日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　年  　　月　　　日

　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

　「創業以後の沿革」の欄は、創業、商号又は名称の変更、組織の変更、合併又は分割、資本金額の変更、営業の休止、１

　「建設業の登録及び許可の状況」の欄は、建設業の最初の登録及び許可等（更新を除く。）について記載すること。２

３

営業の再開等を記載すること。

（用紙Ａ４）

営　　業　　の　　沿　　革

平成　　３年　　４月　　１日

様式第二十号（第四条関係）

三重土木（株）設立　資本金10,000千円

創
業
以
後
の
沿
革

平成　　５年　　４月　　１日

平成　１８年　　９月　　１日

例４ 許可を一時失効した後、再度取得した場

建設業法の行政処分及び行政罰はもちろんのこ
と、その他の賞罰についても記載します。
（例）○○法違反 罰金○万円

△△法違反 営業停止３日

公共入札等に係る指名停止等は含みません。

（「等」には、入札参加資格停止も含まれます。）

賞罰がなければ「なし」と書きます。

事業（建設業以外の業を含む。）を開始
した年月日を記載する （法人の場合は
法人設立日、個人の場合は開業日）。

建設業の登録又は許可がある場合は、登録又
は許可番号、業種、年月日を書きます。

新規、般・特新規、業種追加、許可の有効期間
の調整（許可の一本化）、許可の失効及び廃業
等について記入してください。

なお、更新については記入不要ですが、 「業種
追加＋更新」などや一本化の場合は省略できま
せん。
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未加入

所　　属　　年　　月　　日

様式第二十号の二（第四条関係） （用紙Ａ４）

所　　属　　建　　設　　業　　者　　団　　体

団　　体　　の　　名　　称

団体の名称の欄は、建設業法第２７条の
３７に規程する建設業者の団体の名称を
記載します。

加入していない場合は

「未加入」と書きます｡

三重県の場合は「一般社団法人三重県建設業協会」及び「部落解放同盟
三重県連合会企業部建設部会」が該当
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　２　各金融機関とも、本所、本店、支所、支店、営業所、出張所等の区別まで記載すること。　　

　　（例　○○銀行○○支店）

　１　「政府関係金融機関」の欄は、独立行政法人住宅金融支援機構、株式会社日本政策金融公庫、株式会社日本政策投資銀行等について記載すること。

そ の 他 の 金 融 機 関政 府 関 係 金 融 機 関
普 通 銀 行
長 期 信 用 銀 行

○○銀行　県庁支店 ○○信用金庫　県庁支店

様式第二十号の三（第四条関係） （用紙Ａ４）

主 　要　 取　 引　 金　 融 　機 　関　 名

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫
信 用 金 庫 ・ 信 用 協 同 組 合

政府関係金融機関は、
(株)日本政策金融公庫、(株)国際協力銀行、
沖縄振興開発金融公庫、(株)日本政策投資銀行、
株式会社商工組合中央金庫について記載します。

本店、支店、営業所、出張所等の
区分まで書きます。

農業協同組合、
漁業協同組合等
があります。
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第 10号様式 

収 入 証 紙 納 付 書 

納 付 年 月 日 令和 ○○ 年 △△ 月 □□ 日 

 

 

 

 

 

 

使 用 料 等 の 名 称 

建設業許可（新規、更新、業種追加）申請手数料 

建設業許可を受けていることの証明又は確認手数料 

経営事項審査申請書の提出済証明手数料 

経営事項審査申請書の原本証明手数料 

浄化槽工事業登録（新規、更新）申請手数料 

経営規模等評価手数料 

総合評定値通知手数料 

解体工事業登録（新規、更新）申請手数料 

使 用 料 等 の 金 額  ￥９０，０００ 

収入証紙ちょう付欄 

納 

 

入 

 

者 

住 所 三重県津市桜橋３丁目４６６番３４号 

商号又は 

名 称 

氏 名 

エム・アイ・イー土木株式会社 

代表取締役 三重太郎 

摘

要 
 令和 ○○年 △△月 □□日の申請にかかる使用（手数）料である。 

備考 １ 収入証紙は、納入者において消印しないこと。 

   ２ １件ごとに別紙とすること。 

   ３ 収入証紙は、高額証紙を使用し、枚数をなるべく少なくすること。 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

三重県収入証紙 

￥１０，０００ 

該当する箇所に〇

をつけてくださ

い。 

P84 記載の所定の金額の「三重県収入証紙」(収入印紙ではありません。)

を貼り付けて納入してください。 
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１０．認可申請書の記載例 

 

  認可申請による場合には、次ページ以降の記載例を参考に申請書を作成してくださ

い。 

 なお、一般的注意事項については、許可申請書の記載（P124～）と同じになります 

が、以下の点にご注意ください。 

 

【様式第二十二号の５、７、８、１０：別紙一（役員等の一覧表）】 

 ※申請時点の役員等（５％以上の株主を含む。）及び承継日において役員等となる者

全てを記載してください。（申請時点で役員等に就任していない者も記載する。） 

 

【様式第二十二号の５、７、８、１０：別紙三（営業所技術者等一覧表）】 

 ※承継日において営業所技術者等となる者を記載してください。（認可申請時点では

入社していない場合も記載する。） 
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

059－227-8993

　　　不動産業

三重県津市広明町13番地
三重県組株式会社

　　　　三重県津市桜橋3丁目446番地34号

25,000,000円

三重県 津市

3 5 7

認 可 申 請 時 に お い
て 許 可 を 受 け て
い る 建 設 業

3 5

譲 渡 及 び 譲 受 け 後 に
営 業 し よ う と す る
建 設 業

2

3 5 6 10 15 20

22

30

０ ８ 2

251510

3 5 10 15 20

9 号第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）
三重県知事 特

引き続き使用する許可
番 号

０ ６ 2 4

個 人 の 氏 名 －
太 郎

3 5 10
支配人の氏名

代 表 者 又 は
１ ２ 津

タ ロ ウ
代 表 者 又 は 個 人
の 氏 名 の フ リ ガ ナ

１ １ ツ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

（ 株 ）イ ・ イ ー 土 木１ ０ エ ム ・ ア

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

０ ５

＜譲受人に関する事項＞

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ エ

1 日０ ３

会社事業の整理
０ ４

令和 0 4 年 0 4 月 0

ム ア イ イ

1

屋

ー ド

2

譲 渡 及 び 譲 受 け
の 理 由

譲 渡 及 び 譲 受 け
の 価 格

７

ボ ク

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

　　　　　　エム・アイ・イー土木株式会社

譲渡人申請者 　　　　　　　　代表取締役　三重　太郎　　　　
地方整備局長

令和○○年△△月□□日

項 番

商 号 又 は 名 称

譲 渡 及 び 譲 受 け
年 月 日

令和

15

年

月

知事

０ １

5

特

大臣

3

コード

三重県知事 譲受人
北海道開発局長

許可 （

殿

）

０

（用紙Ａ４）

譲　渡　及　び　譲　受　け　認　可　申　請　書

この申請書により、建設業の譲渡及び譲受けの認可を申請します。

1０

様式第二十二号の五（第十三条の二関係）

1０

（第１面）

　　　　　　　　代表取締役　津　太郎　　　　

日
国土交通大臣

10

号

11

知事
年第

般
－

5

日月

7

０

０

3

２ 令和

2 2 2 2

0

0

ガしゆ管 タ 鋼 舗 板筋土 建 大 左 と 石 電 清絶 通 園 井 具 水 消塗 防 内 機

5

３ 2 4

（用紙Ａ４）

コード
知事

3

0

13

2

1

大臣

許 可 番 号

認 可 申 請 年 月 日

譲 渡 及 び 譲 受 け 後
の 主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3

１

4

1 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15 20

１ ４ 桜 橋 3 － 4 6 － 3 4

0 0 0 3 － 5 2 00 5 9 － 2

フ ァ ッ ク ス 番 号

郵 便 番 号 １ ５ 5 4 －

5

電 話 番 号3

3 4 5 10

10 11 13 15

許 可 番 号 １ ８ 2 4
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）
三重県知事 特

第 0 9 9 9 9 9 号 令和 0 1 年 0 1 日

35 40

13 15

2

25 30

譲 渡 及 び 譲 受 け 後
の 主 た る 営 業 所 の
所 在 地 23

法 人 又 は 個 人 の 別 １ ６ 1 0

20 25

0 0 0 （千円） 5 0

月

1

3 建設業以外に行つている営業の種類

0 2 0 2

１ ７ 1 （

0402

）

9

兼 業 の 有 無

3 5

00

大臣 コード
知事

10

0（ ）

0 1

１.一般

２.特定

１.一般

２.特定

譲渡の当事者となる全ての者の連署が必要です。
許可を有していない者に譲渡により権利義務を承
継させる場合も記載が必要です。

太枠内は記入しないで
ください。

注記（コメント表記）のない箇所については建設業許可申請書（記載
例P124）と同じ要領で作成ください。

事業譲渡契約で定めた効力が発生する日を記載してください。

事業譲渡の理由を簡潔に記載してください。

事業譲渡契約で定めた譲渡の対価を記載してくださ
い。

0 1

認可後に使用する許可番号を記載してください。

承継後に譲受人が有することになる許可業種につ

いて記載してください。

申請時点で譲受人が有している許可業種について
記載してください。譲受人が有していない場合は空
欄となります。

申請時点で譲受人が有している許可について記載
してください。譲受人が許可を有していない場合は
空欄となります。
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解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第2号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。

連絡先

三重県 津市

059－224-3290

－

153 5 6 10 20

5年 01 1 1 1 1 1 月 3 0 日
三重県知事 特

号 令和 0 1許可 （
般

－ ） 第

11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 2 4
国土交通大臣

大臣 コード
知事

3 5 10

兼 業 の 有 無 ２ ８ 2 （

3 建設業以外に行つている営業の種類
）

0 0 10 00 0 0 04 0 0 0 2 4 0 0

25

法 人 又 は 個 人 の 別 ２ ７ 1 （千円） 5（ ）

13 15 203 4 5 10

0

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 4 － 2 6 6電 話 番 号 0 5 9 － 24 － 8 5 7 0郵 便 番 号 ２ ６ 5 1

23 25 30 35 40

3

3 5 10 15 20

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ５ 広 明

2

＜譲渡人に関する事項＞

3 5 10 15 20

エ
代 表 者 又 は 個 人
の 氏 名 の フ リ ガ ナ

２ ２ ミ

清

22 1 2

ミ

舗 防 園

２ ０

１ ９

5 10 15 20

エ ケ ン グ ミ

23 25 30 35 40

2010 153

１

5

三 重 県 組 株

23 25 30 35 40

タ ロ ウ

町

3 5 10
支配人の氏名

三
－

太 郎
個 人 の 氏 名

重
代 表 者 又 は

２ ３

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3

２ ４ 2

（第２面）

市区町村名4 2 0 1 都道府県名

5

1

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称 ２ ）

大 電

2

（

しゆ土
譲 り 渡 す
建 設 業

3

ファックス番号　　059－227-8993

所属等　　　総務課 氏名　　三重　一郎 電話番号　　059－223-5200

管 タ 具 水 消機屋 板 ガ 塗建 左 と 石 通 井絶鋼 筋 内

0 1

１.一般

２.特定

申請時点で譲渡人が有している許可業種について記載
してください。

申請時点で譲渡人が有している許可について記載
してください。
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

059－224-3290

－

三重県津市広明町13番地
三重県組　　　　

三重県津市広明町13番地

0円

三重県 津市

3 5 7

認 可 申 請 時 に お い
て 許 可 を 受 け て
い る 建 設 業

3 5

譲 渡 及 び 譲 受 け 後 に
営 業 し よ う と す る
建 設 業

3 5 6 10 15 20

30

０ ８

251510

3 5 10 15 20

9 号第 0 9 9 9 9
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）
三重県知事 特

引き続き使用する許可
番 号

０ ６ 2 4

個 人 の 氏 名 －
太 郎

3 5 10
支配人の氏名

代 表 者 又 は
１ ２ 三 重

タ ロ ウ
代 表 者 又 は 個 人
の 氏 名 の フ リ ガ ナ

１ １ ミ エ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

（ 株 ）１ ０ 三 重 県 組

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

０ ５

＜譲受人に関する事項＞

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ ミ

1 日０ ３

個人事業の法人化
０ ４

令和 0 4 年 0 5 月 0

エ ケ ン グ

1

屋

ミ

譲 渡 及 び 譲 受 け
の 理 由

譲 渡 及 び 譲 受 け
の 価 格

７

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

三重県組株式会社

譲渡人申請者 　　　　　　　代表　三重　太郎　　　　
地方整備局長

令和○○年△△月□□日

項 番

商 号 又 は 名 称

譲 渡 及 び 譲 受 け
年 月 日

令和

15

年

月

知事

０ １

5

特

大臣

3

コード

三重県知事 譲受人
北海道開発局長

許可 （

殿

）

０

（用紙Ａ４）

譲　渡　及　び　譲　受　け　認　可　申　請　書

この申請書により、建設業の譲渡及び譲受けの認可を申請します。

1０

様式第二十二号の五（第十三条の二関係）

1０

（第１面）

　　　　代表取締役　三重　太郎　　　　　　

日
国土交通大臣

10

号

11

知事
年第

般
－

5

日月

7

０

０

3

２ 令和

1 1

0

ガしゆ管 タ 鋼 舗 板筋土 建 大 左 と 石 電 清絶 通 園 井 具 水 消塗 防 内 機

5

３ 2 4

（用紙Ａ４）

コード
知事

3

0

13

2

1

大臣

許 可 番 号

認 可 申 請 年 月 日

譲 渡 及 び 譲 受 け 後
の 主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3

１ 1 都道府県名 市区町村名

3 5 10 15 20

１ ４ 広 明 町 1 3

8 5 7 4 － 2 6 60 5 9 － 2

フ ァ ッ ク ス 番 号

郵 便 番 号 １ ５ 5 4 －

5

電 話 番 号0

3 4 5 10

10 11 13 15

許 可 番 号 １ ８
国土交通大臣

許可 （
般

－ ）
三重県知事 特

第 号 令和 年 日

35 40

13 15

2

25 30

譲 渡 及 び 譲 受 け 後
の 主 た る 営 業 所 の
所 在 地 23

法 人 又 は 個 人 の 別 １ ６ 1 0

20 25

5 0 0 （千円） 5 0

月

1

3 建設業以外に行つている営業の種類

0 2 0 2

１ ７ 2 （

040

）兼 業 の 有 無

3 5

00

大臣 コード
知事

10

0（ ）

１.一般

２.特定

１.一般

２.特定

譲渡の当事者となる全ての者の連署が必要です。

許可を有していない者に譲渡により権利義務を承

継させる場合も記載が必要です。
太枠内は記入しない
でください。

注記（コメント表記）のない箇所については建設業許可申請書（記載
例P124）と同じ要領で作成ください。

事業譲渡契約で定めた効力が発生する日を記載してください。

事業譲渡の理由を簡潔に記載してください。

事業譲渡契約で定めた譲渡の対価を記載してください。

法人成り、老齢等の理由による承継で同一の営業体とみなされる場合に限り無償譲渡でも

構いません。

0 1

認可後に使用する許可番号を記載してください。

承継後に譲受人が有することになる許可業種につ

いて記載してください。

申請時点で譲受人が有している許可業種について
記載してください。譲受人が有していない場合は空
欄となります。

申請時点で承継人が有している許可について記載
してください。承継人が許可を有していない場合は
空欄となります。

【法人成りの場合】 【申請期限】
・有効期間満了日まで45日以上あり、譲渡発生ま
での期間が89～46日前まで
※譲渡の効力発生の到来までに90日以上の残
用期間がある譲渡契約書は認められない
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解

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第2号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。

連絡先

三重県 津市

059－224-3290

－

153 5 6 10 20

9年 00 9 9 9 9 9 月 0 1 日
三重県知事 特

号 令和 0 1許可 （
般

－ ） 第

11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 2 4
国土交通大臣

大臣 コード
知事

3 5 10

兼 業 の 有 無 ２ ８ 2 （

3 建設業以外に行つている営業の種類
）

25

法 人 又 は 個 人 の 別 ２ ７ 2 （千円）（ ）

13 15 203 4 5 10

0

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 4 － 2 6 6電 話 番 号 0 5 9 － 24 － 8 5 7 0郵 便 番 号 ２ ６ 5 1

23 25 30 35 40

3

3 5 10 15 20

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ５ 広 明

＜譲渡人に関する事項＞

3 5 10 15 20

エ
代 表 者 又 は 個 人
の 氏 名 の フ リ ガ ナ

２ ２ ミ

清

1 1

ミ

舗 防 園

２ ０

１ ９

5 10 15 20

エ ケ ン グ ミ

23 25 30 35 40

2010 153

１

5

三 重 県 組

23 25 30 35 40

タ ロ ウ

町

3 5 10
支配人の氏名

三
－

太 郎
個 人 の 氏 名

重
代 表 者 又 は

２ ３

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3

２ ４ 2

（第２面）

市区町村名4 2 0 1 都道府県名

5

1

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称 ２

大 電

1

しゆ土
譲 り 渡 す
建 設 業

3

ファックス番号　　059－224-3290

所属等　　　総務課 氏名　　三重　一郎 電話番号　　059－224-2660

管 タ 具 水 消機屋 板 ガ 塗建 左 と 石 通 井絶鋼 筋 内

0 1

１.一般

２.特定

申請時点で譲渡人が有している許可業種について

記載してください。

申請時点で譲渡人が有している許可について

記載してください。
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様式第六号（第二条、第十三条の二、第十三条の三関係）

殿

記載要領

　「 　「

、 、 　については不要なものを消すこと

　　　   　　   」 」

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

            　　、                の役員等及び建設業法施行令第３条に規定する使

用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等は、建設業法第８条各号（同法第17条におい
て準用される場合を含む。）に規定されている欠格要件に該当しないことを誓約します。

令和○○年△△月□□日

　　　　　　　　　　　　

地方整備局長

北海道開発局長

三重県知事

譲受人（合併・分割存続法人）、譲受人（合併・分割存続法人）の役員等及
び令第３条に規定する使用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等が建
設業法第８条各号に該当しないという誓約書であるため、P39（五）②の欠
格事由に該当する項目がないか確認してください。

不要の文字を消します。

申 請 者
譲 受 人

合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者 三重県津市広明町１３番地
譲 受 人 三重県組株式会社
合併存続法人 代表取締役 三重 太郎
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

申 請 者
譲 受 人
合併存続法人
分割承継法人

地方整備局長

北海道開発局長

知事

不要の文字を消します。
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様式第二十二号の六（第十三条の二関係）

殿

記載要領

「

については、不要のものを消すこと。

地方整備局長

北海道開発局長

三重県知事

地方整備局長　　

北海道開発局長　　

　　　　　知事　」

　三重県津市桜橋3丁目446番地34号

代表取締役　津　太郎

　　三重県津市広明町13番地

　　　三重県組株式会社

　　　代表取締役　三重　太郎

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

　申請者は、第13条の２第８項の規定により読み替えて準用する第７条第２号に規定す
る届書を譲渡及び譲受け又は合併若しくは分割の日から法令で定められた期限までに提
出することを誓約します。

令和○○年△△月□□日

申請者　エム・アイ・イー土木株式会社

様式第６号、様式第22号の11と混同されないようご注意ください。

(様式第６号は別途提出必要。）

認可申請書の申請者欄と同様に
全ての申請者が連署されている
こと。

これらの誓約書を提出し、様式第７号の３を後日提出とした
場合には、承継の日）から２週間以内に様式第７号の３の
提出が必要です。（規則第 13 条の２第９項。）

提出がされない場合は認可が取り消しとなります。
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

22

30

０ ８ 2 2

2515

　　　　＜合併存続法人又は合併により新設される法人に関する事項＞

3 5 10

9 号第 0 9 9 9 9許可 （
般

－ ）
三重県知事 特

引 き 続 き 使 用 す る
許 可 番 号

０ ６ 2 4
国土交通大臣

大臣 コード
知事

3 5 10

グループ会社の組織再編
０ ４

０ ５

4 年 0 4 月 日０ ３ 0 1

3 5 7

令和 0

3 5 10 15 20

0 20 14 0 0 05 0 0 0 2資 本 金 額 等 １ ６

15 20 254 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 － 5電 話 番 号 0 5 9 －

2 0 0 0 0 （千円）

4 － 0 0 0 3郵 便 番 号 １ ５ 5 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

－ 3 4

10 15 20

合 併 後 の 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

１ ４ 桜 橋 － 4

3 5

１ ３ 2 4 市区町村名

代 表 者
１ ２ 津

の 氏 名

3 5 10

太 郎

代 表 者 の 氏 名 の
フ リ ガ ナ

１ １ ツ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

・ ）イ ー

3 5 10 15 20

ボ

23 25 30 35 40

ー ド
商 号 又 は 名 称 の
フ リ ガ ナ

０ ９ エ ム ア イ イ

22 21０ ７ 2 2
合 併 後 に 営 業 し よ
う と す る 建 設 業

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通鋼 筋 舗 しゆ 板 ガと 石 屋 電 管 タ

02 3 2 0

13

4 6

0 1 都道府県名

3

3 5

2

タ ロ ウ

土 木 （ 株商 号 又 は 名 称 １ ０ エ ム ・ ア イ

ク

土 建 大 左

号

令和

年許 可 番 号

認 可 申 請 年 月 日

11 13

０

10

73

２

般
－

5

日月

日
国土交通大臣

　　　　　　代表取締役　津　太郎　

知事

０

（用紙Ａ４）

合　併　認　可　申　請　書

この申請書により、合併の認可を申請します。

１11０

（第１面)

様式第二十二号の七（第十三条の二関係）

三重県知事
北海道開発局長

許可 （

殿

）

大臣

3

コード

第０

合 併 年 月 日

令和

15

年

月

合 併 の 価 格

申請者

知事
項 番

１

5

特

認 可 申 請 時 に お い
て 合 併 存 続 法 人 が
許 可 を 受 け て い る
建 設 業

合併後の主たる営業所
の所在地市町村コード

地方整備局長

合 併
の 理 由

25,000,000円

三重県 津市

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

三重県津市桜橋3丁目446番地34号
エム・アイ・イー土木株式会社

三重県津市広明町13番地
三重県組株式会社

代表取締役　三重　太郎　　　

令和○○年△△月□□日

059－227-8993

１.一般

２.特定

0 1

１.一般

２.特定

合併の当事者となる全ての法人の連署が必要です。

許可を有していない法人に合併により権利義務を承継させる場合も記

載が必要です。
新設合併の場合は当該合併に関わる被承継者（複数ある場合は代表
者）が記名することとしてください。）

太枠内は記入しない
でください。

注記（コメント表記）のない箇所については建設業許可申請書（記
載例P124）と同じ要領で作成ください。

（吸収合併）合併契約で定めた効力発生日を記載してください。

（新設合併）合併契約で定めた新設合併設立会社の設立日を

記載してください。

合併の理由を簡潔に記載してください。

合併契約で定めた合併の対価を記載してください。

認可後に使用する許可番号を記載してください。

合併後に合併存続法人が有することになる許可業種に

ついて記載してください。

申請時点で合併存続法人が有している許可業種につい

て記載してください。
新設合併の場合は空欄となります。

【申請期限】
・合併の効力発生まで45日以上あり、合併
の効力発生までの期間が89～46日前まで
※合併の効力発生の到来までに90日以上
の残余期間がある合併契約書は認められな
い
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第2号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。

連絡先

日
三重県知事 特

（用紙Ａ４）

（第２面）

年 0 5 月 3 01 1 号 令和 0 1） 第 1 1 1 14
国土交通大臣

許可 （
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 2

（ ）

大臣 コード
知事

3

0 0 0

3 建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 2

0 1 0 2 4 00 （千円） 5 0 0 04 0 0 0

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

0

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 4 － 2 6 6電 話 番 号 0 5 9 － 24 － 8 5 7 0郵 便 番 号 ２ ６ 5 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

明 町 1 3

20

2 4 2 0

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ５ 広

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４

太 郎

1 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３ 三 重

の 氏 名

タ ロ ウ
代 表 者 の 氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ２ ミ エ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

県 組 （ 株 ）商 号 又 は 名 称 ２ １ 三 重

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ケ ン グ ミ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ ミ エ

3 5 10 15 20

222

消 清

１ ９ 2 2 1

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗 しゆ
　　　＜合併消滅法人に関する事項＞

土 建 大 左 と 石 屋 電

1 日

ファックス番号　　059－227-8993

（ ）

所属等　　　総務課 氏名　　三重　一郎 電話番号　　059－223-5200

0）

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７ 1

（
般
特

－許可 第

15

許 可 番 号 １ ８ 2 9 月 04
国土交通大臣

大臣 コード
知事

3

三重県知事

5

9 9 9 0号 令和 年 0

10 13

認 可 申 請 時 に 合 併
消 滅 法 人 が 許 可 を
受 け て い る 建 設 業

　　　不動産業

三重県 津市

059－224-3290

－

1

11

9 90 1

0 1

１.一般

２.特定

申請時点で合併存続法人が有している許可について記載してく
ださい。新設合併の場合は空欄となります。

申請時点で合併消滅法人が有している許可業種について記
載してください。

申請時点で合併消滅法人が有している許可について記
載してください。
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

津市

地方整備局長

059－227-8993

認可申請時において許
可 を 受 け て
い る 建 設 業

0

15

22０ ８ 2 2

303 5 25

　　　　＜分割承継法人に関する事項＞

20

（第１面）

103 5

1510

三重県知事 特
許可 （

般
－ 号） 0 9第4

国土交通大臣
9 9 9 9

5 10

引き続き使用する許可
番 号

０ ６ 2

０ ５

大臣

分 割 の 価 格

コード
知事

3

0 4 月 0 1 日

3 5 7

年０ ３ 令和 0 4

0 0 12 0 2 4 00 （千円） 5 0 0 02 0 0 0

25

資 本 金 額 等 １ ６

13 15 204 5 10

0

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 3 － 5 2 0電 話 番 号 0 5 9 － 24 － 0 0 0 3郵 便 番 号 １ ５ 5 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

－ 3 4橋 3 － 4 4 6

20

2 4 2 0

分割後の主たる営業所
の 所 在 地

１ ４ 桜

分割後の主たる営業所
の所在地市区町村コー

ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

１ ３

太 郎

1 都道府県名 三重県

3 5 10

代 表 者
１ ２ 津

の 氏 名

タ ロ ウ
代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

１ １ ツ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

土 木 （ 株 ）・ ア イ ・ イ ー商 号 又 は 名 称 １ ０ エ ム

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

イ ド ボ ク
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ９ エ ム ア イ ー

221 2０ ７ 2 2

園 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶 通

分 割 年 月 日

０ ４

管 タ屋 電

25,000,000円

　　　　　　　　　　　代表取締役　三重　太郎　　　　　　

三重県津市広明町13番地

鋼 しゆ 板 ガ土

月

建 大 左

グループ内事業の統合による会社組織の再編

０

知事

０ １

5

特

コード

三重県知事
般国土交通大臣

三重県知事
北海道開発局長

項 番

許可 （

殿

）

大臣

3

０

令和○○年△△月□□日

日

申請者

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

（用紙Ａ４）

分　割　認　可　申　請　書

この申請書により、分割の認可を申請します。

１２１０

様式第二十二号の八（第十三条の二関係）

代表取締役　津　太郎　　　　　

13

第 号 令和

10

と 石 筋 舗

11

許 可 番 号

3

２ 令和 年

－

分割後に営業しようと
す る 建 設 業

認 可 申 請 年 月 日

5

日

7

分 割 の 理 由

三重県津市桜橋3丁目446番地34号

三重県組株式会社

エム・アイ・イー土木株式会社

年

15

月

１.一般
２.特定

0 1

１.一般

２.特定

分割の当事者となる全ての法人の連署が必要です。

許可を有していない法人に分割により権利義務を承継させる場合も記載が必要

です。新設分割の場合は当該分割に関わる被承継者（複数ある場合は代表者）

が記名することとしてください。）

（吸収分割）分割契約で定めた効力発生日を記載してください。

（新設分割）分割計画書で定めた新設分割会社の設立日を

記載してください。

分割の理由を簡潔に記載してください。

分割契約（分割計画書）で定めた分割の対価を記載
してください。

承継後に分割承継法人が有することになる許可業種
について記載してください。

申請時点で分割承継法人が有している許可業種につ

いて記載してください。
新設分割の場合は空欄となります。

認可後に使用する許可番号を記載してください。

太枠内は記入しないでく
ださい。 注記（コメント表記）のない箇所については建設業許可申請書

（記載例P124）と同じ要領で作成ください。

【申請期限】

・分割の効力発生まで45日以上あり、分割の効力

発生までの期間が89～46日前まで

※分割の効力発生の到来までに90日以上の残余

期間がある分割契約書は認められない
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１．有
２．無

許可年月日

解

資本金額又は出資総額 法人番号

, ,

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第2号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。

連絡先

－

　　　不動産業

三重県 津市

認可申請時に分割被承
継法人が許可を受けて
い る
建 設 業

日
三重県知事 特

3 建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 ２ ８ 2

年 0） 第 1 1 1 1 5 月 3 01 1 号 令和 0 14
国土交通大臣

許可 （
般

－

5 10 11 13 15

許 可 番 号 ２ ９ 2

（ ）

大臣 コード
知事

3

0 0 00 1 0 2 4 00 （千円） 5 0 0 04 0 0 0

25

資 本 金 額 等 ２ ７

13 15 204 5 10

0

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 4 － 2 6 6電 話 番 号 0 5 9 － 24 － 8 5 7 0郵 便 番 号 ２ ６ 5 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

明 町 1 3

20

2 4 2 0

主たる営業所の所在地 ２ ５ 広

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3 5

市区町村名

3 5 10 15

２ ４

太 郎

1 都道府県名

3 5 10

代 表 者
２ ３ 三 重

の 氏 名

タ ロ ウ
代 表 者 の 氏 名
の フ リ ガ ナ

２ ２ ミ エ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

県 組 （ 株 ）商 号 又 は 名 称 ２ １ 三 重

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ケ ン グ ミ
商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

２ ０ ミ エ

3 5 10 15 20

22 21１ ９ 2 2

園通鋼 筋 舗 井 具 水 消 清塗 防 内 機 絶しゆ 板 ガ

（用紙Ａ４）

（第２面）

　　　　＜分割被承継法人に関する事項＞
土 建 大 左 と

大臣 コード

ファックス番号　　059－227-8993

（ ）

所属等　　　総務課 氏名　　三重　一郎 電話番号　　059－223-5200

0 9

3
建設業以外に行つている営業の種類

兼 業 の 有 無 １ ７ 1

月0 9 9 9 0 1 日
三重県知事 特

号 令和 1 年 09 9許可 （
般

－ ） 第

11 13 15

許 可 番 号 １ ８ 2 4
国土交通大臣

知事
3 5 10

059－224-3290

石 屋 電 管 タ

0 1

１.一般

２.特定

0 1

申請時点で分割承継法人が有している許可について記載してく
ださい。新設分割の場合は空欄となります。

申請時点で分割被承継法人（承継元）が有している許可
業種について記載してください。

申請時点で分割被承継法人（承継元）が有している
許可について記載してください。
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行政庁側記入欄
許可年月日

解

１．有
２．無

許可年月日

－

三重県 津市

相続後に相続人が営業しよ
う と す る 建 設 業

10 15 20

3 5 7

3 5 6

て 相 続 人 が 許 可 を
０ ６

受 け て い る 建 設 業

2515 3010

3 5 10 15

2 3 4 5 6 号－ ）
三重県知事 特

第 1
引 き 続 き 使 用 す る
許 可 番 号

０ ４ 2 4

－
一 郎

3 5 10
支配人の氏名

氏 名
１ ０ 三 重

イ チ ロ ウ
氏 名 の
フ リ ガ ナ

０ ９ ミ エ

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

工 業０ ８ 三 重 土 木

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ウ

＜相続人に関する事項＞

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

20

認 可 申 請 時 に お い 3

コ

9 日０ ３

国土交通大臣
許可 （

般

令和 0 4

０ ７ ミ

5

年 0 1 月 2

エ ド ボ ク

５

ギ ョ

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

三重土木工業
地方整備局長

令和○○年△△月□□日

三重県津市栄町１丁目８９１番地

項 番

商 号 又 は 名 称

15

年

月年

知事

０ １

5

特

大臣

3

コード

三重県知事 相続人
北海道開発局長

許可 （

殿

）

０

（用紙Ａ４）

相　続　認　可　申　請　書

この申請書により、建設業の相続の認可を申請します。

1３

様式第二十二号の十（第十三条の三関係）

1０

（第１面）

　　　　三重　一郎　　　

日
国土交通大臣

10

号

11

知事
第 令和

般
－

5

日月

7

０

０

3

２ 令和

1

8

ガしゆ管 タ 鋼 舗 板筋土 建 大 左 と 石 清絶 通 園 井 具 水 消内 機屋 電

コード
知事

3

0

3 5 10 15

13

ウ

2

1

相 続 後 の 主 た る
営 業 所 の 所 在 地
市 区 町 村 コ ー ド

3

１ ２ 2 4

大臣

許 可 番 号

認 可 申 請 年 月 日

5

塗 防

大臣 コード

１ 子（長男）

－ 8 9

1 都道府県名 市区町村名

１ ３ 栄 町 1

20

0

1

9 90 5 9 － 2電 話 番 号

フ ァ ッ ク ス 番 号

郵 便 番 号 １ ４ 5 4 － 0 0 4 2 4 － 9

13 15

許 可 番 号 １ ６

5

国土交通大臣
許可 （

般
－ ）

三重県知事 特
日

35 40

号 令和 年

11

月第

23 25 30

相 続 後 の 主 た る
営 業 所 の 所 在 地

）

3 5

被 相 続 人 と の 続 柄
１

申請者

10

建設業以外に行つている営業の種類

10

被 相 続 人 の
死 亡 日

兼 業 の 有 無 １ ５ 2 （

知事

059－224-9999

3

１.一般

２.特定

3 0

１.一般

２.特定

戸籍謄本等のとおりに記載ください。

承継後に相続人が有することになる許可業種につい
て記載してください。

申請時点で相続人が有している許可に
ついて記載してください。許可を有してい
ない場合は空欄となります。

戸籍謄本等のとおりに記載してください。

申請時点で相続人が有している許可について
記載してください。許可を有していない場合は
空欄となります。

太枠内は記入しないで
ください。

注記（コメント表記）のない箇所については建設業許可申
請書（記載例P124）と同じ要領で作成ください。

【申請期限】
・被相続人の死亡後、30日以内
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解

１．有
２．無

許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第2号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。

連絡先

3 5 6 10 15 20

5 月 0 7 日
三重県知事 特

号 平成 3 0 年 01 2 3 4 5 6許可 （
般

－ ） 第

11 13 15

許 可 番 号 ２ ６ 2 4
国土交通大臣

大臣 コード
知事

3 5 10

3 建設業以外に行つている営業の種類
）兼 業 の 有 無 ２ ５ 2 （

8

フ ァ ッ ク ス 番 号

2 4 － 9 9 9電 話 番 号 0 5 9 － 24 － 0 0 0 4郵 便 番 号 ２ ４ 5 1

23 25 30 35 40

8 9 1

3 5 10 15 20

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

２ ３ 栄 町

＜被相続人に関する事項＞

3 5 10 15 20

エ
氏 名 の
フ リ ガ ナ

２ ０ ミ

清

1

舗 防 園しゆ

１ ８

１ ７

10 15 20

エ ド ボ ク コ ウ ギ ョ ウ

23 25 30 35 40

2010 153

９

5

三 重 土 木 業

23 25 30 35 40

タ ロ ウ

1

3 5 10
支配人の氏名

三
－

太 郎重
氏 名

２ １

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

3

２ ２ 2

（第２面）

市区町村名4 2 0 1 都道府県名

5

－

石

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

商 号 又 は 名 称 １

5

ミ

左 と大
許 可 を 受 け て い た
建 設 業

3

所属等　　　　　　　　　　－ 氏名　　　三重　一郎 電話番号　　059－224-9998

管 板 ガ屋 塗

ファックス番号　　059－224-9999

土 電

工

タ

（用紙Ａ４）

具 水通 井絶鋼 筋

－

三重県 津市

059－224-9999

内 消機建

3 0

１.一般

２.特定

被相続人が生前に有していた許可につい
て記載してください。

被相続人が生前に有していた許可につい
て記載してください。
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様式第二十二号の十一（第十三条の三関係）

殿

記載要領

「

については、不要のものを消すこと。

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

　申請者は、第13条の３第６項の規定により読み替えて準用する第７条第２号に規定す
る届書を法令で定められた期限までに提出することを誓約します。

令和○○年△△月□□日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　三重県津市栄町１－８９１

地方整備局長

北海道開発局長

三重県知事

地方整備局長　　

北海道開発局長　　

　　　　　知事　」

申請者　三重土木工業　三重　一郎　

様式第６号、様式第22号の6と混同されないようご注意ください。

(様式第６号は別途提出必要。)

これらの誓約書を提出し、様式第７号の３を後日提出とした
場合には、認可を受けた日から２週間以内に様式第７号の３の
提出が必要です。（規則第 13 条の３第７項。）

提出がされない場合は認可が取り消しとなります。
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１１．変更届出書等の記載例 

 

  許可取得後、届出事由が発生した場合には、次ページ以降の記載例を参考に作成 

してください。 
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建 設 業 許 可 変 更 等 届 出 書 
 

別紙のとおり変更が生じたので提出します。 

 

令和○○年 △△月 □□日 提出 

 

 

許可番号 三重県知事 許可（般・特－１）第９９９９９号 

     ※許可年月日が複数ある場合は、 

      最も古いものをご記載ください。 

許可年月日  令和 元年 １２月  １日 

 

      住 所  津市桜橋３丁目 446番 34号 

届 出 者 商号又は名称  エム・アイ・イー土木株式会社 

      氏 名  代表取締役 三重太郎 

 

※行政書士による代理申請の記載例 

については、P233をご覧ください。 

 

地方整備局長 

北海道開発局長 

三重県知事      様 

 

 

経営事項審査の申請の有無 する しない 

 

 
該当する方に○をしてください。 

事業年度終了届（決算変更届）を提出する際には、必ず本様

式を表紙にして作成してください。 
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変 更 届 出 書 
 

令和○○年 △△月 □□日 

 

三重県知事 あて 

 

許可番号 三重県知事許可（般・特－１）第９９９９９号 

法人番号  ５００００２０２４０００１ 

津市桜橋３丁目 446番 34号 

届 出 者  エム・アイ・イー土木株式会社     

      代表取締役 三重太郎 

                             

事業年度（第６４期 令和２年１０月１日から令和３年９月３０日まで）が

終了したので、別添のとおり、下記の書類を提出します。 

 

記 

 

(1)工事経歴書   (2)工事施工金額   (3)貸借対照表及び損益計算書    

(4)株主資本等変動計算書及び注記表  (5) 事業報告書  (6) 附属明細表   

(7) 事業税納税証明書 (8) 使用人数 (9) 令第３条に規定する使用人の一覧表   

(10) 定款 (11) 健康保険等の加入状況  

 

 

 

 

 

 

 

事業年度終了届（決算変更届）を提出する際には、本様式

の変更届出書（別紙８）を使用してください。 

下記以外の変更届については、P225 の変更届出書（様式

第２２号の２）を使用してください。 

 

別紙８ 

上記(5)事業報告書は、株式会社のみ添付が必要です。 

上記(6)附属明細表は、資本金が１億円超または直近の負債合計が２００億円

以上の株式会社のみ添付が必要となるものであり、それ以外の場合は、添付不

要です。 

上記（8）～（11）は、変更があった場合に添付が必要となるものであり、    

変更がない場合は、添付不要です。 
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様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　建設業法第15条第2号　に規定する特定営業所技術者

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

殿

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人　(8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所技術者

0 0 0 0 1法 人 番 号 ３ ６ 2

3 5 10 15

0 025 0 0 4

0

津市

ミ

3

タ ロ

5 6

20

イ ・・ ア

又 は 出 資 総 額

役員等の氏名

役員等の氏名

４

４

３

資 本 金 額

商 号 又 は 名 称

ファックス番号　０５９－２２４－３２９０

所属等   　　　　　　　総務課 氏名　　　　　　　三重　一郎 電話番号　　０５９－２２４－２６６０

３ 5

5

１

郵 便 番 号 ４

25

5

４ ４

1 0 3

８ エ ム

エ

3

23

エ イム

23

役員等の氏名 ○○.○.○

個人業者の氏名 伊勢太郎 三重太郎

取締役　三重太郎 代表取締役　三重太郎

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後

代表取締役　三重花子 取締役　三重花子

資本金額

役員等の氏名 取締役　三重一郎

20,000,000円

商号

営業所の業種 土　　木 土　木・建　築

営業所の名称
三重土木株式会社

北勢営業所
エム・アイ・イー土木株式会社

四日市営業所

営業所の所在地 津市広明町１３番地 津市桜橋３丁目４４６番３４号

０ ０

13 15

（第一面）

届出者 代表取締役　三重太郎
北海道開発局長
地方整備局長

６

備　　　　　考

変　更　届　出　書

下記のとおり、

5 10 11

月 0平成 3

4 4 6 － 4

40

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

三重県

3

０

－

（用紙Ａ４）

０

3 10

橋 3

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

 三重県　知事

大臣 コード
知事

15 20

3 5 10 15

）

3

許 可 番 号 ３ ５

項 番

9 9 号2 4
国土交通大臣

許可 （
般

－ 年第 0

変更年月日

三重土木株式会社 エム・アイ・イー土木株式会社 ○○.○.○

9 9 9

商号の変更

主たる営業所の移転

営業所の名称変更

1 日
三重県　知事 特

1 00

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

取締役の退任
（または辞任、死亡）

代表取締役と取締役の交替

○○.○.○ 代表取締役と取締役の交替

取締役　三重五郎

クイ ー商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７ ア

増資

北勢営業所の
業種追加

30,000,000円

取締役の就任

○○.○.○

三重太郎

ド ボ

25 30 35 40

記

退職のため
四日市営業所長

鳥羽市朗
○○.○.○

改姓・改名

3 5 10 15 20

（ー 土 木

30 35 40

株 ）

2015

イ

代 表 者 又 は 個 人
の氏 名の フリ ガ ナ

３ ９

10

ウ

2 0

10

2 都道府県名

郎三 重 太

4 1

２ 桜

30 3523 25

3

3 5 10

6 02 4 ー 2 6電 話 番 号

3 0
,

4 － 0 9 ー 20 5

,
（千円）0 0 0

5

○○.○.○ 支配人交代

令第３条に規定する使用人

支配人の氏名 鈴鹿一郎

について変更があつたので届出をします。 令和○○年△△月□□日

市区町村名

四日市営業所長
桑名一郎

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業しよ
うとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容を記入す
ること。

203 5 10 15

3 0

濁音、半濁音は１文字 略号のフリガナは書きません｡

変更があった箇所のみ記入します｡

該当する番号を

○で囲みます｡

提出期限が定められていますので、

提出日には注意してください｡

届出時に有効な許可年月日が複
数ある場合は最も古いものを記
入します。

市町村に続く町名以下を記入します

「丁目」、「番」、「号」等は－（ハイフン）

で記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請書の内容に係る
質問等に応答できるものの氏名、連絡先を記載してください。

各事項の必要な添付書類は
P110～114に記載してあります｡

登記事項証明書に記載されている
変更の理由を記載します。

国税庁から指定・通知された１３桁の法人番号を書きます。
なお、個人事業主の方は書く必要がありません。

実際に変更の生じた年月日を
記載します。（登記年月日ではありません。）

どちらか一方の変更の場合も必ず両方とも記入してください。所在地の変更の場合は全て
記入してください。

上記の○で囲んだ変更事項の
うち該当事項を記載します。
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役員等の氏名
（経営業務の管理責任者

等の変更）
取締役　三重　花子 代表取締役　三重　花子 ○.○.○○

■代表取締役の交代（従来の代表取締役は取締役になり、従来の取締役が代表取締役に就任する）及び経営業務の管理責任者等も交代する場合

代表取締役と経営業務
の管理責任者等の就任

役員等の氏名
（経営業務の管理責任者

等の変更）
取締役　三重　花子

　　＜変更届出書（第一面の記載例）＞

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

役員等の氏名 取締役　島田　四郎 ○.○.○○ 取締役の就任

○.○.○○

役員等の氏名 取締役　三重　花子 代表取締役　三重　花子

役員等の氏名 代表取締役　三重　太郎 ○.○.○○ 代表取締役の退任

代表取締役　三重　花子

代表取締役の就任

建設業法上の代表者 代表取締役　三重　太郎 代表取締役　三重　花子 ○.○.○○ 代表者の交代

役員等の氏名
（経営業務の管理責任者

等の変更）
代表取締役　三重　一郎

代表取締役の退任

○.○.○○

■代表取締役が１人から２人に増え、同時に建設業法上の代表者を交代する場合

○.○.○○ 代表取締役の就任

代表取締役　三重　花子役員等の氏名 取締役　三重　花子

○.○.○○

役員等の氏名 取締役　三重　花子

■取締役の改姓

役員等の氏名 山田　花子 三重　花子 ○.○.○○ 改姓

■１００分の５以上の株式を保有（１００分の５以上を出資）するに至った場合

■１００分の５以上の株式を保有（１００分の５以上を出資）しなくなった場合

役
員
等

■取締役の就任

■取締役の退任

■代表取締役の交代（従来の代表取締役は取締役からも退任する場合）

■代表取締役の交代（従来の代表取締役は取締役になり、従来の取締役が代表取締役に就任する場合）

役員等の氏名 取締役　山田　一郎

役員等の氏名 志摩　次郎 ○.○.○○
100分の5以上の株主
（出資者）に非該当

役員等の氏名 伊勢　三郎

取締役の退任
（または辞任、死亡）

代表取締役の就任

役員等の氏名 代表取締役　三重　太郎 取締役　三重　太郎 ○.○.○○

■営業所技術者等の有資格区分の変更

営業所技術者等の有資格区分
桑名　五郎

一級土木施工管理技士（附則第４
条該当）

桑名　五郎
一級土木施工管理技士

○.○.○○
登録解体工事講習
受講による変更

営
業
所
技
術
者
等

経
営
業
務
の
管
理
責
任
者
等

○.○.○○
100分の5以上の株主
（出資者）に該当

■経営業務の管理責任者等のみ交代し、役員の就退任がない場合

役員等の氏名
（経営業務の管理責任者

等の変更）
代表取締役　三重　太郎 取締役　三重　花子 ○.○.○○

経営業務管理責任者等
の交代

■代表取締役（経営業務の管理責任者等を兼務）が退任し、従来の取締役が代表取締役（経営業務の管理責任者
等）に就任する場合

○.○.○○
代表取締役と経営業務
の管理責任者等の退任

役員等の氏名
（経営業務の管理責任者

等の変更）
代表取締役　三重　一郎 取締役　三重　一郎 ○.○.○○

代表取締役と経営業務
の管理責任者等の退任

代表取締役　三重　花子 ○.○.○○
代表取締役と経営業務
の管理責任者等の就任

■主たる営業所の営業所技術者等の変更

営業所技術者等の変更 鈴鹿　四郎 桑名　五郎 ○.○.○○ 本社
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四日市営業所の新設

建築 土木・建築 ○.○.○○

令第３条に規定する使用
人

松阪　八郎

■従たる営業所の業種を追加するとともに、追加業種を担当する営業所技術者等を追加する場合

営業所技術者等の追加

059-224-3290

営業所技術者等 松阪　九郎 ○.○.○○ 松阪営業所の廃止

■従たる営業所の業種の追加

営業所技術者等 四日市　七郎 四日市　七郎 ○.○.○○ 担当業種の追加

■主たる営業所の業種を廃止（一部廃業）するとともに、廃止業種を担当する営業所技術者等の担当業種を変更する場合

一部の業種の廃業 土木・建築 建築 ○.○.○○
本社の
一部廃業

■電話番号、ＦＡＸ番号の変更

資本金額 20,000,000円 30,000,000円 ○.○.○○ 増資

059-224-3560 ○.○.○○ 本社

営業所技術者等の削除 伊賀　六郎 ○.○.○○

そ
の
他

■資本金額の変更

ＦＡＸ

営業所の廃止 松阪営業所 ○.○.○○ 松阪営業所の廃止

営業所の業種 土木 土木・建築 ○.○.○○
四日市営業所の

業種追加

○.○.○○ 松阪営業所の廃止

営
業
所
技
術
者
等

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

営業所の新設 四日市営業所 ○.○.○○ 四日市営業所の新設

営
業
所

■有限会社から株式会社に変更する場合

商号 三重土木有限会社 三重土木株式会社 ○.○.○○ 商号の変更

■営業所技術者等の所属営業所を入れ替える場合

鈴鹿　四郎 ○.○.○○

■従たる営業所の新設

■従たる営業所の廃止

四日市　七郎営業所技術者等 四日市営業所の新設○.○.○○

■商号の変更

本社

四日市営業所の
業種追加

営業所の業種

○.○.○○ 商号の変更

■営業所の所在地の移転

営業所の所在地 津市広明町１３番地 津市桜橋三丁目４４６番地３４号 ○.○.○○ 主たる営業所の移転

四日市営業所

令第３条に規定する使用
人

四日市　七郎 ○.○.○○

商号 三重土木株式会社 エム・アイ・イー土木株式会社

電話番号 059-224-2660 059-224-2723 ○.○.○○ 本社

営業所技術者等 伊勢　四郎 桑名　五郎

■従たる営業所における令第３条に規定する使用人の変更

令第３条に規定する使用
人

四日市営業所長
四日市　七郎

四日市営業所長
四日市　三子

○.○.○○ 退職のため

四日市営業所

営業所技術者等 桑名　五郎 伊勢　四郎 ○.○.○○ 松阪営業所

○.○.○○
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許可年月日

（従たる営業所）

フリガナ     ヨッカイチエイギョウショ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ     マツサカエイギョウショ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ     イセエイギョウショ

（都道府県名）

20 25 303 5 10 15

15

変更前 2 2 22

変更前 2 2

3 5 10 15 20 25 30

30

四日市市

20 25

園防 内 絶

15

25

－

2 8

変更前

日
特

年 1 0 月号 0 194
国土交通大臣

（許 可 番 号 8 2 許可
三重県　知事

0 9 令和
般

－ ）第 9 9 9

13 155

大臣コード
知事

3 10 11

区 分 8 1

従たる営業所の
所 在 地

２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変更2

項 番

2

2

大

2

左 と 水

25 30

10

8 6

8

阪 営 業

30

3 5

23 25

8

営 業 し よ う

従たる営業所の
所 在 地

変更前

ガ管 舗電

と す る 建 設 業

従 た る 営 業 所 の
名 称

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

郵 便 番 号

内
　
　
容

3 5

23

1 － 5

5 10

四

3 5

3

23

8 4 業
20

15

10 15

40

営 所

（第二面）
（用紙Ａ４）

項 番 3

（主たる営業所）

3 5

と す る 建 設 業
20 30

具 水塗 消園 井

30

日 市

25

10

都道府県名    三重県2 0 2

8 6 訪諏 町

8 5 2 4

30 35 40

3 5 6 10 15 20

15

7 5 1 0 － 8 6 0

35

5電 話 番 号 0 3

25

筋

市区町村名

井しゆ 塗 通板 機土 大 屋石建 左 と

8 8

建

23

3

10

タ 鋼

1 9

営 業 し よ う
8 3

松
名 称
従 た る 営 業 所 の

8

石土 建
3

筋鋼屋 電 管 タ

）

舗 板 ガ 内 機 絶 通

１．一般
２．特定

１．一般
２．特定

4

5 10 15 20 25 30

（

（
水

05 －

具

4

10 153 5 20

所

4035

市区町村名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

3

5

郵 便 番 号

5 都道府県名

205 15

35

10 156

8 7

石 屋土

－ 電 話 番 号

管 タ電 鋼 板舗筋 防 井 具しゆ ガ 塗 内 機 園絶 通
営 業 し よ う

8 8
と す る 建 設 業

2 2

業 所
3 5 10 15

従 た る 営 業 所 の
8 4 伊 勢

名 称

23 25 30 35

営

郵 便 番 号

3

従たる営業所の
所 在 地

8 6

23

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

3

15

都道府県名 市区町村名

105

25 4030 35

5 6 10

電 話 番 号8 7

屋 電土 建 大 左 と

－

石 管 具 水ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井タ 鋼 筋 舗しゆ板 清
（

2 2
営 業 し よ う

8 8
と す る 建 設 業

３．従たる営業所
　　の新設

４．従たる営業所
　　の廃止

8 1

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

大 左 と 防しゆ

消

20

20

40

消

20

）

１．一般
２．特定

）

20

）

20

40

4

清

１．一般
２．特定

解

解

（

清

清消

解

解

届出の内容が
①主たる営業所または従たる営業所において営業しようとする建設業の業種を変更する場合
②従たる営業所の名称または所在地に係る変更
③従たる営業所の新設または廃止の場合
に第二面が必要となります。
それ以外の内容の届出について、第二面の様式の添付は不要です。

届出の内容が従たる営業所の所在地、電話番号、
営業しようとする建設業の変更の場合においては、
項番８４「従たる営業所の名称」の欄に変更のある営
業所の名称を記入したうえで、「内容」欄の変更する
項目に変更後の内容を記入します。
今回は所在地が変更されたことを想定して、変更後
の所在地、郵便番号、電話番号を記入します。

変更の場合

営業しようとする建設業の業種に変更がなければ、
上段・下段ともに記入は不要です。

所在地

業種の追加

変更前、変更後の業種を記入します。

従たる営業所の所在地等に変更がなければ、
記入は不要です。

業種の廃

従たる営業所の所在地等に変更がなければ、
記入は不要です。

変更前、変更後の業種を記入します。
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許可年月日

（従たる営業所）

フリガナ     オワセエイギョウショ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ     クマノエイギョウショ

（都道府県名）

（従たる営業所）

フリガナ

（都道府県名）

20 25 303 5 10 15

15

変更前

変更前

3 5 10 15 20 25 30

30

尾鷲市

20 25

園防 内 絶

15

25

7

2 8

変更前

日
特

年 1 0 月号 0 194
国土交通大臣

（許 可 番 号 8 2 許可
三重県　知事

0 9 令和
般

－ ）第 9 9 9

13 155

大臣コード
知事

3 10 11

区 分 8 1

従たる営業所の
所 在 地

２．営業しようとする建設業
　　又は従たる営業所の所在地の変更

項 番

2

大 左 と 水

5

25 30

10

8 6

8

野 営 業

30

3 5

23 25

8

営 業 し よ う

従たる営業所の
所 在 地

変更前

ガ管 舗電

と す る 建 設 業

従 た る 営 業 所 の
名 称

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

郵 便 番 号

内
　
　
容

3 5

3

23

1 0 －

5 10

尾

3 5

3

23

8 4 所
20

15

10 15

40

業

（第二面）
（用紙Ａ４）

項 番 3

（主たる営業所）

3 5

と す る 建 設 業
20 30

具 水塗 消園 井

30

鷲 営

25

10

都道府県名 三重県2 0 9

8 6 央中 町

8 5 2 4

30 35 40

3 5 6 10 15 20

15

7 5 1 9 － 3 6 9

35

5電 話 番 号 0

4

-

25

筋

市区町村名

井しゆ 塗 通板 機土 大 屋石建 左 と

8 8 2 2

土 建

23

3

10

タ 鋼

6 9

営 業 し よ う
8 3

熊
名 称
従 た る 営 業 所 の

8

石土 建
3

筋鋼屋 電 管 タ

）

舗 板 ガ 内 機 絶 通

１．一般
２．特定

１．一般
２．特定

2

5 10 15 20 25 30

（

（
水

12 -

具

4

10 153 5 20

所

4035

市区町村名

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

3

5

郵 便 番 号

5 都道府県名

2015

35

2010 156

8 7

石 屋

－ 電 話 番 号

管 タ電 鋼 板舗筋 防 井 具しゆ ガ 塗 内 機 園絶 通
営 業 し よ う

8 8
と す る 建 設 業

3 5 10 15

従 た る 営 業 所 の
8 4

名 称

23 25 30 35

3

従たる営業所の
所 在 地

8 6

内
　
　
容

従たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

8 5

3

郵 便 番 号

15

都道府県名 市区町村名

105

23 25 4030 35

5 6 10

電 話 番 号8 7

屋 電土 建 大 左 と

－

石 管 具 水ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井タ 鋼 筋 舗しゆ板 清
（営 業 し よ う

8 8
と す る 建 設 業

３．従たる営業所
　　の新設

４．従たる営業所
　　の廃止

2 1

◎【営業しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】

大 左 と 防しゆ

20

消

消

20

）

１．一般
２．特定

）

20

40

40

１．一般
２．特定

）

20

解

1

清

解

解

（

清

清消

解

営業所の新設または廃止の場合

主たる営業所の営業しようとする建設業の業種に
変更がなければ、上段・下段ともに記入は不要です。

従たる営業所の廃止する際、営業所の名称のみ
記入し、営業しようとする建設業の業種及び所在
地の情報は記入不要です。

営業所の新設

営業所の廃止

従たる営業所を新設する場合は、「３．従たる営業所の新設」、
従たる営業所を廃止する場合は、「４．従たる営業所の廃止」を
記入します。

従たる営業所の追加する際、営業所の情報や
営業しようとする建設業の業種を記入します。
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様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

（２）　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

殿

許可年月日

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

具体的事由

0 1

日月

日

　　　　　　　　　　　　　(4)　建設業法第８条第１号及び第７号から第14号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

13

13

営 業 所 の 名 称 建 設 工 事 の 種 類

年 月生年月日氏 名 ５ ３

3 5 10

営 業 所 の 名 称 建 設 工 事 の 種 類

年生年月日氏 名 ５ ３

3 5 10 14

営 業 所 の 名 称 建 設 工 事 の 種 類

S 0年 5

土、と、舗本　社

生年月日 24 日5月

氏 名

三 郎氏 名 ５ ３ 伊 勢

13

２ 三

14 1610

0

日

18

太 郎

3 5

　　　　　　　　　　　　　(2)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔営業所技術者等〕を満たさなくなつた場合

　　　　　　　　　　　　　(3)　営業所技術者等を削除した

重

10

年 0 4

18

1

16

2月

9 9

4

13

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者等〕を満たさなくなつた場合

三重県　知事

5

（

記

0 1

143

－ ） 日年 1

５ 生年月日 2S

0 月第 0
般

令和 0 19 9 9 号
特

令和○○年△△月□□日

2 4
国土交通大臣

許可許 可 番 号 ５ １

13 15

届 出 者

5 10

       代表取締役　三重太郎

大臣 コード
知事

113

地方整備局長
北海道開発局長
三重県　知事

項 番

８

　　 に掲げる基準を満たさなくなつた
（３）　営業所技術者等を削除した

下記のとおり、

（４）　欠格要件に該当するに至つた

届　　　　　　　出　　　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた

16 18

14 16 18

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０

該当する番号を
○で囲みます｡

不要の文字を消します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

欠格要件に該当した場合は
理由を具体的に書きます｡

当該技術者が営業所技術者等となっ
ていた業種を略号で書きます｡

この届出書は、

〇許可を受けている建設業の一部業種を廃業する場合など、既に証明されてい

る常勤役員等（経営業務の管理責任者等）又は営業所技術者等を削除する場合

〇経営業務の管理責任者としての経験年数が５年以上となった者がいるため複数

いる常勤役員等を一人にする場合

〇一部の営業所を廃止したため、当該営業所に置いていた営業所技術者等が不要

となった場合

に作成します。

一部業種を廃業する場合には、廃業届（P231）と本届出書を同時に提出する必要が

あります。

なお、営業所技術者等の交替に伴う削除の場合は、この様式ではなく様式第八号

（P161～）を提出してください。

許可を受けている一部の業種を廃業した場合、
又は営業所の廃止等に伴い営業所技術者等を
削除した場合は、（３）を囲む。
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

許可年月日

【備考】
令和　3　年　12　月　31　日

（１）　許可に係る建設業者が死亡したため

（２）　法人が合併により消滅したため

（３）　法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４）　法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５）　許可を受けた建設業を廃止したため

　　　　　代表取締役　三重太郎

解

地方整備局長
北海道開発局長
三重県　知事 殿

11

廃業等の理由

（１）

項 番

許 可 番 号 ５ ５ 2 4

（２）

（３）

（４）

（５）

７ 2

3

3 5

2 1

25 30

2

5 10 15 20

－
国土交通大臣

許可 （
般

第）

０ ９

大臣
知事

コード

届出者

3

2 （
１．全部の業種の廃業

13 15

廃　　　業　　　届

下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

令和○○年△△月□□日

（用紙Ａ４）

０ ０ ０

）
２．一部の業種の廃業

3

届 出 の 区 分 ５ ４

5 10

9 9 9 号0 9 9 月 0平成 3 0 年

石 屋 電 管

1 日
三重県　知事 特

1 0

タ 鋼 筋 舗

記

土 建 大 左 と 機 絶しゆ 板 ガ 塗 清

廃 止 し た 建 設 業 ５ ６

通 園 水 消井 具防 内

2

（
１．一般
２．特定

）

行政庁側記入欄
整理区分

５ ８

3

５
届 出 時 に 許 可 を
受 け て い る 建 設 業

7

決裁年月日 ５ ９ 令和

廃 業 等 の 理 由

日

廃 業 等 の 年 月 日

年 月

その役員であった者

その相続人

届出をすべき者

法人であるときは代表者
（代表者が届出できない場合は代表者以外

の役員）
個人であるときはその事業主本人

その清算人

その破産管財人

3 0

不要の文字を消します｡

太枠内は記入しないでください｡

今回廃業する業種を上段に

これを含めた現在許可を有し

いる全ての業種を下段に

一般「１」、特定「２」で記入し
ます｡

一部廃業の場合、営業所技術者等を削除または変更する届出
(P162、164）を同時に提出してください。

実際に廃業の事由に該当することと

なった日を記載すること。

例）法人の解散日等
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１２．行政書士による代理申請における記載例 

 

※行政書士による代理申請等の取扱いについて、P119もご参照ください。 
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行政庁側記入欄
許可年月日

１．す　る
般・特新規＋業種追加 般・特新規＋業種追加＋更新 ２．しない

資本金額又は出資総額 法人番号

1.法人
2.個人 , ,

１．有
２．無

旧許可年月日

役員等、営業所及び営業所技術者等（建設業法第７条第２号に規定する営業所技術者及び同法第15条第2号に規定する特定営業所技術者をいう。以下同じ。）については別紙による。

連絡先

12 0 4 0 0 0

この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

業 種 追 加 ＋ 更 新 許可の有効
７．般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新

5

解

059-224-3290

三　重　県　

20

津　市

大

）

25

８．

年

内建

更 新２．許 可 換 え 新 規

3 7

９．

月

左 管

20

橋 3 －

と土 石

（ ） 2 0 0

43

1

3 5

太

塗 防

10 13 15

屋 電 タ 鋼 筋 舗 板しゆ ガ 機

15

4

項 番 15

１ 年

期間の調整

（30

(行政書士法人の場合)
　　　　行政書士法人三重事務所
        （代表）社員　　　行政一郎
代理人　事務所所在地　津市栄町６丁目１

      代表取締役　三重太郎三重県　知事 申請者殿

知事

国土交通大臣
（

10

号

11

許可 ）

5

特
第

般
13

大臣

3

コード

令和

０

（用紙Ａ４）

建　設　業　許　可　申　請　書

この申請書により、建設業の許可を申請します。

１０００

様式第一号（第二条関係）

令和○○年△△月□□日

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社北海道開発局長

地方整備局長

（個人の行政書士の場合）
　　　　三重行政書士事務所
        行政書士　　　行政一郎
代理人　事務所所在地　津市栄町６丁目１

０

０

３

業 種 追 加

５．０ ２

－ 日

１．新 規

日

３．般 ・ 特 新 規 ６．

5

令和

3 ４．

知事
月

（

０ ４ 2 21 2

清絶 通 園 井 水 消具

０ ６

０ ５

3

エ

15

23 25 30 35 40

ー ド ボ クム ア イ イ

０ ７ 木 （ 株 ）

20

エ ム ・ ア イ ・ ー 土

5 10

23 25 30 35 40

０ ９

3 5 10

ミ エ タ ロ ウ０ ８

30 35 40

3 4－

月

15

2 4 ー

大臣 コード
知事

3

年

3

（１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

1

3 建設業以外に行つている営業の種類

（千円） 5 0 0 00

10

0

10

不動産業

2

15

－

11 13

5 9 ー

20

6 02

）

5

第

0

号 令和

所属等       申請代理人 氏名   行政書士　　行　政　一　郎

国土交通大臣
許可 （

電話番号       059-123-4567

日
知事 特

般
旧 許 可 番 号

0

兼 業 の 有 無

１ ５

4１ ２

１ ３

１ ４

3

2 4０

ファックス番号    059-999-0000

許 可 換 え の 区 分

6

0 0

１ ６

法 人 又 は 個 人 の 別

1 （ ）

フ ァ ッ ク ス 番 号

3

桜

2１ 市区町村名

0

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

5 1 －

3 5

2 6

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

郵 便 番 号

都道府県名

商 号 又 は 名 称

代 表 者 又 は 個 人
の 氏 名 の フ リ ガ ナ

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

0

重

23 25

電 話 番 号3

10

4 4 6

5

１ １

郎

3 15

イ

支配人の氏名

2010 155

三

）

許 可 番 号

申 請 の 区 分

申 請 年 月 日

と す る 建 設 業
許 可 を 受 け よ う

3 5 10
申請時において 既に
許可を受けている建設

業
5 10 15 20

20 25
１．一般
２．特定許可を受けて営業しようとする

建設業を一般「１」、特定「２」で記入。 濁音、半濁音は１文字

現在有効な許可業種について書きます。
更新の場合は上段の項番０４と一致します。

法人の場合の略号
株式会社 （株）
特例有限会社 （有）
合資会社 （資）
合名会社 （名）
合同会社 （合）
協同組合 （同）
協業組合 （業）
企業組合 （企）

個人の場合で支配人を選任し
法務局に登録してある場合
のみ書きます。

姓と名の間を１マス空けます。

市町コード（P165参照）を記入します。

主たる営業所の所在地で

市町に続く町名以下を記入します。

「丁目」、「番」、「号」等は

－（ハイフン）で記入します。

市外局番、局番、番号を
それぞれ－（ハイフン）で区切り、
左詰で記入します。

申請時の資本金を右詰めで記入します。
個人事業主の方は書く必要がありません。

兼業がある場合は「１」と記入し、その内容を書き
ます。
ない場合は「２」と記入します。（種類欄は空白）

申請しようとする行政庁以外で現在有効な

許可を受けている場合は記入します。

この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請書の内容に係る

質問等に応答できるものの氏名、連絡先を記載すること。

主たる営業所の所在地、

商号又は名称及び氏名を記入。

この申請書により既に許可
を受けている建設業の全部
を一本化する場合は「１」を
記入し、そうでない場合は
「２」を記入します。
新規の場合は空欄にします。

国税庁から指定・通知された１３桁の法人番号を書

きます。

なお、個人事業主の方は書く必要がありません。

不要の文字を消

します。

太枠内は記入しな

いでください。
個人の

職 印

行政書士

法人の職印

氏名がマス内に収まらない場合は、最後のマスに※印を記載してください。

カラムに数字を記入するに当たって空位の

カラムに「0」を記入すること
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建 設 業 許 可 変 更 等 届 出 書 
 

別紙のとおり変更が生じたので提出します。 

 

令和○○年 △△月 □□日 提出 

 

 

許可番号 三重県知事 許可（般・特－２）第９９９９９号 

 

 

許可年月日  令和 ２年  ４月  １日 

 

      住 所  津市桜橋３丁目 446番 34号 

届 出 者 商号又は名称  エム・アイ・イー土木株式会社 

      氏 名  代表取締役 三重太郎 

 

 

行 政 書 士  行政一郎 

代 理 人 事務所所在地  三重行政書士事務所 

津市栄町６丁目１ 

電 話 番 号  059-123-4567 

 

地方整備局長 

北海道開発局長 

三重県知事    様 

 

経営事項審査の申請の有無 する しない 

 

 該当する方に○をしてください。 

事業年度終了届（決算変更届）を提出する際には、必ず本様

式を表紙にして作成してください。 
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変 更 届 出 書 
 

令和○○年 △△月 □□日 

 

三重県知事 あて 

 

許可番号 三重県知事許可（般・特－２）第９９９９９号 

法人番号  ５００００２０２４０００１ 

津市桜橋３丁目 446番 34号 

届 出 者  エム・アイ・イー土木株式会社     

      代表取締役 三重太郎 

 

代 理 人  行政書士 行政 一郎 

                             

事業年度（第６３期 令和２年１０月１日から令和３年９月３０日まで）が

終了したので、別添のとおり、下記の書類を提出します。 

 

記 

 

(1)工事経歴書   (2)工事施工金額   (3)貸借対照表及び損益計算書    

(4)株主資本等変動計算書及び注記表  (5) 事業報告書  (6) 附属明細表   

(7) 事業税納税証明書 (8) 使用人数 (9) 令第３条に規定する使用人の一覧表   

(10) 定款 (11) 健康保険等の加入状況  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙８ 

上記(5)事業報告書は、株式会社のみ添付が必要です。 

上記(6)附属明細表は、資本金が１億円超または直近の負債合計が２００億円

以上の株式会社のみ添付が必要となるものであり、それ以外の場合は、添付不

要です。 

上記（8）～（11）は、変更があった場合に添付が必要となるものであり、    

変更がない場合は、添付不要です。 
 

 

 

 

職 印 

事業年度終了届（決算変更届）を提出する際には、本様式

の変更届出書（別紙８）を使用してください。 

下記以外の変更届については、P225 の変更届出書（様式

第２２号の２）を使用してください。 
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（２）　下記のとおり、営業所技術者等の交替に伴う削除の届出をします。

三重行政書士事務所

殿

１．新規許可 ２．営業所技術者等の担当業種 ３．営業所技術 ４．営業所技術者等の交 ５．営業所技術者等が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者等の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

令和○○年△△月□□日

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５

６ ７ ８
3 5 7 9 15 1711 13

１ ２ ３ ４ ５

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

25 30

水 消

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４

清
3 5 10 15 20

通 園 井 具ガ 塗 機 絶防 内屋 筋 舗 しゆ 板電 管 タ 鋼土 建 大 左 と 石

3 5

氏 名 ６ ３

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

営業所の名称
（新所属）

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

６ ４

舗
3 5 10 15

石 屋 電 管と
20 25

タ 鋼 筋 絶

６ ３

フリガナ
3 5 10

変 更 、 追 加 又 は
削 除 の 年 月 日 令和　３年　１月　１５日

営業所の名称
（ 旧 所 属 ）

営 業 所 技 術 者 等
の 住 所

伊勢市岩渕１丁目７番２９号
営業所の名称

（ 新 所 属 ）

氏 名

８
17

７
15

６
13

５
11

４
9

３
7

２
53

1有 資 格 区 分 ６ ５ 3

１

現在担当している建
設 工 事 の 種 類

9

30

9 9

3 5 10 15 20 25

具通舗 しゆ 井鋼電 管 タ石 屋 板 機 絶塗ガ 水

月 0

内

号 令和 0

消園

9

氏 名 ６ ３

4
国土交通大臣

記

00 9

11 13

年 19 1（
般

－ 9 日
三重県知事 特

9

コード
知事

3 15

2

5 10

） 第許可許 可 番 号 ６ ２ 2

三重県　知事

大臣

届出者
申請者

区 分

項 番 3

６ １ 4

３

       代表取締役　三重太郎

　　　三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
　　　エム・アイ・イー土木株式会社

（１）　下記のとおり、
建設業法第７条第２号

に規定する営業所技術者等を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

地方整備局長
北海道開発局長

生年月日

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０

項 番 フリガナ

土

営業所技術者等証明書（新規・変更）

セ 伊 勢
5

三

内

3

イ
建 大 左 筋 防

項 番 フリガナ

土 建 大 左 井 具

 イ　 セ　　　　サブ ロウ　　

機

10

と

郎

塗しゆ 板

10

年生年月日

消 清通 園

生年月日

水
30

ガ

今 後 担 当 す る 建
設 工 事 の 種 類

項 番

防

６ ４

20

15

年 月

18 20

15 18 20

S 年 月2 0 5 0

月

清

本　社

日

15 18

54 日

日

　　　　　　　行政書士　　　行政一郎
　代理人　　　事務所所在地　津市栄町６丁目１
　　　　　　　電話番号　059-123-4567

解

解

解

2

新規申請以外の場合は記入します。

削除の年月日を記入します｡

項番６４について、上段は今後担当することはないため、空
白になります。下段は、これまで担当していた業種を記入し
ます。

営業所技術者等の交替に伴い、既存の営業所技術者

等を削除する場合に（２）に○を付けます。
なお、削除する営業所技術者等の担当していた業種
すべてにおいて交替する者がない場合は、本様式で
はなく、P238の届出書（様式第２２号の３）を提出しま
す。

当該技術者が配置されていた

営業所の名称を記入します。

代理人の記名押印でよいのは

項番６１の区分「４」の場合のみ

職 印

0

現住所を書きます｡

（営業所技術者等証明書に記載されている住所に
誤りがあり、常勤性が確認できない場合は、
建設業許可の取り消しになりますので、ご注意

ください。）
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様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名

　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　建設業法第15条第2号　に規定する特定営業所技術者

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

殿

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

0 0 0 0 1法 人 番 号 ３ ６ 2

3 5 10 15

0 025 0 0 4

0

津市

ミ

3

タ ロ

5

20

イ ・・ ア

又 は 出 資 総 額

役員等の氏名

役員等の氏名

４

４

３

資 本 金 額

商 号 又 は 名 称

ファックス番号　０５９－９９９－００００

所属等   　　　　　　申請代理人 氏名　　行政書士　行政　一郎 電話番号　　０５９－１２３－４５６７

３ 5

5

１

郵 便 番 号 ４

25

5

４ ４

1 0 3

エ

3

23

９

ム

23

８ エ ム

3 5

個人業者の氏名 伊勢太郎 三重太郎

取締役　三重太郎 代表取締役　三重太郎

エ イ

資本金額

役員等の氏名 取締役　三重一郎

20,000,000円

役員等の氏名

エム・アイ・イー土木株式会社
四日市営業所

営業所の所在地 津市広明町１３番地 津市桜橋３丁目４４６番３４号

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後

代表取締役　三重太郎
北海道開発局長
地方整備局長

６

商　号

営業所の業種 土　　木 土　木・建　築

営業所の名称
三重土木株式会社

北勢営業所

月 0令和 0

０ ０

13 15

（第一面）

届出者

6 － 4

備　　　　　考

変　更　届　出　書

下記のとおり、

5 10 11

40

主 た る 営 業 所 の
所 在 地

三重県

3

０

－

（用紙Ａ４）

０

橋 3

代表者又は 個
人 の 氏 名

４ ０

主 た る 営 業 所 の
所 在 地 市 区 町 村
コ ー ド

4 4

 三重県　知事

大臣 コード
知事

15 20

3 5 10 15

）

3

許 可 番 号 ３ ５

項 番

9 9 号2 4
国土交通大臣

許可 （
般

－ 年第 0

変更年月日

三重土木株式会社 エム・アイ・イー土木株式会社 ○○.○.○

9 9 9

商号の変更

主たる営業所の移転

営業所の名称変更

1 日
三重県　知事 特

1 02

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

○○.○.○

取締役の退任
（または辞任、死亡）

代表取締役と取締役の交替

○○.○.○ 代表取締役と取締役の交替

取締役　三重五郎

代表取締役　三重花子 取締役　三重花子

○○.○.○

クイ ー商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７ ア

増資

北勢営業所の
業種追加

30,000,000円

取締役の就任

○○.○.○

三重太郎

ド ボ

25 30 35 40

記

退職のため
北勢営業所長
鳥羽市朗

○○.○.○

改姓・改名

10 15 20

（ー 土

30 35 40

木 株 ）

2015

2 0

10

2 都道府県名

郎三 重 太

4 1

２ 桜

30 3523 25

3

3 5 10

6 0

3 106

0 2 4 ー 2 6

3 0
, ,

（千円）0 0 0

電 話 番 号

代 表 者 又 は 個 人
の氏 名の フリ ガ ナ

３

9 ー 20 54 －

支配人交代

イ

令第３条に規定する使用人

支配人の氏名 鈴鹿一郎

5 10 15

5

○○.○.○

10

ウ

　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人　(8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所技術者

　　　　　　　行政書士　　　行政一郎
　代理人　　　事務所所在地　津市栄町６丁目１
　　　　　　　電話番号　059-123-4567

 三重行政書士事務所
について変更があつたので届出をします。 令和○○年△△月□□日

市区町村名

北勢営業所長
桑名一郎

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容
を記入すること。

203

2

濁音、半濁音は１文字 略号のフリガナは書きません｡

変更があった箇所のみ記入します｡

該当する番号を

○で囲みます｡

提出期限が定められていますので、

提出日には注意してください｡

届出時に有効な許可年月日が複
数ある場合は最も古いものを記
入します。

市町村に続く町名以下を記入します

「丁目」、「番」、「号」等は－（ハイフン）

で記入します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

この申請書又は添付書類を作成した者その他この申請書の内容に係る
質問等に応答できるものの氏名、連絡先を記載してください。

各事項の必要な添付書類は
P110～114に記載してあります｡

国税庁から指定・通知された１３桁の法人番号を書きます。
なお、個人事業主の方は書く必要がありません。

登記事項証明書に記載されている
変更の理由を記載します。

職 印

実際に変更の生じた年月日を
記載します。（登記年月日ではありません。）

どちらか一方の変更の場合も必ず両方とも記入してください。所在地の変更の場合は全て
記入してください。

0

上記の○で囲んだ変更事項の
うち該当事項を記載します。
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様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

（２）　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号 ので届出をします。

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

殿

許可年月日

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和Ｒ、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

具体的事由

　　　　　　　行政書士　　　行政一郎
　代理人　　　事務所所在地　津市栄町６丁目１
　　　　　　　電話番号　059-123-4567

三重行政書士事務所

16 18

14 16 18

13 155

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ８

　　 に掲げる基準を満たさなくなつた
（３）　営業所技術者等を削除した

下記のとおり、

（４）　欠格要件に該当するに至つた

　　　　　　　　　　　　　　届　　　　　出　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた

知事
113

地方整備局長
北海道開発局長
三重県　知事

項 番

届 出 者        代表取締役　三重太郎

大臣

2 4
国土交通大臣

許可 0 2
特

コード

５ １ 令和9 9 9 号

10

令和○○年△△月□□日

1 0 月第 0
般

（許 可 番 号 日年

16

５ 生年月日 2S

0 1

143

－ ）

月

9 9

4

13

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者等〕を満たさなくなつた場合

三重県　知事

5

記

10

年 0 4

18

1 2 日

18

太 郎

3 5

　　　　　　　　　　　　　(2)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔営業所技術者等〕を満たさなくなつた場合

　　　　　　　　　　　　　(3)　営業所技術者等を削除した場合

重

勢

13

２ 三

14 1610

0

氏 名

三 郎氏 名 ５ ３ 伊 生年月日 24 日5月

営 業 所 の 名 称 建 設 工 事 の 種 類

S 0年 5

土、と、舗本　社

3 5 10 14

氏 名 ５ ３

10

営 業 所 の 名 称 建 設 工 事 の 種 類

年生年月日

氏 名 ５ ３

3 5

月生年月日 日

　　　　　　　　　　　　　4　建設業法第８条第１号及び第７号から第14号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

13

13

営 業 所 の 名 称 建 設 工 事 の 種 類

年

日月

2

該当する番号を
○で囲みます｡

不要の文字を消します｡

姓と名の間を１マス空けます｡

欠格要件に該当した場合は
理由を具体的に書きます｡

当該技術者が営業所技術者等と
なっていた業種を略号で書きます｡

職 印

この届出書は、
〇許可を受けている建設業の一部業種を廃業する場合など、既に証明されている常
勤役員等（経営業務の管理責任者等）又は営業所技術者等を削除する場合

〇経営業務の管理責任者としての経験年数が５年以上となった者がいるため複数い
る常勤役員等を一人にする場合

〇一部の営業所を廃止したため、そこに置いていた営業所技術者等が不要となった場合

に作成します。

一部業種を廃業する場合には、廃業届（P239）と本届出書を同時に提出する必要がありま
す。
なお、営業所技術者等の交替に伴う削除の場合は、この様式ではなく様式第八号（P161～）
を提出してください。

0
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様式第二十二号の四（第十条の三関係）

三重県津市桜橋３丁目４４６番３４号
エム・アイ・イー土木株式会社

　　　　　代表取締役　三重太郎

許可年月日

【備考】
令和　３　年　１２　月　３１　日

（１）　許可に係る建設業者が死亡したため

（２）　法人が合併により消滅したため

（３）　法人が破産手続開始の決定により解散したため

（４）　法人が合併又は破産手続開始の決定以外の事由により解散したため

（５）　許可を受けた建設業を廃止したため

その役員であった者

その相続人

届出をすべき者

法人であるときは代表者
（代表者が届出できない場合は代表者以外

の役員）
個人であるときはその事業主本人

その清算人

その破産管財人

廃 業 等 の 理 由

日

廃 業 等 の 年 月 日

年 月

7

決裁年月日 ５ ９ 令和

行政庁側記入欄
整理区分

５ ８

3

５

（
１．一般
２．特定

）

2

水 消井 具防 内 清

廃 止 し た 建 設 業 ５ ６

通 園機 絶しゆ 板 ガ 塗タ 鋼 筋 舗

記

土 建 大 左 と 石 屋 電 管

1 日
三重県　知事 特

1 0 月 0令和 0 2 年

5 10

9 9 9 号0 9 9

）
２．一部の業種の廃業

3

届 出 の 区 分 ５ ４

13 15

廃　　　業　　　届

下記のとおり、建設業を廃止したので届出をします。

令和○○年△△月□□日

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ９

大臣
知事

コード

届出者

3

2 （
１．全部の業種の廃業

－
国土交通大臣

許可 （
般

第）

2

5 10 15 20

７ 2 1

（２）

（３）

（４）

（５）

3

3 5

廃業等の理由

（１）

項 番

許 可 番 号 ５ ５ 2 4

届 出 時 に 許 可 を
受 け て い る 建 設 業

地方整備局長
北海道開発局長
三重県　知事 殿

11

25

　　　　　　　三重行政書士事務所
　　　　　　　行政書士　　　行政一郎
　代理人　　　事務所所在地　津市栄町６丁目１
　　　　　　　電話番号　059-123-4567

解

30

2

2

不要の文字を消します｡

太枠内は記入しないでください｡

今回廃業する業種を上段に

これを含めた現在許可を有し

いる全ての業種を下段に

一般「１」、特定「２」で記入し
ます｡

一部廃業の場合、営業所技術者等を削除または変更する届出
（Ｐ１６２、１６４）を同時に提出してください。

職 印

実際に廃業の事由に該当することと

なった日を記載すること。

例）法人の解散日等

０
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〈委任状例〉 

 

委 任 状 

 

行政書士 行  政  一  郎 

登録番号 ９９９９９９９９ 

事 務 所 三重行政書士事務所 

 津市栄町６丁目１ 

電話番号 ０５９－１２３－４５６７ 

Ｆ Ａ Ｘ ０５９－９９９－００００ 

 

上記のものを代理人と定め、下記の権限を委任します。 

 

委任事項 

委任の範囲の記載例 

 

１「建設業許可申請」の場合 

建設業許可申請に関する申請書類作成及び申請代理、訂正・補正、許可 

通知書の受領等 

 
２「変更等の届出」の場合 

建設業法の規定に基づく変更等の届出に関する書類作成及び提出、訂正・補
正、副本の受領等 

 
３「廃業等の届出」の場合 

建設業法の規定に基づく廃業等の届出に関する書類の作成及び提出、訂正・
補正、許可取消通知の受領等 

 

４「認可申請」の場合 

建設業法の規定に基づく認可申請に関する申請書類作成及び申請代理、訂
正・補正、認可通知書の受領等 

令和○○年△△月□□日 

委 任 者  

住 所 津市桜橋３丁目４４６番３４号 

氏 名       エム・アイ・イー土木株式会社 

（商号・代表者）   代表取締役 三重太郎 

電話番号 ０５９－２２４－２６６０ 

Ｆ Ａ Ｘ ０５９―２２４―３２９０ 
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<行政書士法人委任状例> 

委 任 状 
 

名  称    行政書士法人三重事務所 

行政書士    （代表）社員 行政 一郎 

登録番号    ９９９９９９９９ 

事 務 所    津市栄町６丁目１ 

電話番号    ０５９－１２３－４５６７ 

Ｆ Ａ Ｘ    ０５９－９９９－００００ 

 

上記の者を代理人と定め、下記の権限を委任します。 

 

委任事項 

委任の範囲の記載例 

 

１「建設業許可申請」の場合 

建設業許可申請に関する申請書類作成及び申請代理、訂正・補正、許可 
通知書の受領等 
 

２「変更等の届出」の場合 

建設業法の規定に基づく変更等の届出に関する書類作成及び提出、訂正・補
正、副本の受領等 
 

３「廃業等の届出」の場合 

建設業法の規定に基づく廃業等の届出に関する書類の作成及び提出、訂正・
補正、許可取消通知の受領等 
 

４「認可申請」の場合 

建設業法の規定に基づく認可申請に関する申請書類作成及び申請代理、訂
正・補正、認可通知書の受領等 

令和〇〇年△△月□□日 

 

委任者 

住  所      津市桜橋３丁目４４６番３４号 

氏  名      エム・アイ・イー土木株式会社 

(商号・代表者)   代表取締役 三重太郎 

電話番号      ０５９－２２４－２６６０ 

Ｆ Ａ Ｘ      ０５９－２２４－３２９０ 

 

行政書士法人の登録番号を記載。 

代表社員を定めている場合は代
表社員行政書士名を記載し、 
請書の代理人欄と一致する。 
それ以外は社員行政書士名を記
載し、申請書の代理人欄と一致し
なくても可ですが、使用人行政書
士は不可。 

※ 所属行政書士を全員記載す

る必要はありません。 

名称は申請書の代理人欄の名称

と一致します。 
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